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平成 25年 6月、政府が日本再興戦略等において、保険者はレセプト等のデータ分析に基づ
く健康の保持増進のための保健事業の計画を策定し評価を推進すべきとの方針を示して以来、
医療保険者によるデータヘルスに関する取組みが推進されています。

国民健康保険中央会（以下「国保中央会」という）と各都道府県の国民健康保険団体連合会（以
下「国保連合会」という）は、保険者による保健事業実施を支援する体制を構築するため、平
成 26年度より 3カ年の事業として、国保・後期高齢者ヘルスサポート事業（以下「ヘルスサ
ポート事業」という）に取り組みました。本事業は、全国の国民健康保険（以下「国保」という）
の保険者及び後期高齢者医療広域連合（以下「広域連合」という）が被保険者の疾病予防、重
症化予防、健康増進を目的とした事業を展開するにあたり、各都道府県の国保連合会に設置さ
れた外部有識者等で構成する保健事業支援・評価委員会（以下「支援・評価委員会」という）が、
国保の保険者並びに広域連合（以下「保険者等」という）の取組みを支援・評価するものです。

各都道府県での保険者支援を円滑に進めるにあたり、国保中央会は、国保・後期高齢者ヘル
スサポート事業運営委員会（以下「運営委員会」という）及び同ワーキング・グループ（以下
「ワーキング・グループ」という）において検討を重ね、各都道府県の支援・評価委員会の委員
となる有識者等並びに事務局を担う国保連合会職員にとっての道しるべとしてガイドラインを
作成しました。また、国保連合会職員を対象とした研修会や支援・評価委員会の代表者に参加
いただく報告会を開催し、事例の紹介や情報交換により、各都道府県での活動の推進に努めて
きました。

この度、平成 26年度から平成 28年度に実施したヘルスサポート事業の活動を振り返り、今
後の国保・広域連合の保健事業並びにそれらを支援する取組みについて、事業報告書を取りま
とめました。本報告書をご覧いただき、今後の保険者支援の継続の参考にしていただければ幸
いです。

公益社団法人　国民健康保険中央会

は　じ　め　に ～～～～～～～～
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国保・後期高齢者ヘルスサポート事業の
3年間の取組みと今後の展望
（平成 26年度～ 28年度）
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国保中央会・各都道府県の国保連合会は、平成 26年度より、全国の国保保険者並びに広域連合
が実施する保健事業を支援する仕組みとして、「国保・後期高齢者ヘルスサポート事業」を開始した。

国保の保険者は、被保険者の健康の保持・増進に努めるという保険者の機能を発揮し、これま
でも各種保健事業に取り組み、先駆的・先進的に数多くのモデル事業も手がけてきた。国保中央
会はこれらの取組みの評価（国保ヘルスアップ事業評価事業 1）を通じて、保健事業の効果的・効
率的な実施には、保険者の活動を外部から評価・助言できる仕組みが必要であることを提言した。
この提言と同時期に、国は各医療保険者にレセプト・健診情報等のデータ分析を踏まえ保健事
業を PDCAサイクルに沿って実施する事業計画（データヘルス計画）の策定を求めた。
このような背景から、国保中央会並びに国保連合会は、ヘルスサポート事業を開始することと

国保・後期高齢者ヘルスサポート事業の開始

3年間の取組みの概要

1  平成 22年度から 31の市町村保険者が、国の助成を得て、健診結果等を活用し、地域における健康課題解決への
支援体制づくりや効果的な保健指導プログラムの開発等を総合的に行う「国保ヘルスアップ事業」を実施した。
国保中央会は、国保ヘルスアップ事業の取組みを評価し、得られたエビデンスや成果を事業モデルや参考事例と
して国保保険者及び国保連合会に提供するために、平成 23年度から「国保ヘルスアップ事業評価事業」（以下「評
価事業」という）を実施した。その評価事業の検討の中で、国保の保健事業に関する様々な成果と課題が導かれた。
（詳細は「国保ヘルスアップ事業評価事業報告書」国保中央会ホームページを参照 https://www.kokuho.or.jp/
hoken/public/lib/2014-0123-0925.pdf）

【保健事業支援・評価委員会】
公衆衛生学・公衆衛生看護学に造詣
が深い者、大学等研究機関・地域の
関係機関等の有識者及び都道府県職
員、地域の関係者等

国保連合会

・ KDBシステム等を活用した保険者
等への情報提供
・ 保健事業の手順に沿った評価基準
を活用し実施計画策定への助言

・ 評価基準等を活用した保健事業の
評価

・ 保険者等職員に対する研修の実施

国保・後期高齢者ヘルスサポート事業

データ分析にもとづく保健事業
の計画・実施・評価（PDCAサ
イクル）の取組

〇 国保ヘルスアップ事業につい
ては、保健事業支援・評価委
員会から評価を受けることが
必須条件

保険者等

【保健事業】
（国保の保険者、後期高齢者医療
広域連合が実施する保健事業）

〇データヘルス計画
〇国保ヘルスアップ事業
〇 その他、保険者等におけ
る個別保健事業

【国保・後期高齢者ヘルスサポー
ト事業運営委員会】
公衆衛生学・公衆衛生看護学に造詣
が深い者及び大学等研究機関の有識
者等

国保中央会

・実態調査

・ガイドラインの策定

・ 事業の分析・評価・調査・研究

・事業実施報告会の開催

・ 事業実施報告書の作成・公表

・ 連合会職員等に対する研修の実施〈評価〉

〈支援〉

〈報告〉

〈報告〉

〈支援・
情報提供〉

図表 1　国保・後期高齢者ヘルスサポート事業の全体像
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なった。国保中央会は保険者の保健事業に造詣が深い有識者を中心とした運営委員会を設置し、
各都道府県国保連合会における保険者支援のあり方について検討を開始した【運営委員会／国保
中央会による Plan：☞具体的には第 2編 39頁参照】。
全国 47都道府県の国保連合会は、運営委員会での議論を踏まえ、公衆衛生学等の有識者による
支援・評価委員会を設置し、希望する保険者等に保健事業の計画策定や個別保健事業の評価を支
援する体制の構築をはじめた。
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保健事業の第三者評価
〉〉〉　運営委員会　岡山　明 副委員長

第三者評価の第一の目的は実施結果の講評ではなく、事業の抱える課題の

指摘と改善可能性を具体的に助言して、次年度以降の保健事業の水準を高め

ることです。保健事業による医療費などの適正化を求められる医療保険者は、

費用対効果の高い保健事業の実施方法が求められています。しかし、医療保

険者が単独で新しい実験的施策を試行錯誤して立ち上げ、軌道に乗せること

は容易ではありません。

支援・評価委員会が支援・評価することで、施策の効果や実施可能性につ

いて助言が出来れば、大きな支えになります。支援・評価が効果を上げるには、

事業の計画段階から評価指標の設定などにあらかじめ関わることが重要とな

ります。

複数の保険者が共同して同一の事業に取り組んで情報交換を行えば、事業

の企画・運営・評価に関わる各保険者のノウハウの蓄積が加速するとともに、

支援・評価委員会の役割がより明確化されるでしょう。

コ ラ ムコ ラ ム
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運営委員会での検討（P）

支
援
体
制
整
備
期

支
援
体
制
拡
大
期

安
定
期

事業実施（D）
ガイドライン策定

実態調査実施

研修会開催

ガイドライン
説明会開催

報告会開催

運営委員会での検討（C）

事業実施（D）
研修会開催 報告会開催

事例とりまとめ

運営委員会での検討（C）
中間報告とりまとめ

事業実施（D）
報告会開催

実態調査実施

事例とりまとめ

改善・事業企画（A・P）

3年間の取組みの全体像　~PDCAサイクルに沿って ~

H27
年度

H28
年度

H26
年度

H29
年度

支援・評価委員会／
事務局による支援

様式作成

ヒアリング

研修会開催

委員会開催

助言とりまとめ

計画

改善 実施

評価

支援・評価委員会／
事務局による支援

様式作成

ヒアリング

研修会開催

委員会開催

助言とりまとめ

計画

改善 実施

評価

支援・評価委員会／
事務局による支援

ヒアリング

研修会開催

委員会開催

助言とりまとめ

計画

改善 実施

評価

運営委員会での検討（C）
事業報告とりまとめ

事業企画（P）

ガイドラインを踏まえた企画（P）

改善（A）
ガイドライン改訂

データヘルス
計画策定
支援から
個別保健
事業計画
作成支援へ

実施した
保健事業を
評価する
段階に

データヘルス
計画策定支援
が中心

事業企画（P） 事業企画（P）

事業
報告書

事業
報告書

事業
報告書
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平成 26年度の活動

◆  運営委員会における検討と実態調査の実施（平成26年5~8月）/ガイドライ
ンの策定（平成26年8月）

ヘルスサポート事業の開始にあたり運営委員会が最初に着手したことは、全国の保険者等におけ

る保健事業の実態把握であった。実態調査は全国の市町村国保、国保組合、市町村の後期高齢者医

療担当部署、広域連合、国保連合会を対象に、保健事業の実施状況やPDCAサイクルの浸透状況等

を把握するために実施された【運営委員会 /国保中央会によるDo：☞具体的には第2編47頁参照】。

実態調査では、保険者ごとに保健事業の取組内容に違いがあること、PDCAサイクルは意識し

ていながらも実践されていないことが明らかになった。この結果より運営委員会は、保健事業で

は PDCAサイクルに沿った事業実施が必要であること、事業実施に先立つ現状分析では既存事業

を評価し、レセプトや健診データ、日ごろの保健活動で感じる課題等を十分に分析し、それらに

対応する事業の目的・目標を明確にすることの重要性を伝える必要があると認識した。

実態調査と並行し、運営委員会は、支援・評価委員会や国保連合会事務局による保険者支援に

ついてのガイドラインを取りまとめた。

ガイドラインでは、データヘルス計画の策定支援・個別保健事業計画の策定支援・個別保健事業

評価についての基本的な考え方が示された。保険者等の希望する支援内容を踏まえ、取り組む事業、

その中でも優先的に実施する事業の検討方法や目標設定を補助するツールも提示された。

運営委員会では保険者内部で既存事業を分析し、質的情報をもとに仮説を立て、データで確認

する現状分析を十分に行った上で事業を検討することの重要性が繰り返し議論され、その点がガ

イドラインでも強調された【運営委員会／国保中央会によるDo：☞具体的には第 2編 45頁参照】。

◆  ヘルスサポート事業に関する研修会の開催（平成26年7月 / 9月）

国保中央会は、平成 26年 7月に国保連合会保健事業担当課（部）長・保健師研修会を開催した。

国保連合会職員を対象とした研修会では、国の動向、データヘルス計画の策定等の支援に向け

ての考え方に関する講演並びに演習、ヘルスサポート事業の概要についての説明が行われた【運

営委員会・国保中央会による Do：☞具体的には第 2編 63頁参照】。

その後、運営委員会並びに国保中央会は、支援・評価委員会の事務局を担う国保連合会のヘルス

サポート事業担当職員向けに、「国保・後期高齢者ヘルスサポート事業ガイドラインの活用に関す

る研修会」を開催した（平成 26年9月）。研修会では運営委員会委員が保険者支援における国保連

合会への期待について講演し、国保中央会がガイドラインのポイントを説明した。講演内容を踏ま

え、支援・評価委員会の運営に関する課題等について情報交換を行うグループワークも実施された。

本研修会の開催は、ガイドラインの公表直後であり、支援・評価委員会の委員選定や会議の日程

調整等、各都道府県国保連合会における準備状況は様々であった。そのような中、グループワークに

よる情報交換ができたため、事務局を担う国保連合会にとって本研修会は有意義な場となった【運 
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営委員会・国保中央会によるDo：☞具体的には第 2編 64頁参照】。

◆  全国47都道府県における支援・評価委員会の設置

全国の国保連合会は、平成 26年 9月頃より支援・評価委員会の設置に向けて動き出した。

国保連合会はこれまでも保健事業に関係するデータ提供や研修会等の保険者支援を行ってきた

が、外部有識者による委員会形式で個別保険者の保健事業について助言・指導することはなかっ

た。そのため、国保連合会事務局は、地元の大学や地域の保健事業に携わる方に支援・評価委

員会の委員就任を依頼し、ガイドラインを基にした保険者支援の具体的な進め方を企画する等

保険者支援の準備に取り組んだ【国保連合会による Plan】。

その結果、ヘルスサポート事業の 1年目にして全国 47都道府県に支援・評価委員会が設置された。

◆   支援・評価委員会委員を対象とした報告会の開催（平成27年1月） 
～委員会開催準備に向けた情報交換の場の提供～

運営委員会並びに国保中央会は、ガイドライン公表後も、各都道府県の支援・評価委員会で

の効果的・効率的な保険者支援のために報告会の開催等により支援を続けた。

初年度の報告会は、既に保険者支援を開始した支援・評価委員会と、準備段階にある委員会と

が並存する時期に開催された（平成 27年 1月開催）。報告会では、運営委員会からの情報提供並

びに、運営委員会委員がファシリテーターを務めたグループディスカッションが行われた。活動を

始めて一定期間を経た支援・評価委員会からは、保険者支援の現状や委員間の意識合わせを行う等

の工夫点、スケジュール調整の難しさ等の課題について情報提供があった。そのため、これから

活動を本格化させる支援・評価委員会並びに事務局は多くの参考となる情報を得ることができた。

当初、「支援・評価委員会による保険者支援」の位置付けは支援・評価委員会委員の間で必ずし

も明確ではなかった。報告会でのグループディスカッションにおいて、委員や事務局は支援体制の

あり方や委員の関わり方等、その後の保険者支援の活動に生かすための気付きを得ることができ

た。また、報告会は支援・評価委員会、国保連合会事務局双方が、第三者による保険者支援の重要

性を認識する機会にもなった【運営委員会 /国保中央会によるDo：☞具体的には第 2編 67頁参照】。

◆  支援・評価委員会による保険者支援

1年目の保険者支援の活動は、データヘルス計画の策定の支援が中心であった。

各都道府県の支援・評価委員会は、報告会で得られた情報を参考に、試行錯誤の上、初年度

の保険者支援を展開した。委員と事務局の意思疎通を円滑にするため、委員同士、並びに委員

と事務局の間で保険者支援に対する認識の調整が行われた。

支援・評価委員会は、支援開始前に保険者等にデータヘルス計画策定の課題や支援を希望す
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る内容等を記載した申請書の提出を依頼した。委員会は、申請書の記載内容に対応するため、

支援形態を検討し、支援に用いるツール類を準備して、個別保険者への支援を実施した。委員

会の事務局も保険者等に直接出向き、自ら状況を把握した。事務局が委員会開催及び保険者等

への直接支援のためのスケジュール調整や積極的な状況把握に努めたため、初年度にもかかわ

らず、円滑に保険者支援を開始できた支援・評価委員会が多かった【支援・評価委員会による

Do：☞具体的には第 2編 97頁参照】。
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PDCA目標達成への確実な道のりのために
〉〉〉　運営委員会　津下 一代 委員

保健事業の PDCAというと、なんだか大変な感じです。でも振り返ってみ

てください。あなたが何か目標を達成してきたとき、テストの成績や記録等

で達成度を測りながらがんばってきたことでしょう。もしうまくいっていな

ければ、方法や教材を変えるなど工夫を重ねてきたのではないでしょうか。

保健事業もやみくもに実施しても、効果を上げることはできません。指標

がなければ目標を見失いマンネリ化してしまう危険性をはらんでいます。保

健事業はチームプレイなので、みんなで達成度を確認しながら事業を進める

ための指標が必要です。実施体制は？　ねらった対象者に届いているか？　

参加者の意欲や健康状態は改善しているのか？等々。修正点を早期に発見し

改善につなげます。

ただ結果が出ないからと、次々に目移りするのは考えもの。石の上にも三年。

住民への情報の浸透と指導技術の向上には時間がかかることも織り込んだ評

価計画が重要です。

コ ラ ムコ ラ ム
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平成 27年度の活動

◆  国保連合会からの平成26年度事業報告書の提出（平成27年6月）

ヘルスサポート事業の 2年目を迎えるにあたり、国保中央会は、平成 26年度の活動状況を取り

まとめた事業報告書を各国保連合会から提出してもらった。

事業報告書からは、各都道府県支援・評価委員会の創意工夫により、対面や文書等様々な形態

による支援が行われていたことが明らかになった。保険者等からは支援・評価委員会の助言により、

「健康課題が明確になった」、「現状分析の方法が明らかになった」、「目的・目標設定の方法、評価

指標の設定方法が明らかになった」等の報告があった。その他、事業報告書では庁内連携の必要

性をはじめ、保険者等に様々な気付きがあったことも報告された。

一方、委員会の開催日程と保険者等の計画策定スケジュールが合わないことや、計画策定を外部委

託している場合に支援・評価委員会による助言が反映されないことがある等の課題も明らかになった。

国保中央会は、事業報告書より明らかとなった初年度の活動の成果と課題を踏まえ、支援・評

価委員会の支援を受けて気付きがあった保険者等の事例を取りまとめ、各都道府県の支援・評価

委員会へ紹介した。事業報告書から得られた情報は、各支援・評価委員会の 2年目の活動にとっ

て大変参考となるものであった【運営委員会による Check：☞具体的には第 2編 91頁参照】。

◆  支援・評価委員会委員を対象とした報告会の開催（平成27年10月） 
～保険者支援の事例・個別保健事業の評価の考え方を提示～

運営委員会並びに国保中央会は、ヘルスサポート事業の 2年目も支援・評価委員会委員や国保

連合会担当者を対象とした報告会を開催した。

初年度の報告会における参加者アンケートでは、具体的な支援事例について情報提供を求める

声が多かった。それに応え 2年目の報告会では、支援を受けた保険者／支援をした支援・評価委

員会委員／事務局の三者によるパネルディスカッションを実施した。パネラーからは、支援を受

けたことによる保険者の気付きやそれに伴う変化、委員の立場からみた支援のポイント、委員か

らの意見を効果的に引き出す事務局の関わり方が報告された。パネルディスカッションは具体的

な支援事例を知る機会となり、参加した支援・評価委員会委員や事務局職員の評価は高かった。

報告会の後半では、運営委員会委員による「個別保健事業の評価」についての講演と、支援・

評価委員会委員及び国保連合会の事務局担当者の間でグループディスカッションが行われた。グ

ループディスカッションでは、評価の 4つの観点（ストラクチャー、プロセス、アウトプット、

アウトカム）、評価指標の考え方、具体的な指標例に関する意見交換が行われた【運営委員会 /国

保中央会による Do：☞具体的には第 2編 68頁参照】。

グループディスカッションのファシリテーターを務めた運営委員会委員は、個別保健事業の評

価のあり方についてさらに検討する必要性を感じ、ガイドラインの一部を改訂することとした。
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◆  国保連合会職員向け研修会の開催（平成27年12月）

ヘルスサポート事業の開始から1年が経過した段階で、保険者支援活動を行う国保連合会から

は、データ分析の方法等を再度確認したいとの要望が挙がっていた。これを踏まえ、国保中央会は、

平成27年度の国保連合会保健事業担当者・保健師研修会の内容をヘルスサポート事業に関連した

ものとし、国保連合会職員が国保データベースシステム（以下「KDBシステム」という）を利用

したデータ分析の方法やデータに基づく保健事業とその評価について学ぶことを目的に実施した。

参加した国保連合会職員からは、演習で自らがデータを用いて考える作業を行うことにより保

険者の視点に立った支援への理解が深まったとの意見が寄せられた。また、事務職と専門職であ

る職員が一緒に参加したため、本研修会は国保連合会内部での職種間の連携が強まるきっかけに

なったとの声も聞かれた【運営委員会・国保中央会によるDo：☞具体的には第2編65頁参照】。

◆  ガイドラインの改訂（平成28年1月）

国保連合会からの事業報告書や報告会での支援・評価委員会委員等による議論から、全国各地

での保険者支援活動の実態や課題が明らかになった。これを受け、運営委員会はより円滑な事業

推進のためにガイドラインの改訂に向けて議論を重ねた【運営委員会・国保中央会による Action/

Do：☞具体的には第 2編 46頁参照】。

改訂版のガイドラインには、データヘルス計画を踏まえて展開される個別保健事業の評価のあ

り方を中心に以下の 3つの事項が追記された。

■計画策定の時点で評価を見据えた評価計画の作成が必要であること

■ 従来の保健事業で中心的であったアウトプットやアウトカムに関する評価だけではなく、

ストラクチャーやプロセスも含めた 4つの観点での評価が必要であること

■ 各観点での評価結果を踏まえ保健事業を総合的に評価し、次の展開につなげる必要があること

さらに、運営委員会は、保険者等自らが個別保健事業の評価や進捗管理を行う際に用いる様式

も作成し、改訂版のガイドラインで提示した。

国保中央会は、改訂版のガイドラインをホームページ上で公開するとともに、各国保連合会に

冊子として配付した。
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個別保健事業の評価　p53個別保健事業の計画策定支援　p47

データヘルス計画の策定支援　p24

国保・後期高齢者ヘルスサポート事業 ガイドライン 概要 平成 28年 1月
公益社団法人 国民健康保険中央会

○ 本ガイドラインは、各都道府県の国保連合会が設置した保健事業支援・評価委員会の委員となる有識者等ならびに事務局を担う国保連合会職員向けに作成

第 1章 p1 事業実施までの背景

○ 国によるデータヘルスの推進
○ 後期高齢者医療制度の動き
○  国保連合会・国保中央会の将来構想を踏まえ
た保険者支援の動き（KDBシステムの開発）

○  国保ヘルスアップ事業評価事業からの示唆　
～第三者による支援の必要性～

○  保険者機能としての被保険者の健康の保持増
進の取組と医療費適正化

○  保険者等によるレセプト・健診データ等の分
析に基づいた PDCAサイクルに沿った効率
的・効果的な保健事業の展開

保険者等による策定の流れ

支
援
・
評
価
委
員
会
の
支
援
手
順 ②  保険者等による計

画の詳細内容の検
討・作成

③  支援・評価委員会に
よる計画の内容の
確認・評価

現状分析
既存事業の評価： どのような内容の事業がどのよう

な体制で実施されていたのか、効
果があったのかを把握

各種データ分析： 健診、医療費、介護データ等を経
年比較、国や都道府県平均、同規
模保険者等との比較

  KDBシステムの活用によるデータ
分析結果の見える化

質的情報の分析： 数値による情報ではなく、日ごろ
の保健活動の中における住民の声、
地域の状況を把握

目的・目標の設定
目的： 数年後に実現しているべ

き「改善された状態」
目標： 健康課題に連動した目的

を達成するための条件

健康課題の明確化

計画の策定
計画に盛り込む事業
その他計画の推進に係る事項の
検討

第 2章 p7 データヘルスの概要

○ 目的： 保険者等による効率的・効果的な保健
事業の展開を支援

○  対象： 国保保険者の保健事業、広域連合の保
健事業

○ 支援内容
・ 保健事業計画（データヘルス計画）策定支援
・ 国保ヘルスアップ事業の支援
・  その他、保険者等の個別保健事業の計画策定
支援ならびに評価

○ 事業スケジュール
・  平成 26年度中
 　 データヘルス計画（計画対象期間：～平成

29年度）の策定支援個別保健事業の計画
策定支援と評価

・  平成 27, 28年度中
 　個別保健事業の計画策定支援と評価

第 3章 p10 ヘルスサポート事業の概要 第 4章 p18
支援・評価委員会による
保険者支援の流れ

はじめに

第 5章 p24 支援・評価委員会による保険者支援の実際

○  国保連合会による保険者等への各種データの提供
○  国保中央会による国保連合会向け研修
○  国保連合会による保険者向け研修
○  国保・後期高齢者ヘルスサポート事業運営委員会での検討

第 6章 p70 事業推進に関わる事項

①  現状分析、計画に盛り込む事業内容の検討

～保険者等による事前課題の提出・
ワークシート等を用いての検討～

・ 現状分析ならびに健康課題の明確化
・ 目的・目標の設定
・ 計画に盛り込むべき事業の検討

支
援
・
評
価
委
員
会
の
支
援
手
順

①  支援・評価委員会と保険者等の担当者による事業内容に関する検討

②  計画の詳細内容の検討・作成

③  支援･評価委員会による計画の詳細内容の確認・評価

④  支援・評価委員会による事業実施期間中の情報交換

○  ストラクチャー、プロセス、アウトプット、
アウトカムの 4つの観点による評価

○  事業企画段階からの評価計画（評価方法や評
価指標）設定の必要性

事業評価の考え方

支
援
・
評
価
委
員
会
の
評
価
手
順

①  保険者等による個別保健事業計画の提示

②支援・評価委員会による事業評価方法に
対する助言

③保険者等による自己評価
　～評価基準等の活用～

④支援・評価委員会による評価の実施

支援前の準備
(1)支援・評価委員会の設置と役割の検討 
(2)保険者等への周知

個別保険者支援の流れ
(1)保険者等による申請（申請書の提出）
(2)支援の方向性の検討 
(3)支援・評価の実務

支援結果の報告・広報
国保・後期高齢者ヘルスサポート事業運営
委員会への報告

既存事業の内容とその達成状況の整理／エビデンスに基づいた事業の実践／医療
機関等との連携体制の構築／地域連携を円滑に行うための仕組み／外部委託先の
管理／事業の評価方法、指標の収集方法の事前検討／事業進行中の情報交換 等

企画・立案、実施に求められる視点

事業の目的・目標・評価指標／事業の対象者（選定基準を含む）とその集め方
／事業の方法、内容／事業の実施体制／事業関係者における連絡、調整、情報
共有の方法／事業を継続的に実施する方策（脱落防止策等）／評価指標の集め方、
事業評価の方法／個人情報の取り扱い及び危機管理の方策 等

計画で必要となる要素
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◆  工夫を凝らした保険者支援の展開

各都道府県の国保連合会は、ヘルスサポート事業の 1年目の活動を振り返り【国保連合会による

Check】、委員の構成や支援の方法を見直し、2年目の活動を開始した【国保連合会による Action】。

保険者等の中には、支援・評価委員会による支援について具体的なイメージが掴めず、1年目で

の支援依頼を見送ったところもあった。2年目になると1年目の実績から支援内容等が明確になり、

支援を希望する保険者等が増加した。これは、保険者支援の効果を伝える事例発表を盛り込む等、

国保連合会が積極的に保険者向けの研修会を実施したことが貢献したものと考えられる。

支援を希望する保険者等の増加に対応するため、各都道府県の支援・評価委員会は、委員の増員、

担当委員制への変更、保険者等をグループ化した支援等の様々な工夫をし、多くの保険者等に支

援が行き渡るよう体制を整えた。事務局は、支援を効率化するための事前ヒアリングを 1年目よ

り大幅に増やした。また、委員会での議論を取りまとめ、支援を受けた保険者等にフィードバッ

クし、時には支援を受けていない保険者等にも情報提供した。支援・評価委員会だけでなく、事

務局による活動もフットワークが良くなり、保険者支援に大きな変化が見られた【支援・評価委

員会 /国保連合会による Do：☞具体的には第 2編 95頁参照】。
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保健事業支援・評価委員会の役割と展開
〉〉〉　運営委員会　吉池 信男 委員

各都道府県の国保連合会では、様々な形や方法で、支援・評価委員会を組織・

運営しています。これまでの国保ヘルスアップ事業では、事業主体（すなわ

ち市町村国保）への技術的助言や第三者評価を誰がどのように行うかが大き

な課題で、大学の公衆衛生関係者の貢献が不十分という意見も出されました。

青森県では、全保健所長と大学関係者（医師、保健師）、実務経験者がメン

バーとなり、保健所所管の市町村を担当するという形で、２年間の支援が行

われました。保健所の本来業務としても重要であるという認識のもと、連合

会事務局のご尽力により、丁寧な対応がなされ、クライアントである保険者

も限られた機会を積極的に活用していました。この支援・評価の枠組みが、「ス

トラクチャー」としてさらに発展し、新たな地域包括ケアや公衆衛生活動の

充実につながっていくことが期待されます。

コ ラ ムコ ラ ム
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◆  中間報告書の作成（平成28年3月）

運営委員会並びに国保中央会は、ヘルスサポート事業の 1年目・2年目の活動を振り返り、成

果と課題を明らかにした。また、3年目の活動に向け、保険者等への支援をより効果的なものに

するために、今後の方向性を示す中間報告書を取りまとめた【運営委員会・国保中央会による

Check：☞具体的には第 2編 41頁参照】。

中間報告書で示した成果は、以下の５点であった。

①　 全国 47都道府県での支援・評価委員会の設置と保険者支援の実施

47都道府県全てに支援・評価委員会が設置され、支援を希望する保険者等は国保連合会に

申請することで、委員会による支援を受けることが可能になった。委員会形式で保健事業の実

践を幅広く支援する取組みは初めての試みであり、画期的なことであった。

②　 保険者支援の標準化を図るためのガイドラインの策定

保険者等での保健事業の実施状況を踏まえ、保険者支援の方向性を明確にし、支援・評価委

員会や国保連合会の関わり方を提示した。

③　 支援・評価委員会同士の保険者支援のあり方に関する情報共有

取組みを進めている関係者が一堂に会する報告会が毎年開催され、互いの取組みにおける成

果や課題についての意見交換が行われた。

④　 事業に参画した保険者等への影響と他の保険者等への波及効果

内部で完結していた保健事業に支援・評価委員会委員という第三者の意見を取り入れること

により、保険者等が自身だけでは気付くことがなかった点に目を向けるようになった等の効果

が見られた。また、研修会の開催や支援対象保険者等への助言内容を他の保険者等へ提供する

等幅広い活動により、支援を申請していない保険者等にも支援・評価委員会による支援が波及

した。

⑤　 KDBシステムの保険者等への浸透

データヘルス計画の策定に際し支援・評価委員会は、保険者等に対して KDBシステムを活

用した現状分析に関するアドバイスを実施し、国保連合会事務局も KDBシステムに関する研

修会を開催した。策定された計画に KDBシステムによる帳票が数多く活用されており、ヘル

スサポート事業は保険者等における KDBシステム活用の推進にも貢献した。

一方で、中間報告書は 3年目以降の活動の改善につなげるため、4点の課題も挙げた。

①　支援・評価委員会委員等の共通認識をさらに促進させること

支援・評価委員会の委員の中には、ヘルスサポート事業において保険者等に直接関わること

により、保険者等の保健事業の実情を初めて認識した委員もいた。また、委員と事務局の役割

分担や保険者等への支援の方法について明確な共通認識が持たれていないケースも見られた。

保険者支援活動を効果的に実施するためには、支援・評価委員会による支援の内容、支援を希

望する保険者への関わり方について委員間等で認識を共有することが求められる。
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②　支援・評価委員会を活用していない保険者等にも働きかけること

保険者等の中には、限りある予算や人材不足の面から支援を希望しないところがあった。そ

のような保険者等に対しては、事務局である国保連合会が積極的に要望等の把握に努め、支援・

評価委員会の支援によって期待できる効果を伝えることが重要である。

③　後期高齢者の保健事業の支援のあり方について検討すること

広域連合はヘルスサポート事業での支援対象であるものの、各支援・評価委員会の支援が十

分であったとは言えない。高齢者の保健事業については、広域連合と構成市町村等の連携も考

慮し、国の検討状況等最新の動向を把握しながら支援を行うことが求められる。

④　保険者等が業務の一部を委託して実施する場合の支援について留意すること

外部委託を活用している保険者等の中には、主体性をもって計画策定や事業実施ができてい

ないところがあった。また支援・評価委員会の助言が受け入れられないケースもあった。そう

した事態に陥らないために、支援・評価委員会は、委託元としての心構えについて保険者等に

事前に助言することが求められる。必要に応じて委託を受けている事業者にも直接助言するこ

とが求められる。

国の助成事業等は、都道府県を通じて申請される。そのため、支援・評価委員会の事務局で

ある国保連合会には、保険者等と委託事業者との間である程度事業が進展した段階で情報が届

くこともあり、支援・評価委員会の助言が生かされないこともあった。都道府県と協力し、助

成事業を委託で実施する予定の保険者等に関する情報を早い段階で入手し、効果的な支援を行

うことが求められる。

国保中央会は、中間報告書をホームページに掲載し、各国保連合会に冊子として配付した【運

営委員会・国保中央会による Action：☞具体的には第 2編 41頁参照】。
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国保・後期高齢者ヘルスサポート事業 中間報告書 概要 平成 28年 4月
公益社団法人 国民健康保険中央会

３ヵ年度（26～28年）のヘルスサポート事業が中間点を迎え、これまでの活動を振り返り、今後の国保保険者・後期高齢者医療広域連合の保健事業並
びにそれらを支援する取組みに資するために中間報告書を取りまとめた

1.1国保・後期高齢者ヘルスサポート事業の目的
1.2国保・後期高齢者ヘルスサポート事業の全体像

1.2.1国保・後期高齢者ヘルスサポート事業の対象となる保健事業
(1)保健事業の実施計画（データヘルス計画）
(2)国保の保険者の保健事業
(3)後期高齢者医療広域連合の保健事業

1.2.2国保・後期高齢者ヘルスサポート事業での保険者支援の内容
(1)保健事業実施計画（データヘルス計画）策定支援
(2)保険者等における保健事業（個別保健事業）の計画策定支援
(3)保険者等における保健事業（個別保健事業）の評価

1.2.3国保・後期高齢者ヘルスサポート事業の関係者
(1)国保保険者並びに後期高齢者医療広域連合
(2)国保連合会並びに支援 ･評価委員会
(3)国保中央会並びに国保・後期高齢者ヘルスサポート事業運営委員会
(4)都道府県

第 1章  p1~7 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業の概要

はじめに

国保中央会に設置された国保・後期高齢者ヘルスサポート運営委員会の活動状況
〇ガイドラインの策定（平成 26年 8月）

〇保健事業実態調査（平成 26年 7～ 8月）

○ 国保連合会向け研修会の開催
・  国保連合会保健事業担当課（部）長・保健師研修会　平成 26年 7月15～ 16日
・  国保・後期高齢者ヘルスサポート事業ガイドラインの活用等に関する研修会　
平成 26年 9月 18日

・ 国保連合会保健事業担当者・保健師研修会　平成 27年 12月 8～ 9日

○ 「国保連合会保健事業支援・評価委員会」委員による報告会
・ 平成 27年 2月 5日
・ 平成 27年 10月 26日

第 2章  p8~35
国保中央会による国保・後期高齢者
ヘルスサポート事業支援状況

4.1国保・後期高齢者ヘルスサポート事業実施による成果と課題
4.1.1国保・後期高齢者ヘルスサポート事業実施による成果

(1)全国 47都道府県での支援 ･評価委員会の設置と保険者支援の実施
(2)保険者支援の標準化を図るためのガイドラインの策定
(3)支援 ･評価委員会同士の保険者支援のあり方に関する情報共有
(4)事業に参画した保険者等への影響と他の保険者等への波及効果
(5)KDBシステムの保険者等への浸透

4.1.2国保 ･後期高齢者ヘルスサポート事業実施に見られた課題
(1)支援・評価委員会委員等の共通認識のさらなる促進
(2)支援・評価委員会を活用していない保険者等への働きかけ
(3)後期高齢者の保健事業のあり方
(4)保険者等が業務の一部を委託して実施する場合の支援

4.2国保及び広域連合の保健事業・保険者支援体制についての今後の検討事項
4.2.1保険者支援体制の今後のあり方
4.2.2支援 ･評価委員会の活動に対する評価方法
4.2.3今後の都道府県の関わり
4.2.4支援・評価委員会の事務局としての国保連合会の役割
4.2.5支援・評価委員会による事業評価の検証

第 4章  p47~55
国保 ･後期高齢者ヘルスサポート事業の

今後の展開に向けて

支援・評価委員会の保険者支援 10事例を掲載

第 3章  p36~46 国保連合会における保険者支援

〇支援を希望する保険者等の数
市町村国保 国保組合 後期高齢者医療広域連合 計

①
管内
保険
者数

④事業支援保険者数計
（②+③）

⑤
事業
支援率
（④/①）

⑥
管内
保険
者数

⑨事業支援保険者数計
（⑦＋⑧）

⑩
事業
支援率
（⑨/⑥）

⑪
管内
広域
連合数

⑫
支援
広域
連合数

⑬
事業
支援率
（⑫/⑪）

Ⅰ．
管内
保険者
等数

（①＋⑥＋
⑪）

Ⅳ．事業支援保険者等数
（Ⅱ＋Ⅲ）

Ⅴ．
事業
支援率
（Ⅳ/Ⅰ）

②
（再掲）
ヘルス
アップ
事業
(計）

③
（再掲）
ヘルス
アップ
事業
以外

⑦
（再掲）
ヘルス
アップ
事業
(計）

⑧
（再掲）
ヘルス
アップ
事業
以外

（再掲）
Ⅱ．
ヘルス
アップ
事業支援
保険者数
（②＋⑦）

（再掲）
Ⅲ．
ヘルス
アップ

事業以外の
支援保険
者等数

（③＋⑧＋⑫）

平成26年度 1,716 156 375 531 30.9% 164 6 19 25 15.2% 47 24 51.1% 1,927 162 418 580 30.1%

平成27年度 1,716 317 445 762 44.4% 164 6 35 41 25.0% 47 26 55.3% 1,927 323 506 829 43.0%

○保険者等が特に困っている事項、助言を得たい事項

保険者(n=325)
(　)内は割合(%)

広域連合(n=17)
(　)内は割合(%)

計(n=342)
(　)内は割合(%)

現状分析 203(62.5) 11(64.7) 214(62.6)

健康課題の抽出 201(61.8) 12(70.6) 213(62.3)

保健事業等の計画立案 178(54.8) 12(70.6) 190(55.6)

実施体制の構築 128(39.4) 7(41.2) 135(39.5)

保健事業の評価 171(52.6) 9(52.9) 180(52.6)
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平成 28年度の活動

◆  国保連合会からの平成27年度事業報告書の提出（平成28年8月）

国保中央会は、2年目も国保連合会からヘルスサポート事業の事業報告書を提出してもらった。2

年目の事業報告書からは、支援・評価委員会の活動が 1年目の経験や報告会等による情報を踏まえて
見直され、保険者等への対面支援や事務局による事前ヒアリングが増加した等の変化が明らかになっ
た。保険者等からはデータヘルス計画の策定支援の効果についての意見のほか、1年目には見られな
かった個別保健事業の評価に関する感想も挙げられていた。なお、事業報告書では保険者支援の成果
だけではなく、外部委託を活用した保険者等への支援の難しさ等の課題が引き続き挙げられていた。
国保中央会は、事業報告書より得られた支援・評価委員会の工夫点を取りまとめ、各国保連合
会に情報提供した。事業報告書は、国保中央会による全国各地での支援状況の把握にとどまるこ
となく、各地の支援・評価委員会における支援活動の更なる発展にもつながった。

◆  「国保・後期高齢者ヘルスサポート事業　データヘルス計画・保健事業等に関
する実態調査」の実施（平成28年8月）

運営委員会並びに国保中央会は、ヘルスサポート事業の評価を行うために、「国保・後期高齢者
ヘルスサポート事業　データヘルス計画・保健事業等に関する実態調査」（以下「データヘルス計画・
保健事業等に関する実態調査」という）を実施した。本調査の目的は、保険者等が支援・評価委
員会による支援の成果を明らかにし、今後の保険者支援のあり方を検討することであった。
実態調査の結果から、2年間のヘルスサポート事業（支援・評価委員会による支援）の成果として、
以下の 4点が挙げられた。

●  支援・評価委員会による支援を活用した保険者等は活用していない保険者等に比べ、計画策
定の各ステージ（現状分析・課題抽出・目標設定・事業選択）における自己評価が良好であった。

●  データヘルス計画を策定したことによる保健事業の実施・体制における変化として、データ
に基づいた事業対象者の設定、事業に関する進捗管理の明確化、PDCAサイクルを意識した
事業の実施が、支援を活用していない保険者等に比べて支援を活用した保険者等において高
い割合で挙げられていた。

●  支援・評価委員会による支援を活用した保険者等は活用していない保険者等に比べ、現状分析
における既存事業の振返りや質的情報の把握、地域資源の分析の実施割合が高くなっていた。

●  4つの観点による自己評価は、多くの事業において、支援を活用した保険者は支援を活用し
ていない保険者に比べ、より高い割合で実施していた。

調査結果からは、支援・評価委員会による支援の成果とあわせて第 2期データヘルス計画の策

定に向けた課題も明らかになった。市町村国保のうちの小規模保険者や国保組合では、支援・評

価委員会による支援が十分活用されていなかった。小規模な市町村国保では衛生部門が計画を策
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定しているところも多く、ヘルスサポート事業についての情報が十分に届いていない可能性があ

り、周知に工夫が必要であることが明らかになった。国保組合についても、専門職の配置がない

ところもあり、ノウハウの蓄積が少ないため、支援の充実を図る必要があることが明らかになった。

また、全体として既存事業の振返りや質的情報の把握、地域資源の分析の実施割合は低かった。

第 2期計画策定に向けた支援において、実施が進んでいない事項について保険者等に一層意識付

ける必要があることも示唆された。さらに、計画策定の各ステージの自己評価結果では、支援・

評価委員会からの支援を受けている保険者、受けていない保険者ともに「どちらともいえない」

という回答が多かった。その理由として調査時点は計画期間中であるために評価ができないこと

を挙げる保険者もいたが、今後は「良かった」との自己評価につなげる支援が求められる。

実態調査の結果は、報告書として取りまとめ、国保中央会のホームページに掲載したほか、冊

子にして全国の国保連合会並びに各保険者等にも配付した【運営委員会・国保中央会による

Check：☞具体的には第 2編 73頁参照】。

◆  支援・評価委員会委員を対象とした報告会の開催（平成28年10月）
　～より多くの事例を紹介～

前年度の報告会参加者のアンケート結果では、より多くの事例情報の提供に関する要望が多かった。

これを踏まえ、運営委員会並びに国保中央会は、ヘルスサポート事業の 3年目にも支援・評価委員会

の委員、事務局を対象にリレートークとグループディスカッションを中心とした報告会を開催した。

リレートークでは支援・評価委員会が求める事項について情報提供することに力点を置き、支援

する側である支援・評価委員会の委員 4名、支援される側である保険者 2名、それらを支える事務

局の代表者 2名による事例発表を行った。

また、運営委員会委員が前年度同様ファシリテーターを務め、支援を希望する保険者等が増えた

際の対応を含めた今後の保険者支援のあり方について、支援・評価委員会委員と国保連合会事務局

担当者が議論を行った。参加した委員誰もが保険者支援に前向きであり、積極的な保険者支援活動

の継続の必要性が議論された【運営委員会・国保中央会によるDo：☞具体的には第 2編 70頁参照】。

◆  事業評価を中心にした保険者支援

1、2年目の活動の成果を踏まえ、各都道府県の支援・評価委員会では、より発展した保険者支援

の活動が展開された。特に 3年目はデータヘルス計画の策定支援だけでなく、具体的な個別保健事

業の計画策定支援や事業評価も多く取り組まれた。

支援・評価委員会は、ガイドラインの様式やそれを改変した様式を用いて保険者等に事業実施前の

評価計画の立案や事業実施後の自己評価を求め、その内容を確認する作業を行った。様式を用いて個

別保健事業を評価することにより、保険者等は事業の開始時からストラクチャー、プロセス、アウトプッ

ト、アウトカムの４つの観点を意識し、逐次事業を振り返るようになった。また、事業開始時に評価
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計画を立案することの必要性が強く意識付けられ、評価しやすい目標値が設定できるようになった。

平成 28年度には、国保組合のデータヘルス計画策定を支援する支援・評価委員会も増えた。支援

を実施した支援・評価委員会では市町村国保と被保険者の概況等が異なることを踏まえた計画策定

についての助言がされていた【支援・評価委員会 /国保連合会による Do：☞具体的には第 2編 95

頁参照】。
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保健事業はなぜ評価するのだろうか？
〉〉〉　運営委員会　杉田 由加里 委員

保健事業の PDCAサイクルを回すには評価をすることは必須であるが、評

価した結果を活かす、つまり改善点を見出すには、評価した結果をどのよう

に活かすかといった目的を明確にしておくことが必要である。評価をするこ

とが目的化してはいけない。

その保健事業を実施したことで、対象者にどのような成果が現れているか

といったアウトカム評価の視点がまず重要である。そして、ただアウトカム

が出たから良しではなく、保健事業内容の改善・質向上にはプロセス評価が

必要である。対象者を明確にしているか、対象者に行き届くような工夫がさ

れているか、対象者の期待や満足度にマッチしているか、意図しない状況へ

対応しているか等の視点を持つことが必要である。漫然と保健事業を実施し

ていては、プロセス評価の視点を持つことは難しい。

ストラクチャー、プロセス、アウトプット、アウトカムの４つの観点は、

ストーリー性があり因果関係がある。評価可能な評価指標をいつ、誰が、ど

のような方法で入手するのか明確にし、関わる関係者で評価方法と評価した

結果を共有することで、次年度の方向性を捉え、計画に活かすことができる

のである。

コ ラ ムコ ラ ム
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3年間の国保・後期高齢者ヘルスサポート 
事業の成果
ヘルスサポート事業における保険者支援の活動は、保健事業に関する計画への第三者による助
言、実施した保健事業の評価の機会を保険者等に与え、効果的・効率的な保健事業の推進に寄与
することができた。
ヘルスサポート事業のこれまでの活動を総括すると、以下の 10点を成果として挙げることができる。

◆  全国47都道府県での支援・評価委員会の設置

市町村国保では、モデル事業等も含め様々な先駆的な保健事業の取組みを実施してきた。国保
中央会はこれらの取組みの評価を通じて、保健事業を PDCAサイクルに沿って効果的・効率的に
進める一つの方策として保険者等が事業の早期から外部の有識者等に相談できる仕組みを構築す
ることの必要性を提言した。
ヘルスサポート事業はその提言を具現化したものであり、各都道府県では支援・評価委員会が
設置され、保険者等が実施する保健事業を第三者の客観的な視点で支援する体制が構築された。
支援・評価委員会は、ヘルスサポート事業の初年度である平成 26年度に、47都道府県全てに設
置された。これにより、モデル事業等を実施する一部の保険者等に限らず、支援を希望する保険
者等が国保連合会に申請することにより支援を受けることが可能となった。
以下は、ヘルスサポート事業において画期的な事項である。
■ 保険者等が保健事業について相談できる相手ができたこと
■ 保険者等が第三者から保健事業の実践を幅広く助言・指導を受ける仕組みができたこと
■ 全国規模で実施したこと
■ 幅広い有識者の参加が得られたこと
■ 市町村国保だけでなく、国保組合・広域連合も支援を受けることが可能になったこと
■ 希望する全ての保険者等が支援を受けることが可能になったこと
また、47都道府県それぞれの支援・評価委員会に地元の当該分野の有識者の参加が得られたこ

とは大変意義深いことであった。支援・評価委員会の委員は地域の状況も勘案した上で助言して
いた。そのため、保健事業の実施にあたり関係各所との調整等も含めて大変有益であったと保険
者等からの報告もあり、地域の実情に応じた支援が実践された。
ヘルスサポート事業では、国保中央会と国保連合会が一体となった事業が展開された。本事業に見ら
れる重層的な関わりにより、全都道府県に保険者支援の体制が構築されたことは画期的なことであった。

◆  国保連合会の保険者支援活動の進化

従来データ提供や研修会の開催が中心であった国保連合会の保健事業に関する保険者支援は、
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支援・評価委員会事務局としての活動を通じて大きく変化した。国保連合会職員自らが保険者等

に直接出向き、課題や支援を求めている事項を明確にするフットワークの良い活動を行った。加

えて、支援・評価委員会での議論結果を取りまとめ、保険者等に提供する積極的な関わりも増えた。

平成 26、27、28年度と支援を希望する保険者等が増加しているのは、国保連合会による保険者

支援活動が進化しているためと考えられる。

保険者等への事前ヒアリングや委員会での助言内容の取りまとめは保険者支援の一環であったが、こ

れらの活動を通じ、国保連合会職員も保険者保健事業に関して多くのことを学んだ。初年度は試行錯誤

で迷いも多かった国保連合会も、3年間の活動を通じて自信をもって保険者支援に携わるようになった。

今後の国保連合会による保険者支援のあり方についても、自ら積極的に考えるようになってきている。

◆ 保険者支援の基本的な考え方を示したガイドラインの策定

運営委員会は、各保険者等での保健事業の実施状況を把握するとともに、国保連合会の支援の

状況や要望等についても情報収集した上でガイドラインを策定した。ガイドラインは保険者等や

国保連合会の現状を踏まえ、保険者支援の方向性を明確にし、支援・評価委員会や国保連合会の

関わり方を提示した。

ガイドラインは、支援・評価委員会が保険者等への支援を実施するにあたり、事前に収集が必

要な情報や課題の整理の方法を示し、事業評価に活用できる様式を掲載した。各国保連合会から

の報告によると、支援・評価委員会は、ガイドラインに掲載された様式やそれを基に作成した様

式を用いて支援を実施していた。ガイドラインに基づいた支援により、保険者等には PDCAサイ

クルによる事業展開の必要性をはじめとした保健事業に取り組む際の基本的な考え方が浸透した。

◆  保険者支援による保健事業の実態や課題の把握と共有

国保連合会にとって外部有識者が参加した委員会形式での保険者支援は初めての試みであった。

独自に外部有識者の助言を受ける保険者等もあったが、国のモデル事業を実施した保険者等一部

に限られていた。そのため、支援・評価委員会に参加した委員の中には、ヘルスサポート事業を

通じて保険者等の保健事業の実態を初めて認識した委員もいた。委員会の場や保険者等を訪問し

ての意見交換を通じてより多くの有識者が保険者等における保健事業の実施体制や実施内容等の

実態を理解し、課題が共有化された。

◆  報告会等を通じて深まった保険者支援の考え方

ヘルスサポート事業では、運営委員会の企画により、各都道府県の支援・評価委員会の委員や

国保連合会の事務局担当者の代表者が参加する報告会を毎年開催した。報告会では、保険者支援

のあり方についての講演や支援・評価委員会委員、国保連合会事務局担当者が取組みの成果や課
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題について意見交換するグループディスカッションが行われた。2年目・3年目の報告会では、具

体的な保険者支援の事例がパネルディスカッションやリレートークで提供された。

報告会実施後、支援・評価委員会委員からは、他県の委員との情報交換によって自らの地域で

の活動のあり方を見直すことができ、保険者等への関わり方に確信が持てたとの意見があった。

運営委員会委員がファシリテーターを務めたグループディスカッションでは、保険者支援の方向

性が明確になり、支援・評価委員会の委員が保険者支援に前向きになる等意識の変化がみられた。

また、事務局を担う国保連合会も自らの支援方法を振り返ることができた。報告会は保険者支援

の充実に向けて非常に効果的な機会となった。

この他、運営委員会並びに国保中央会は国保連合会職員向けの研修会を開催し、ガイドラインにつ

いての考え方を普及させた。また、ガイドラインで示した保険者支援の考え方に基づく支援・評価委

員会による支援事例やデータヘルス計画等に関する事例の取りまとめを行い、情報提供を行った。

◆  支援を通じてのPDCAサイクルの浸透

報告会における保険者からの事例報告では「これまで実施してきた保健事業を分析・評価し、基礎デー

タや（委員会での指摘により）医療・健診・介護等のデータ分析を加えることにより、データに裏付けら

れた保健事業を組み立てられることができた。事業の目的・目標を達成するための評価指標も明確にし

ながら、自信をもって事業に取り組めるようになった」との発表があった。また、「データ分析が分析だ

けで終わるのではなく、何に優先的に取り組むべきかが明確になり、これまで国保部門単独で取り組んで

きた事業を衛生部門や介護部門とも連携し、市町村全体の中で保健事業をどう位置付けるかについて庁

内で横断的に検討できるようになった」との意見も出ていた。PDCAサイクルに基づき保健事業を実施す

るイメージが掴めたとの声もあり、多くの保険者等が支援を受けることにより新たな気付きを得ていた。

毎年国保連合会から提出される事業報告書においても、質的情報を基にした現状分析が重要で

あること、被保険者目線での計画策定が必要であること、事業の目標・目的についてデータを根

拠に説明する必要があること、アウトプットだけではなく、ストラクチャー、プロセス、アウト

カムも含めた 4つの観点による評価が必要であること、国保部門と衛生部門の協力が必要である

こと等が保険者等からの気付きとして挙げられていた。

支援・評価委員会という第三者の意見や他保険者の取組みを参考に、多くの保険者等が従来内

部で完結していた保健事業に新たな視点をもって向き合い、改善に結びつけることができた。

◆  事業評価の重要性についての意識付け

平成 28年度に実施したデータヘルス計画・保健事業等に関する実態調査の結果では、支援・評

価委員会の支援を活用した保険者においてデータヘルス計画を策定したことによる保健事業の実

施・体制にみられた変化として、「データに基づいて事業対象者を設定すること」、「データに基づ

いて事業内容を設定すること」、「事業の進捗管理が明確化したこと」、「PDCAサイクルを意識し
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た事業の取組が実施されたこと」が支援を活用していない保険者に比べ、高く挙げられていた。

このことから支援・評価委員会の支援により、事業評価を含めた PDCAサイクルが保険者等の間

でより強く意識されるようになったことが明らかとなった。また同調査では、支援を活用してい

ない保険者に比べ活用している保険者において、多くの事業において、ストラクチャー、プロセス、

アウトプット、アウトカムの 4つの観点での自己評価が多く取り組まれたとの結果も得られた。

改訂されたガイドラインでは、個別保健事業の計画策定時には評価指標や評価体制、時期も盛り

込んだ評価計画を作成すること、4つの観点による事業評価を行うことの必要性が強調され、この

考え方に基づき各都道府県の支援・評価委員会で支援活動が行われた。その結果保険者等からは、「客

観的な評価を行うための評価指標を見直すことができた」、「評価計画を立てることにより常に目標

達成を意識しながら事業を進めることができた」との声が聞かれた。支援・評価委員会の活動により、

事業評価を含めた PDCAサイクルを意識した事業展開が保険者等の間で着実に浸透しつつある。

◆  支援申請をしていない保険者等への活動の広がり

各国保連合会は、支援・評価委員会による保険者支援に先立ち、保険者等に対して説明会や研修

会を開催し、ガイドラインが示したデータヘルス計画の策定や保健事業の考え方、また KDBシステ

ムで提供されるデータの活用の仕方等について情報提供を行ってきた。これらの取組みは、支援・

評価委員会に対して直接支援を申請していない保険者等にも幅広く実施されており、保険者支援で

の助言内容等は支援を申請した保険者等にとどまらず、多くの保険者等の間にも広がった。

◆  KDBシステムの保険者等への浸透

保険者等が行う保健事業の現状分析・評価等を支援するため、国保中央会は KDBシステムを開

発し、全国各地の研修会等において KDBシステムの活用推進に向けた説明を行い普及に努めてき

た。ヘルスサポート事業では、各支援・評価委員会が KDBシステムを活用した現状分析に関する

アドバイスを実施し、事務局である国保連合会が、KDBシステム活用によるデータヘルス計画策

定のための研修会も開催した。

データヘルス計画・保健事業等に関する実態調査によれば、データヘルス計画の策定にあたり、

大半の保険者等が KDBシステムを活用したことが明らかとなっており、ヘルスサポート事業は

KDBシステムの浸透にも貢献した。

国が作成したデータヘルス計画策定の手引きでも KDBシステムの帳票の活用等が示された。ま

た、後期高齢者の保健事業においても KDBシステムを活用した積極的な事業展開が期待されてい

る。既に保険者等の現場において活用が進んでいる KDBシステムではあるが、改良を加えること

により保健事業の推進にさらに貢献するシステムへと成長することが求められている。
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◆  実態調査によるヘルスサポート事業の成果と課題の明確化

運営委員会及び国保中央会は、ヘルスサポート事業での支援・評価委員会の活動を評価するた

めにデータヘルス計画・保健事業等に関する実態調査を実施した。その結果、ヘルスサポート事

業での支援により、データに基づいた事業対象者の設定、事業に関する進捗管理の明確化、PDCA

サイクルを意識した事業の取組みが実施されるようになった等の成果が明らかになった。同時に、

小規模保険者で支援が十分には活用されていないこと、既存事業の目標の達成要因や未達の理由

が十分には分析されていないこと、計画策定の各ステージの自己評価結果で「どちらともいえない」

という回答が多いこと等、第 2期データヘルス計画の策定を見据えた保険者等への支援にあたっ

ての課題も明らかになった。平成 30年度に向けて各支援・評価委員会は第 2期データヘルス計画

の策定支援に取り組むこととなる。実態調査で第 1期データヘルス計画での課題を明確にしたこ

とにより、各支援・評価委員会は第 2期計画策定に向けてより効果的な保険者支援に取り組むこ

とが可能となった。
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3年間の国保・後期高齢者ヘルスサポート 
事業の評価
運営委員会並びに国保中央会は、ヘルスサポート事業の 3年間の活動について、ストラクチャー、

プロセス、アウトプット、アウトカムの 4つの観点で評価を行った。

評価項目

評価の観点

評価方法

ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー

プ
ロ
セ
ス

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

ア
ウ
ト
カ
ム

① 支援・評価委員会の設置状況、支援対象保険者等数 ○ ○ ○ 国保連合会からの事業報告書

②運営委員会による国保連合会への支援
　（研修会・報告会・事例集の作成等） ○ ○ ○ 国保連合会からの事業報告書・報

告会等での参加者アンケート結果

③支援・評価委員会が適切に機能しているか
・  保険者が PDCAサイクルに沿った保健事業を展開で
きるようになったか
・  支援を受けた保険者以外への波及効果があったか

○ ○ ○

・  支援を受けた保険者に対するア
ンケート調査
・  支援を実施した国保連合会に対
するアンケート調査

ストラクチャー評価としては、国保連合会より提出された事業報告書からの情報を中心に、47

都道府県国保連合会全てで構築された外部有識者からなる支援・評価委員会により個別保険者へ

の保健事業の計画策定支援・評価を行う仕組みについて評価を行った。

プロセス評価は、国保連合会による事業報告書の情報、報告会等での参加者アンケート結果から、

3年間の取組みとして国保中央会における国保連合会への支援状況並びに国保連合会における活動

を振り返ることにより実施した。

アウトプット評価としては、国保連合会からの事業報告書より、支援対象となった保険者等の

数について確認を行うことにより実施した。

ヘルスサポート事業での求められるアウトカムは、支援により保険者等の意識が変わり、デー

タヘルス計画等保健事業に関する計画の質が向上することである。アウトカム評価は、実態調査

等を通じて支援・評価委員会についての保険者側からの評価を把握することに努めた。

具体的な評価結果は次のとおりである。
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◆  支援・評価委員会の設置状況・支援対象保険者等数

ヘルスサポート事業の初年度である平成 26年度に、47全ての都道府県国保連合会に支援・評

価委員会が設置された（詳細は「第 2編第 2章　支援・評価委員会を中心とした保険者支援活動」

（95頁以降）参照）。支援対象保険者数は平成 26年度：580、平成 27年度：829、平成 28年度：

946と増加し、全国の約半数の保険者等に対して支援が実施された。

支援を行う保険者等数についての目標値は定めていなかったが、委員会の設置が全国保連合会

で行われ、全国の半数近い保険者等を対象に支援が実施されたことは評価できると考える。

一方、支援対象保険者等数が増えた場合、支援・評価委員会や国保連合会の事務局からは、体

制が整わないことを懸念する声も聞かれた。データヘルス計画・保健事業等に関する実態調査では、

小規模の市町村国保や国保組合では支援・評価委員会の活用が進んでいない実態も明らかになっ

た。各都道府県に 1つしかない広域連合についても、都道府県単位の支援・評価委員会では支援

のノウハウが十分に蓄積されないことも課題として挙げられる。

◆  運営委員会による国保連合会への支援（研修会・報告会・事例集の作成等）

運営委員会並びに国保中央会は、国保連合会における保険者支援活動が円滑に進むために、研

修会、報告会を開催し、事業報告書の内容をもとに事例を取りまとめた（運営委員会並びに国保

中央会による研修会、報告会、事例の取りまとめについては、63頁以降参照）。

研修会は、ヘルスサポート事業の考え方や支援方法等について、47都道府県で支援を可能とす

るために国保連合会職員を対象に開催された。参加者からは、「保険者がデータヘルス計画に基づ

き PDCAサイクルで事業を実施するには、データの使い方、読み取り方から施策化、評価までを、

グループワークによる演習等を積み重ねる必要があると感じた」などの声もあり、保険者支援の

具体的な方法を含め、データヘルスを推進するにあたってのデータ活用の重要性が理解された。

報告会は、全国の支援・評価委員会の活動の共通課題を考え、事例を踏まえながら具体的な支

援のあり方等について検討する場として開催された。毎年の参加者のアンケートでは、「保険者、

支援・評価委員会委員、国保連合会事務局と三者の立場での発表であったので、それぞれの視点

からの意見が聞けて参考になった」、「支援を受ける保険者からの発表内容が参考になった」、「保

険者と委員をつなぐ事務局として、支援される側の視点を委員に伝える運営の参考となった」と

の意見があり、報告会の開催は高く評価された。

事例（支援・評価委員会の支援により気付きがあり、効果的な変化が見られた保険者等の事例　

平成 26年度：10事例、平成 27年度 18事例）、 PDCAサイクルに沿ったデータヘルス計画を策定

している保険者等の事例　28事例）は、目標設定のあり方や対象者の絞り込みの方法、関係者間

での連携の必要性等、保険者等が得た新たな気付きを明らかにした内容となった。

なお、国保中央会による研修会の中では、KDBシステムの活用方法等についての演習等も行わ

れた。データヘルス計画・保健事業等に関する実態調査では、現状分析において KDBシステムの
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帳票が幅広く活用されたことも明らかとなった。その一方で、各国保連合会からの事業報告書では、

保険者等における環境によっては KDBシステムが十分に活用できないとの報告もあった。

◆  支援・評価委員会による支援内容・支援結果

データヘルス計画・保健事業等に関する実態調査では、支援・評価委員会が適切に機能してい

るかについて把握した。同調査では、支援・評価委員会による支援を活用していない保険者に比

べ、支援を活用した保険者においてデータヘルス計画を策定したことによる保健事業の実施・体制

にみられた変化として、「データに基づいて事業対象者を設定すること」（支援を活用した保険者：

48.5%、支援を活用していない保険者：36.2%）、「データに基づいて事業内容を設定すること」（支

援を活用した保険者：53.0%、支援を活用していない保険者：44.2%）、「事業の進捗管理が明確化

したこと」（支援を活用した保険者：29.2%、支援を活用していない保険者：17.0%）、「PDCAサ

イクルを意識した事業の取組が実施されたこと」（支援を活用した保険者：56.1%、支援を活用し

ていない保険者：39.3%）が、高く挙げられていた。支援・評価委員会の支援により、事業評価を

含めた PDCAサイクルが保険者等の間でより強く意識されるようになったことが明らかになった。

一方実態調査結果では、第 1期データヘルス計画の策定に際して、保険者等による質的情報の

分析や地域資源の把握が必ずしも十分ではないこと等が課題として挙げられた。また、計画に記

載された保健事業は、生活習慣病対策が中心であることも明らかになった。

支援・評価委員会による支援の内容・結果は、国保連合会からの事業報告書でも明らかになっ

た。保険者等からは支援・評価委員会の支援により「保険者等の悩みや課題が解決された」、「目的・

目標が明確になった計画を策定することができた」、「対象者の絞り込まれた効果的な事業展開に

つながった」等の報告があった。各都道府県国保連合会は、支援申請をしていない保険者も含め

て多数の研修を開催しており、それらの機会を通じて支援を受けていない保険者にも、支援・評

価委員会での助言内容や考え方が伝えられる波及効果があった（国保連合会による研修会は 381

頁以降参照）。保険者支援を通じて明らかとなった保険者等の共通の課題に対して都道府県等に働

きかけるという広がりのある活動につながったとの報告もあった。

その一方で、外部委託業者が関与した保険者についての支援・評価委員会の関わり方に課題が

あること、保険者が求める支援内容が保健事業の現状分析や課題抽出の方法から個別保健事業の

対象者の抽出基準等、疾病に関する専門知識が必要とされるより実践的なものへと変化してきた

ことが明らかになった。
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今後のヘルスサポート事業の方向性
３年間のヘルスサポート事業に関する評価結果を踏まえ、平成 30年度からの国の制度改革の流

れに沿う形でより効果的な保険者支援活動としてヘルスサポート事業を継続させるためには、以

下の 8点の事項が関係者に求められる。

◆  ヘルスサポート事業活用への積極的な働きかけ

支援・評価委員会や国保連合会事務局の積極的な活動により、保健事業展開に必要となる基本

的な考え方は支援を希望しない保険者等にも広がりつつあるが、具体的な外部有識者の助言・指

導等は十分には届かない。データヘルス計画・保健事業等に関する実態調査では、小規模の市町

村国保や国保組合では支援・評価委員会の活用が進んでいない実態も明らかになった。支援・評

価委員会を活用していない保険者等には、ヘルスサポート事業の情報が十分に伝わっていない可

能性もあることから、保険者による保健事業の一層の推進のためには、支援の有用性について周

知し、活用に向けた積極的な働きかけを行う必要がある。

また、データヘルス計画の策定について支援を受けた保険者等の中には、データヘルス計画の完成

で支援を終了とし、個別保健事業の計画策定支援や評価に結びつかない保険者等もいた。保健事業の

実施や評価にあたり第三者の支援を受けることは、保険者等にとって自らの事業を振り返る貴重な機

会となるため、国保連合会は継続的な支援の活用についても積極的に働きかけることが必要である。

◆  第1期データヘルス計画の評価を踏まえた保険者支援

平成 29年度は各保険者等が第 2期データヘルス計画を策定する時期にあたる。第 2期計画の策

定や個別保健事業の支援にあたり、支援・評価委員会は、支援した保険者等が第 1期データヘルス

計画の目標を達成できたかを検証する必要がある。同時に、支援・評価委員会は保険者等に対し第

1期計画や実施した保健事業の内容を自ら評価し、計画内容や事業の目標達成の要因や未達成の理

由を分析することを促す必要がある。既存事業の振返りは、データヘルス計画・保健事業等に関す

る実態調査においても、第 1期計画策定時に取組みが進んでいないことが明らかになった。また、

第 1期計画では日ごろの保健活動の中で把握した住民の声や行動特性、保健推進員などの関係者の

意見など質的情報の分析や地域資源の把握が必ずしも十分でなかった。支援・評価委員会は、これ

らの点について第 2期計画策定時に保険者等が意識するよう重点的に働きかる必要がある。

第 1期計画策定支援において大きな課題として挙げられていたのは、外部委託をして計画策定を

する保険者等への支援・評価委員会の関わり方であった。外部委託している保険者等の中には、主

体的な計画策定や事業実施ができていないところもあった。また計画内容に対する支援・評価委

員からの助言が受け入れられないケースもあった。そうした事態に陥らないために、支援・評価委

員会は委託元である保険者としての心構えや委託内容（仕様）に関して事前に助言する等の対応
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が必要である。必要に応じて委託を受けている事業者に対しても直接助言することも求められる。

第 1期計画の内容は特定健診・保健指導、生活習慣病対策が中心であった。第 2期計画の策定

支援においては、支援・評価委員会は保険者等が抱えるがんや精神、筋骨格系等に関する他の健

康課題への対応や重症化予防の取組みに対応する必要がある。また、保険者としての地域包括ケ

アの推進、被用者保険や市町村国保の被保険者がいずれ移行する後期高齢者医療制度等、他の保

険者との連携等にも考慮する必要がある。さらにデータヘルス計画は被保険者を対象にした計画

であるため、被保険者とその他関係者への幅広い周知の必要性についても支援・評価委員会から

保険者等に伝えることが求められる。

◆  求められる助言内容の変化や支援希望数等の増加への対応

ヘルスサポート事業の開始当初、保険者等からの支援の要望はデータヘルス計画策定に向けた

データの見方等公衆衛生面での助言が中心であった。事業が 3年経過する中で、求められる助言

内容は、個別保健事業の実施に向けた具体的な対象者抽出基準（例えば疾病に関する専門知識）等、

より実践的なものになってきた。保険者等からの変化する要望に応えるためには、既存の委員だ

けではなく、専門医等から適宜助言を行うことが可能な体制の整備も検討が必要である。

また、支援活動の年数を重ねる中、支援を希望する保険者等が増え、支援を行う委員や事務局

の体制が整わないことが課題となってきた。個別保険者ごとに支援を行う形態では保険者等の数

が多い都道府県では数の増加への対応が難しい。保険者等をグループ化した支援等工夫をしてい

る支援・評価委員会の事例を参考にし、支援を希望する保険者の要望に応えていく必要がある。

◆  国保組合への積極的な支援

これまでのヘルスサポート事業による保険者支援は、市町村国保を中心に行われてきた。データヘ

ルス計画・保健事業等に関する実態調査によると、ヘルスサポート事業が同じく支援対象とする国保

組合は、市町村国保や広域連合に比べ、支援・評価委員会を活用している割合が若干低く、第 1期デー

タヘルス計画の策定率も低いことが明らかになった。また、策定された計画の内容についても学術情

報・専門家の助言を得る機会が少ないため、現状分析の実施項目数が他の保険者種別と比べて少なかっ

た。そうした状況に対応するため一部の国保連合会は、国保組合に対してデータヘルス計画の現状分

析から課題抽出、目標設定に至るまで、事務局がきめ細かく支援したことも報告された。

国保組合は医療系や建設系、その他数多くの職種の組合員により組織されており、業態別に被

保険者特性が大きく異なるが、被保険者の全体像や保健事業の実態等については明らかとなって

いないことも多い。支援・評価委員会による支援を受ける国保組合は年々増え、平成 28年度には

全国で 48国保組合に対して支援が実施された。しかし、各都道府県に存在する国保組合は少数で

あるため、抱えている課題、支援にあたり必要とされるノウハウの蓄積が難しいのも事実である。

国保組合については各都道府県支援・評価委員会による積極的な働きかけにより、その特性の
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把握や支援実績の積み重ねが求められる。また、運営委員会は、各国保連合会が取りまとめた情

報を知見として集約し、全国に発信することが必要となる。

◆  市町村との連携も視野に入れた広域連合への支援

広域連合では、平成 27年度までに全都道府県において第 1期データヘルス計画が策定されたが、

医療費データの分析が中心で、健診や問診の結果を踏まえた分析が十分には行われていなかった。

高齢者に対する保健事業は、前期高齢者からの一貫した予防的な関わりが重要であり、市町村国

保との連携が求められる。また、実際の保健事業は構成市町村に委託されることも多く、広域連合

と構成市町村の間での連携も重要となる。特に後期高齢者医療制度の被保険者の大半は市町村国保

から移行するため、市町村国保・広域連合双方に被保険者の連続性を意識した連携が求められる。

広域連合と市町村との間での連携のあり方も含め、現在国が設置した「高齢者の保健事業のあ

り方検討ワーキンググループ」で検討が進められている。支援・評価委員会は、この検討状況を

踏まえ支援を進める必要がある。

◆  都道府県・保健所の積極的な関わりへの期待

ヘルスサポート事業のガイドラインでは、当初より支援・評価委員会に都道府県が関わること

を求めていた。実際に平成 27年度時点でほぼ全ての都道府県において、都道府県もしくは保健所

職員が支援・評価委員会の委員として参加した。

都道府県・保健所は地域保健法に規定されるとおり、保健事業の分野において市町村に対して

助言・指導する立場にある。都道府県は医療計画、医療費適正化計画、介護保険事業支援計画等、

関連する計画を策定している。平成 30年度から都道府県は、国保の保険者として市町村とともに

国保運営を行うことになる。平成 28年度から前倒し実施されている国保の保険者努力支援制度で

は市町村による保健事業の実績やその結果が都道府県単位で評価される。データヘルス計画・保

健事業等に関する実態調査からも、保健事業実施の指針等の提供や分析、課題抽出のノウハウ提

供を中心に保険者等が都道府県からの支援を期待している声が多いとの結果が得られている。

これらの状況を踏まえると、都道府県には国保連合会と連携の上、各地域で実施されている保

健事業について深く理解し、医療費適正化の視点も持ちながら、保険者における保健事業を積極

的に支援することが期待される。また、保健所にも地区分析や保健事業のノウハウ提供、地域連

携等で積極的な支援を行うことが求められる。既に一部の都道府県では、保健所が中心となり管

内市町村に向けた研修等を行っている。より多くの保健所職員が支援・評価委員会の委員となり、

身近な地域の事情を踏まえた助言を行うことが求められる。
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都道府県・保健所の役割や今後、期待すること
〉〉〉　運営委員会　掛川 秋美 委員

保健事業支援・評価委員会は 3年を経過し、市町村（国保）からは、デー

タ分析による健康課題に加え、効果的・効率的な保健事業の実施方法、保健

事業を進める際の被用者保険、産業保健、医療機関との連携のあり方などの

課題が出されています。

都道府県・保健所は、地域保健を推進する立場から、医療連携の仕組みづ

くりや、地域職域連携会議による地域と職域の保健事業の共有化や共同事業

の取組みを推進しやすい機能を持っており、市町村は、都道府県に、課題解

決のための取組みや施策化を期待しています。

特に保健所には、地域保健を推進する立場から、これまでの活動のノウハ

ウを活かして、保険者の保健事業の推進に積極的に関わっていただきたいと

考えています。

コ ラ ムコ ラ ム
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◆  KDBシステムの活用による保健事業実施や事業評価を簡便に行う環境整備

近年 KDBシステム等の分析ツールの環境整備により、現状分析や特定健診・保健指導について

の事業評価（アウトカム評価）は以前と比べて容易になった。KDBシステムには 74の帳票があり、

保険者等が自らの現状を他の保険者等や全国と比較することが可能である。第 1期データヘルス計

画の策定においては多くの保険者等が KDBシステムを活用し、現状分析を行っていたが、一部保

険者等は健診・医療・介護のデータがそれぞれの担当部署のみで閲覧可能なために KDBシステム

を十分に活用できていないこともあった。

また、重症化予防等の保健事業を行う際の対象者抽出や事業評価については、定型の帳票だけ

でなく、データを自ら加工しなければならない場合もあり、その技術が必要となる。

保健事業を推進し、事業評価を普及させるには、保険者等が自らの手で簡便に対象者抽出や事

業評価できる仕組みの整備が必要となってくる。

◆  国保連合会の機能強化

ヘルスサポート事業で多く取り組まれたデータヘルス計画の策定支援は、国保連合会事務局が従

来実施してきたデータ分析等の支援の延長上にある支援であった。ヘルスサポート事業では事務局

自らも保険者等へのヒアリング等を通じて支援を実施し、データ分析や委員からの助言の伝達だけ

でない支援を実施してきた。

今後、支援・評価委員会や国保連合会に求められるのは、個別保険者の計画策定支援だけでなく、

事業を効果的・効率的に実施するための助言と事業評価である。特に、小規模市町村国保や国保組合・

広域連合等、保健事業に携わる人員が少ない保険者等に対しての支援を強化することが求められて

いる。また、保険者支援の過程で明らかになった課題を踏まえ、都道府県に対し地域の保健事業を

円滑に進めるための提案を行うことも大切な役割になる。

国保連合会は従来レセプトの審査・支払を中心的な業務としてきたが、保健事業の推進による保

険者機能の発揮が期待される昨今、保険者等のデータヘルス推進を支援することも中核的な業務と

して育てていく必要がある。
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国保連合会の機能強化と課題
〉〉〉　運営委員会　岡山 明 副委員長

国保連合会は支援・評価委員会の事務局活動を通じて、医療保険者のデー

タヘルス計画策定やそれに用いる KDBシステムでの分析ノウハウを提供し

ています。また保健事業の企画や評価に関して様々な知見を集積してきまし

た。今後国民健康保険の都道府県単位化に伴って、市町村での保健事業の実

施方法が大きく変わる可能性があります。保健所などが中核となって市町村

の保健事業をまとめて実施管理を行うことも考えられます。その際、国保連

合会はどんな役割を果たすべきでしょうか。

最も重要なのは、支援・評価委員会の活動を通じて個別保健事業の具体的

な実施方法や評価に関するノウハウを国保連合会に蓄積することです。行政

は早ければ 2年程度で担当者が交代するため、持続的にノウハウを蓄積する

ことは困難であり、国保連合会が事業ノウハウを蓄積し、保険者を教育・支

援していくことが期待されます。国保連合会には、支援・評価委員会と連携

しながら、各都道府県における保健事業の企画・実施・評価に関わるシンク

タンク機能を担うことを期待します。

コ ラ ムコ ラ ム
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第 1章　 国保中央会による支援・評価委員会
の活動支援

1.1　運営委員会による検討

運営委員会は各都道府県の支援・評価委員会が円滑に保険者等への支援を実施できるよう以下
のような事業を行った。

■ ヘルスサポート事業ガイドラインの策定
支援・評価委員会による保険者支援の方向性について取りまとめ、支援に必要と考えられ
る様式例等を提示

■ 保険者等における保健事業実態調査の実施
ヘルスサポート事業に生かすため、保険者等が実施している保健事業、国保連合会による
保険者支援の状況を把握するアンケート調査を実施

■ 国保連合会職員向け研修の実施
ガイドラインの内容や保険者支援のあり方等に関する研修会等に講師として参画

■ 支援・評価委員会委員及び事務局担当者を対象にした報告会の開催
各都道府県での保険者支援の状況についての情報提供並びに各支援・評価委員会及び事務
局担当者の間の情報交換の実施

■ ヘルスサポート事業の分析・評価・調査・研究
報告会での報告内容や国保連合会からの事業報告書を受け、各都道府県における保険者支
援の実態について分析、評価等を実施

■ ヘルスサポート事業報告書作成・公表
ヘルスサポート事業の実施状況等について報告書の取りまとめ、公表

なお、運営委員会のもとには、ガイドラインの詳細内容の検討、保健事業実態調査の分析、保
健事業の評価のあり方等、具体的な内容の検討を行うため、ワーキング・グループが設置された。

1.1.1　平成26年度の活動内容

平成 26年度は、運営委員会を 2回、ワーキング・グループを 4回開催した。

（1）ガイドラインの策定
外部有識者が委員を務める支援・評価委員会による保険者支援は、各国保連合会とも初めての
取組みであった。支援・評価委員会の立上げ、具体的な保険者支援のあり方を示すために、運営
委員会並びにワーキング・グループは議論を重ね、具体的な支援の手順や支援に必要となる様式
例等をヘルスサポート事業ガイドラインとして取りまとめた。
（ガイドラインは平成 27年度に改訂され、国保中央会ホームページに掲載

https://www.kokuho.or.jp/hoken/public/hokenannouncement.html）
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（2）保健事業実態調査の実施
保険者支援を行う上では、市町村国保、国保組合が実施している保健事業、市町村が実施して

いる後期高齢者を対象とした保健事業、広域連合が実施している保健事業、国保連合会が実施し

ている保険者支援の実態を把握することが重要であった。そのため、運営委員会、ワーキング・

グループは、保健事業実態調査を実施し、各保険者等における保健事業の実態や、PDCAサイク

ルに対する意識、保健事業を実施する上での他部門との連携実態について分析を行った。

（保健事業実態調査結果は、国保中央会ホームページに掲載

https://www.kokuho.or.jp/hoken/public/hokenannouncement.html）

（3）国保連合会向け研修会の開催
国保中央会は、各都道府県において支援・評価委員会による保険者支援体制を構築するために、

国保連合会職員向けの研修会を開催し、ヘルスサポート事業の概要を説明し、ガイドラインの内

容の普及を目指した。運営委員会委員は、これらの研修会の講師として参加した。

（4）報告会の開催
支援・評価委員会での支援に先立ち、各国保連合会は、希望する支援内容等を記載した申請書

の提出を保険者等に依頼した。運営委員会は申請書の記載内容を踏まえ、支援・評価委員会委員

及び事務局担当者を対象とした報告会を企画した。報告会では、保険者支援等の現状について情

報提供を行うと同時に、参加者同士の情報交換のためのグループディスカッションを実施した。

1.1.2　平成27年度の活動内容

平成 27年度は、運営委員会を 4回、ワーキング・グループを 3回開催した。

（1）ヘルスサポート事業の方向性の検討
平成 27年度に入り、47都道府県の支援・評価委員会より平成 26年度の活動について事業報告

書が提出された。運営委員会は事業報告書の記載内容をもとに支援・評価委員会による保険者等

への支援形態、支援方法、国保連合会による事務局運営方法を取りまとめた。また、支援を受け

た保険者等、支援を実施した委員会の委員、事務局それぞれが挙げた支援の成果と課題について

議論した。さらに、支援・評価委員会の支援により気付きがあり、効果的な変化が見られた保険

者等の事例を選定し、取りまとめた。

（2）報告会の開催
運営委員会は、支援・評価委員会委員及び事務局担当者に対し、事業報告書より収集・分析し
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た情報の提供並びに関係者間の意見交換のための報告会を開催し、講演の講師やグループワーク

のファシリテーターを務めた。

（3）国保連合会向け研修会の開催
国保中央会は運営委員会事務局として、平成 27年度の国保連合会の職員向け研修について保険

者支援活動に資する内容の研修会を開催した。

（4）ガイドラインの改訂
ヘルスサポート事業の 2年目になると、支援・評価委員会は個別保健事業の評価にも取り組む

ようになった。ただし、個別保健事業の評価については、明確ではない部分もあったため、運営

委員会並びにワーキング・グループは、評価に必要な情報収集の方法やそれに基づく評価のあり

方について議論し、ヘルスサポート事業ガイドラインを改訂した。

（5）中間報告書の作成
運営委員会は、平成 28年度以降の活動につなげるために、平成 26・27年度の活動を取りまとめ、

成果と課題を明らかにした中間報告書の作成を行った。

1.1.3　平成28年度の活動内容

平成 28年度は、運営委員会を 3回、ワーキング・グループを 3回開催した。

（1） 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業　データヘルス計画・保健事業等に関す
る実態調査の実施

運営委員会並びに国保中央会はヘルスサポート事業の評価を行うために、データヘルス計画・

保健事業等に関する実態調査を実施した。本調査は保険者等が支援・評価委員会の支援を受けた

ことによる成果を明らかにし、今後の保険者支援のあり方を検討するためのものであった。

（データヘルス計画・保健事業等に関する実態調査結果は、国保中央会ホームページに掲載

https://www.kokuho.or.jp/hoken/public/hokenannouncement.html）

（2）報告会の開催
運営委員会は個別保健事業の評価と今後の保険者支援のあり方についてを議論するために、支

援・評価委員会委員及び事務局担当者に対し、実態調査の結果や保険者支援事例をはじめとした

情報の提供並びに関係者間の意見交換を行う報告会を開催し、講演の講師やグループワークのファ

シリテーターを務めた。



42

第
2
編

事
業
実
績
編
　
国
保
・
後
期
高
齢
者
ヘ
ル
ス
サ
ポ
ー
ト
事
業
の
3
年
間
の
実
績
（
事
業
実
施
結
果
の
概
要
）

（3）  国保・後期高齢者ヘルスサポート事業報告書（保険者が実施する保健事業に関
する第三者による支援評価事業）平成 26~28年度総括報告書の作成
開始から 3年が経過したヘルスサポート事業について総括し、今後の保険者支援のあり方の方
向性を示すために運営委員会は本事業報告書を作成した。
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図表 2　平成 26、27、28年度の運営委員会、ワーキング・グループの主な議題
開催日 開催回 会議名 主な議題

平成26年5月27日 第1回 運営委員会
（1）委員会の進め方について
（2）保健事業実態調査について
（3）ガイドラインの策定について

平成26年6月26日 第1回 ワーキング・
グループ

（1）経緯について
（2）ガイドラインの策定について

平成26年7月24日 第2回 ワーキング・
グループ （1）ガイドラインの策定について

平成26年8月5日 第3回 ワーキング・
グループ

（1）ガイドラインの策定について
（2）保健事業実態調査について

平成26年8月12日 第2回 運営委員会
（1）国保データベース（KDB）システムの概要について
（2）ガイドラインの策定について
（3）保健事業実態調査の経過報告について

平成26年11月25日 第4回 ワーキング・
グループ

（1）保健事業実態調査の結果について
（2）国保・後期高齢者ヘルスサポート事業実施報告の様式について
（3） 国保連合会保健事業支援・評価委員会の設置状況等に関する調

査結果について
（4） 「国保連合会保健事業支援・評価委員会」委員による報告会の開

催について

平成27年4月24日 第3回 運営委員会

（1）平成 26年度保険者等からの申請状況について
（2） 「国保連合会保健事業支援・評価委員会」委員による報告会（平

成 27年 2月 5日）の報告について
（3）中間報告書構成案について
（4）平成 27年度のスケジュールについて

平成27年8月3日 第5回 ワーキング・
グループ

（1）保健事業支援・評価委員会の状況について
（2）事例の選定について
（3）市町村国保データヘルス計画について

平成27年8月24日 第6回 ワーキング・
グループ

（1）紹介事例の候補について
（2）保険者等の支援にあたり留意が必要なケース
（3） 保健事業支援・評価委員会における個別保健事業評価のあり方

について

平成27年9月30日 第4回 運営委員会

（1） 平成 26年度 国保連合会保健事業支援・評価委員会の事業報告
について

（2） 国保連合会保健事業支援・評価委員会における個別保健事業の
評価について

（3）「 国保連合会保健事業支援・評価委員会」委員による報告会の進
め方について

平成27年12月14日 第5回 運営委員会

（1） 平成 27年度 「国保連合会保健事業支援・評価委員会」委員によ
る報告会について（平成 27年 10月 26日実施報告）

（2） 国保連合会保健事業支援・評価委員会における個別保健事業の
評価について（国保・後期高齢者ヘルスサポート事業ガイドラ
イン（抜粋））

（3）「国保・後期高齢者ヘルスサポート事業」の評価方法について

平成28年3月2日 第7回 ワーキング・
グループ （1）中間報告書について

平成28年3月30日 第6回 運営委員会
（1）中間報告書について
（2）「国保・後期高齢者ヘルスサポート事業」の評価方法について
（3）平成 28年度のスケジュールについて
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開催日 開催回 会議名 主な議題

平成28年6月21日 第8回 ワーキング・
グループ

（1）平成 28年度スケジュールについて
（2） 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業実態調査票、事業報告書

について
（3）日本公衆衛生学会自由集会について

平成28年7月14日 第7回 運営委員会

（1）平成 28年度スケジュールについて
（2） 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業実態調査票、事業報告書

について
（3） 「国保連合会保健事業支援・評価委員会」委員による報告会 

（10月 4日開催）について
（4）日本公衆衛生学会自由集会について

平成28年9月13日 第8回 運営委員会

（1）国保・後期高齢者ヘルスサポート事業報告書の結果について
（2） 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業実態調査結果（速報）に

ついて
（3） 「国保連合会保健事業支援・評価委員会」委員による報告会 

（10月 4日開催）について

平成28年11月14日 第9回 ワーキング・
グループ

（1） 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業実態調査の取りまとめに
ついて

（2） PDCAサイクルに沿った計画を策定している保険者事例の取り
まとめ及び公表について

平成28年12月9日 第10回 ワーキング・
グループ

（1）国保・後期高齢者ヘルスサポート事業実態調査集計結果について
（2） 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業 報告書（平成 26~28年

度の総括）について

平成29年1月31日 第9回 運営委員会

（1） 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業 データヘルス計画・保健
事業等に関する実態調査集計結果について

（2） 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業 報告書（平成 26~28年
度の総括）（構成案）について
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1.2　 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業 
ガイドラインの作成

運営委員会は各都道府県の支援・評価委員会での円滑な保険者支援に向けてガイドラインを作
成し、平成 26年 8月に公表した。ヘルスサポート事業の 2年目となる平成 27年度には、個別保
健事業の評価のあり方をより具体的に提示するために、ガイドラインを改訂し、平成 28年 1月
に公表した。（国保・後期高齢者ヘルスサポート事業ガイドライン（平成 28年 1月改訂版）は、
国保中央会ホームページに掲載 https://www.kokuho.or.jp/hoken/public/hokenannouncement.

html）
運営委員会並びにワーキング・グループは、データヘルス計画策定にあたっての目的・目標の
立て方、個別保健事業の評価方法等について議論を重ね、ガイドラインに支援・評価委員会が保
険者支援を行う際の手順、具体的な情報収集を行うための様式、また、ワーキング・グループ委
員による支援にあたっての留意点の解説を盛り込んだ。

1.2.1　ガイドラインに盛り込んだ具体的な内容

ガイドラインの全体像は、本事業報告書の 13頁に示すとおりである。
ガイドラインの「第１章　国保・後期高齢者ヘルスサポート事業実施までの背景」では、国によ
るデータヘルスの推進、後期高齢者医療制度の動き、国保連合会・国保中央会の将来構想を踏まえ
た保険者支援の動き（KDBシステムの開発）を掲載した。また、国保ヘルスアップ事業評価事業か
らの示唆として、第三者による保険者支援の必要性が唱えられ、支援・評価委員会による支援を実
施することになった経緯をまとめた。
「第２章　データヘルスの概要」では、国における保健事業の方針について記述した。
「第３章　国保・後期高齢者ヘルスサポート事業の概要」では、ヘルスサポート事業の目的、対
象となる保健事業、保険者支援の内容、事業の関係者等を記述した。
「第４章　支援・評価委員会による保険者支援の流れ」では、支援・評価委員会による保険者支
援を保険者等に周知することからはじまり、保険者等からの支援の申請を受けて支援を行うという
一連の流れを示した。
「第５章　支援・評価委員会による保険者支援の実際」では、保険者支援の中でも、「データヘ
ルス計画の策定支援」、「個別保健事業の計画策定支援」、「個別保健事業の評価」のそれぞれにつ
いて、具体的な内容や評価指標の設定の方法等、保険者等が踏まえるべき点、支援・評価委員会
による支援の流れや役割、支援にあたり留意すべき事項、支援にあたり参考となる様式（図表 3）
等を示した。
「第６章　事業推進に関わる事項」では、ヘルスサポート事業を推進する上で必要となる事項と
して、国保連合会による保険者等への各種データ提供や研修会の実施について記述した。
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図表 3　ガイドラインに掲載した書式等
現状分析による課題抽出のためのワークシート（様式 1）

既存の関連事業の整理のためのワークシート（様式 2）

目的・目標設定のためのワークシート（様式 3）

国保・後期高齢者ヘルスサポート事業申請書

※ 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業ガイドライン（平成 28年 1月改訂版）参照
国保中央会ホームページ掲載 https://www.kokuho.or.jp/hoken/public/hokenannouncement.html 
図表 3の書式等については＜資料＞国保・後期高齢者ヘルスサポート事業ガイドラインに示す書式」
（119～ 128頁）参照

1.2.2　ガイドラインの改訂

ヘルスサポート事業の開始年度である平成 26年度の支援・評価委員会の活動は、データヘル
ス計画の策定支援が中心であった。2年目の平成 27年度は、保険者等においてデータヘルス計画
に基づく個別保健事業が展開され、支援・評価委員会においても個別保健事業の評価を実施する
ことが期待されるところとなった。そこで運営委員会、ワーキング・グループは、従来保健事業
の評価で中心的であったアウトプット評価、アウトカム評価に加え、ストラクチャー評価とプロ
セス評価についても議論をし、ガイドラインの改訂を行うこととした。初版のガイドラインでも、
支援・評価委員会による個別保健事業の評価のあり方については記述していたものの、より具体
的な方法を明示するために、自己評価に用いる様式（図表 4）等を盛り込み、「第 5章　3．個別
保健事業の評価」の追記を行った。改訂版で追記された事項は、以下の 3点である。
■ 計画策定の時点で評価を見据えた評価計画の作成が必要であること
■  従来の保健事業で中心的であったアウトプットやアウトカムに関する評価だけではなく、ス
トラクチャーやプロセスも含めた 4つの観点での評価が必要であること

■  各観点での評価結果を踏まえ保健事業を総合的に評価し、次の展開につなげる必要があること
さらに、運営委員会は事業評価とともに、事業の進捗管理の重要性についても議論した。その
結果、保険者等自らによる事業評価や進捗管理の実施を可能とするために詳細な解説とともに各
種様式を改訂版のガイドラインで示した。
改訂版のガイドラインはホームページ上で公開するとともに、各国保連合会に冊子として配付
した。

図表 4　ガイドラインに追加した書式等
個別保健事業計画（様式 4）

個別保健事業 事業評価シート（事業実施後）（様式 5）

個別保健事業 進捗管理表
※国保・後期高齢者ヘルスサポート事業ガイドライン（平成 28年 1月改訂版）参照
国保中央会ホームページ掲載 https://www.kokuho.or.jp/hoken/public/hokenannouncement.html 
図表 3の書式等については＜資料＞国保・後期高齢者ヘルスサポート事業ガイドラインに示す書式」
（119～ 128頁）参照
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1.3　保健事業実態調査の実施
1.3.1　目的

保健事業実態調査は、以下の実態を把握し、保健事業に関する課題やニーズを知りその結果を
ヘルスサポート事業に生かしていくことを目的に実施した。
◆市町村国保・国保組合が実施している保健事業
◆市町村が実施している後期高齢者を対象とした保健事業
◆広域連合が実施している保健事業
◆国保連合会が実施している保険者支援

1.3.2　調査の実施概要

（1）調査実施と公表の時期
平成 25年度の保健事業の実績について、平成 26年 7月～ 8月に調査を実施した。また、結果

については、平成 27年 1月に公開した。（保健事業実態調査の結果は、国保中央会ホームページ
に掲載 https://www.kokuho.or.jp/hoken/public/hokenannouncement.html）

（2）対象と回答状況
調査回答が得られたのは、市町村国保 2は 1,559（89.7%)、国保組合は 154（93.9％）、市町村
後期高齢者医療担当部署は 1,517（87.1%)、広域連合は 47（100.0%)、国保連合会は 47（100.0%）
であった（図表 5）。

図表 5　回答状況
調査対象 対象数 回答 回答率（%）

調査票 1 市町村国保、国保組合

市町村国保 1,738 1,559 89.7

国保組合 164 154 93.9

計 1,902 1,713 90.1

調査票 2 市町村後期高齢者医療担当部署 1,741 1,517 87.1

調査票 3 後期高齢者医療広域連合 47 47 100.0

調査票 4 国保連合会 47 47 100.0

2  調査時点における全国の市町村数は 1,741であるが、「市町村国保（調査票 1）」について、山形県最上地区広域
連合（金山町、真室川町、鮭川村、戸沢村）が広域連合として保健事業を実施しているため、広域連合 1保険者
として回答しており、調査対象の総数は 1,738となっている。
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市町村国保の被保険者数でみると、中規模【被保険者数：5千人以上 10万人未満】が最も多
く、57.9％を占める。次に多いのは小規模【被保険者数：5千人未満】で 38.6％、最も少ないの
は大規模【被保険者数：10万人以上】で 3.5％となっている。回答率は、大規模 93.4％、中規模
91.6％、小規模 86.6％の順で高かった（図表 6）。

図表 6　保険者規模別（市町村国保）の回答状況

保険者規模 被保険者数 総数
(　)内は構成比 (%)

回答数
(　)内は回答率 (%)

大規模 10万人以上 61　 (3.5) 57　(93.4)

中規模 5千以上～ 10万人未満 1,007　(57.9) 922　(91.6)

小規模 ～ 5千人未満 670　(38.6) 580　(86.6)

計 1,738 (100.0) 1,559　(89.7)

全国の国保組合は 164である。業態別の国保組合数は、建設業 33、卸売・小売・飲食業 24、
医療業 92、その他 15であり、回答率は全体で 93.9％であった（図表 7）。

図表 7　業態別国保組合の回答状況

業態 総数
(　)内は構成比 (%)

回答数
(　)内は回答率 (%)

建設業 33　(20.1) 30　(90.9)

卸売・小売・飲食業 24　(14.6) 22　(91.7)

医療業 92　(56.2) 89　(96.7)

その他 15 　(9.1) 13　(86.7)

計 164 (100.0) 154　(93.9)

1.3.3　調査結果

ヘルスサポート事業の開始に伴い、全国の市町村国保、国保組合、広域連合に対して、保健事
業に関する実態調査を実施した。全国規模での実態把握は初めての試みだったが、回答率は約 9

割と非常に高いものとなった。
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（1）市町村国保における保健事業

1）保健事業の実施状況
保健事業 3の実施状況をみると、「特定健診未受診者対策」（91.7％）、「健康増進活動（ポピュレー
ションアプローチ）」（85.2％）、「特定保健指導未利用者対策」（80.1％）等の実施割合が高かった。
特定健診・特定保健指導は、「高齢者の医療の確保に関する法律」により義務化されているため、
保険者は、これらの未受診者、未利用者対策を優先的に実施していた（図表 8）。

3  本調査における保健事業とは、「健康増進活動（ポピュレーションアプローチ）」、特定健診・特定保健指導に基づ
く保健事業として「特定健診未受診者対策」、「特定健診受診者のフォローアップ（特定健診継続受診対策）」、「特
定健診受診者のフォローアップ（特定保健指導未利用者対策）」、「特定健診受診者のフォローアップ（受診勧奨判
定値を超えている者への受診勧奨）」、「生活習慣病の予防に重点を置いた取組み（早期介入保健指導事業）」、「生
活習慣病重症化予防事業」、「健康教育（健康教室・個別健康教育）」、「健康相談」、「歯科保健事業」、「保健指導（重
複・頻回受診者への訪問指導）、（ジェネリック推奨に関する保健指導）、（その他保険者独自の取組み）」を指す。

図表 8　実施割合が高い（70%以上）保健事業

n=1,559(%)

100.0

80.0

60.0

40.0

20.0

0.0
健
康
増
進
活
動

（
ポ
ピ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
ア
プ
ロ
ー
チ
）

特
定
保
健
指
導
未
利
用
者
対
策

受
診
勧
奨
判
定
値
を
超
え
て
い
る

者
へ
の
受
診
勧
奨

特
定
健
診
継
続
受
診
対
策

特
定
健
診
未
受
診
対
策

91.7
85.2 80.1 79.5

75.2

91.7

75.2



50

第
2
編

事
業
実
績
編
　
国
保
・
後
期
高
齢
者
ヘ
ル
ス
サ
ポ
ー
ト
事
業
の
3
年
間
の
実
績
（
事
業
実
施
結
果
の
概
要
）

「健康教育」における対応状況としては、【運動対策】（60.8％）、【肥満（メタボ）対策】（50.0％）
の実施割合が高いが、その他の内容については、実施割合が50％未満である事業がほとんどであり、
【飲酒対策】（24.8％）、【高尿酸血症対策】（18.5％）、【COPD対策】（17.9％）は特にその割合が低かっ
た（図表 9）。

図表 9　健康教育における各取組みの実施割合
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特定保健指導以外の「生活習慣病の予防に重点を置いた取組み（早期介入保健指導事業）」、「生
活習慣病重症化予防事業」、「治療中でコントロール不良の者への対策」等の生活習慣病予防のた
めの保健指導の実施状況は、都道府県別にばらつきが見られた（図表 10）。

4  グラフは、各都道府県別に回答のあった保険者のうち、実施している割合を示したものである。

図表 10　生活習慣病予防のための保健指導の実施状況 4
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2）衛生部門・関係機関との連携状況
実施している保健事業について、衛生部門との連携状況をみると、「健康増進活動（ポピュレー
ションアプローチ）」（91.4％）、「生活習慣病重症化予防事業」（89.9％）、「生活習慣病の予防に重
点を置いた取組み（早期介入保健指導事業）」（89.0％）など、ほとんどの事業に関し衛生部門と
の連携が図られていた。
また、医療機関・医師会との連携をみると、衛生部門と比べ低い割合であるが、「生活習慣病重
症化予防事業」（24.8％）、「特定健診未受診者対策」（22.4％）、「治療中でコントロール不良の者
への対策」（20.0％）など医療機関との連携が重要な事業については、連携している割合が他の保
健事業に比べて高かった。
「健康増進活動（ポピュレーションアプローチ）」の連携先として、「衛生部門」（91.4％）に次いで、
「地区組織・住民団体」（41.3％）の割合が高くなっていた（図表 11）。

図表 11　各種保健事業における衛生部門・関係機関との連携状況

上段：連携している保険者数　下段：連携している割合 (%)

保健事業 実施保険
者数

連携先

衛生部門 医療機関･
医師会

地区組織・
住民団体

都道府県・
保健所

大学等
研究機関 その他

健康増進活動
（ポピュレーションアプローチ）

1,329 1,215 
(91.4)

360
(27.1)

549
(41.3)

166
(12.5)

84
(6.3)

153
(11.5)

特定健診未受診者対策 1,430 1081
(75.6)

320
(22.4)

290
(20.3)

34
(2.4)

7
(0.5)

199
(13.9)

特定健診受診者のフォローアップ
（特定健診継続受診対策）

1,172 1,002
(85.5)

205
(17.5)

134
(11.4)

10
(0.9)

8
(0.7)

68
(5.8)

特定健診受診者のフォローアップ
（特定保健指導未利用者対策）

1,249 1,051
(84.1)

136
(10.9)

28
(2.2)

6
(0.5)

5
(0.4)

87
(7.0)

特定健診受診者のフォローアップ
（受診勧奨判定値を超えている者へ
の受診勧奨）

1,239 1,089
(87.9)

213
(17.2)

18
(1.5)

6
(0.5)

5
(0.4)

73
(5.9)

生活習慣病の予防に重点を置いた取
組み

991 882
(89.0)

142
(14.3)

60
(6.1)

8
(0.8)

7
(0.7)

57
(5.8)

生活習慣病重症化予防事業 960 863
(89.9)

238
(24.8)

53
(5.5)

29
(3.0)

26
(2.7)

74
(7.7)

治療中でコントロール不良の者への
対策

714 630
(88.2)

143
(20.0)

10
(1.4)

12
(1.7)

3
(0.4)

23
(3.2)

重複・頻回受診者への訪問指導 739 543
(73.5)

40
(5.4)

7
(0.9)

8
(1.1)

0
(0.0)

57
(7.7)

ジェネリック推奨に関する保健指導 496 157
(31.7)

47
(9.5)

15
(3.0)

11
(2.2)

0
(0.0)

119
(24.0)

※連携先の割合は（連携している保険者数）÷（実施保険者数）を算出
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3）PDCAを意識した事業運営と各評価項目の実施状況
保健事業に関して PDCAに沿った事業運営を意識して実施しているかをみると、「十分意識し
ている」が 10.3%、「おおむね意識している」が 60.8%、「あまり意識していない」が 19.9%、「ほ
とんど意識していない」が 4.7%となっており、市町村国保の約 70%が PDCAに沿った事業運営
を意識していた（図表 12）。

n=1,559

図表 12　PDCAを意識した事業運営の状況
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また、実際の保健事業の評価の実施状況についてみると、「事業構成・実施体制の評価と改善体
制（ストラクチャー評価）」が 43.3%、「事業実施過程の評価（プロセス評価）」が 30.3%、「事業
実施量の評価（アウトプット評価）」が 41.3%、「実施効果の評価（アウトカム評価）」が 25.7%となっ
ていた（図表 13）。
市町村国保の規模別にみると、全ての評価において大規模・中規模・小規模の順に割合が高くなっ
ている。最も多く行われている評価はアウトプット評価となっていた（図表 14）。

図表 13　保健事業の評価の実施状況
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図表 14　保健事業の評価の実施状況（市町村国保規模別）
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保健事業に関して PDCAに沿った事業運営を「十分意識している」と回答した市町村国保につ
いて、実際の評価の実施状況をみると、「事業構成・実施体制の評価と改善体制（ストラクチャー
評価）」が 72.5%、「事業実施過程の評価（プロセス評価）」が 70.0%、「事業実施量の評価（ア
ウトプット評価）」が 72.5%、「実施効果の評価（アウトカム評価）」が 63.1%となっていた。
PDCAを意識し事業運営している市町村国保は全ての評価項目が実施されている。また、全体的
にプロセス評価及びアウトカム評価を実施している割合が、ストラクチャー評価、アウトプット
評価に比べ低かった（図表 15）。

図表 15　PDCAを意識した事業運営と各評価項目の実施状況

上段：回答保険者数　下段：割合 (%)

評価項目 実施状況

PDCAを意識した事業運営

十分意識 
している
(n=160)

おおむね意識
している
(n=947)

あまり意識
していない
(n=310)

ほとんど意識
していない

(n=73)

事業構成・実施体制の評価
と改善体制

（ストラクチャー）

実施している 116
(72.5)

473
(49.9)

76
(24.5)

9
(12.3)

一部実施している 22
(13.8)

296
(31.3)

76
(24.5)

4
(5.5)

実施していない 9
(5.6)

122
(12.9)

132
(42.6)

53
(72.6)

事業実施過程の評価
（プロセス評価）

実施している 112
(70.0)

331
(35.0)

27
(8.7)

2
(2.7)

一部実施している 28
(17.5)

364
(38.4)

76
(24.5)

4
(5.5)

実施していない 8
(5.0)

163
(17.2)

171
(55.2)

57
(78.1)

事業実施量の評価
（アウトプット評価）

実施している 116
(72.5)

465
(49.1)

61
(19.7)

2
(2.7)

一部実施している 22
(13.8)

317
(33.5)

99
(31.9)

5
(6.8)

実施していない 9
(5.6)

93
(9.8)

125
(40.3)

57
(78.1)

実施効果の評価
（アウトカム評価）

実施している 101
(63.1)

271
(28.6)

24
(7.7)

4
(5.5)

一部実施している 35
(21.9)

430
(45.4)

93
(30.0)

3
(4.1)

実施していない 10
(6.3)

147
(15.5)

161
(51.9)

58
(79.5)

※ 各評価項目の実施状況に関する回答は無回答があるが、上記表では無回答を除いて表記しているため、各評価項目の実施状況を足
し上げても 100％にはならない。

PDCAを意識した保健事業の展開については、十分意識しているやおおむね意識している割合
が高く出ているが、実際に評価を実施している割合は低くなっており、今回の調査からは、保険者
は必ずしも PDCAに基づいた事業展開が実施できているとは言えなかった（図表 13、図表 15）。



56

第
2
編

事
業
実
績
編
　
国
保
・
後
期
高
齢
者
ヘ
ル
ス
サ
ポ
ー
ト
事
業
の
3
年
間
の
実
績
（
事
業
実
施
結
果
の
概
要
）

4）市町村国保が国保連合会からの支援として重要と考える内容
市町村国保が国保連合会からの支援として重要と考える内容は、「データ分析・データ活用に関
する助言」（83.4％）、「健診・医療・介護にかかるデータの情報提供」（82.3％）、「各種研修会」
（70.7％）、「保健事業についての助言・評価」（58.8％）、「保健事業実施計画策定の支援」（56.6％）、
「マンパワー支援」（41.5％）の順となっていた（図表 16）。

図表 16　市町村国保が国保連合会からの支援として重要と考える内容
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（2）国保組合が実施している保健事業
国保組合が実施している保健事業の実施状況については、市町村国保に比べると低い割合となっ
ているが、実施割合が高い保健事業は、「特定健診未受診者対策」（66.2%）、「健康増進活動（ポピュ
レーションアプローチ）」（57.8%）、「特定健診受診者のフォローアップ（特定保健指導未利用者
対策）」（57.8%）であった（図表 17）。
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図表 17　国保組合が実施している保健事業
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業態別でみると、建設業とその他で保健事業の実施割合が高かった（図表 18）。
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図表 18　国保組合が実施している保健事業（業態別）
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（3）後期高齢者を対象とした保健事業

1）市町村が実施している後期高齢者を対象とした保健事業
市町村後期高齢者医療担当部署における保健事業の実施状況をみると、「健康診査」はほぼ全て

の市町村（92.2％）で実施し「高齢者一般に対する健康相談」は 69.3％の市町村で実施されていた。
その他の保健事業は実施割合が低いものもあった（図表 19）。

なお、「高齢者の健康診査」を実施している市町村（1,319）について、広域連合からの委託を
受けて実施している割合が高く、全国平均で 74.3％となっていた（図表 20）。

図表 19　市町村が実施している後期高齢者を対象とした保健事業

図表 20　「高齢者の健康診査」における広域連合からの委託の状況

広域連合からの委託有 全国平均 (74.3%)
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「健康診査」以外の保健事業について、平均すると実施割合は低く、都道府県によってかなりの
ばらつき（都道府県ごとの実施割合の差が大きい）があった（図表 21）。

後期高齢者の「健康診査」以外の保健事業については、市町村の財源で実施しているところ（全
国平均で 69.5％）が多かった（図表 22）。
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図表 21　後期高齢者の「健康診査」以外の保健事業における実施状況 5

図表 22　後期高齢者の「健康診査」以外の保健事業における市町村財源での実施状況

5  グラフは、各都道府県別に回答のあった保険者の実施状況を示したものである。
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市町村は、これまで老人保健法などに基づいて実施してきた高齢者保健事業や、市町村独自の
高齢者福祉施策の一環として高齢者の保健事業を継続してきた流れがあり、「高齢者の医療の確保
に関する法律」により、75歳以上の高齢者の保健事業の実施主体が広域連合に移行した後も、こ
れらを引き継いで事業を実施していた。

2）広域連合が実施している保健事業
広域連合における保健事業としては、「健康診査」について 47都道府県が実施している。「重複・
頻回受診者への指導」は、35の広域連合（74.5％）が実施していた（図表 23）。
広域連合の保健事業は、「健康診査」にとどまっているところも多く、健診以外の保健指導等は
あまり実施されていなかった。
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図表 23　広域連合が実施している後期高齢者を対象とした保健事業
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（4）国保連合会が実施している保険者支援
保険者支援として現在実施しているものは、「各種研修会」47（100.0％）が最も多く、「健診・医療・

介護にかかるデータの情報提供」44（93.6％）、「マンパワー支援（特定健診・特定保健指導に関
することなど）」32（68.1％）、「データ分析・データ活用に関する助言」30（63.8％）が続いていた。
その他の支援の状況は、「保健事業についての助言・評価」21（44.7％）、「保健事業計画策定の支
援」16（34.0％）などであった（図表 24）。

 

市町村国保が国保連合会からの支援として求める内容としては、「データ分析・データ活用に関
する助言」や「健診・医療・介護にかかるデータの情報提供」、「各種研修会」等が挙げられているが、
国保連合会による保険者支援は既に保険者のニーズに対応した事業が展開されていた。

上記の実態調査からは、市町村国保・国保組合・後期高齢者を対象とした保健事業の実態、国
保連合会による支援の実態として主に以下のことが明らかになった。

●  各種保健事業の実施に関して PDCAを意識した事業運営を行っている市町村国保は 7割で
あったが、実際の評価の実施状況は半分以下にとどまっており、最も実施されているのはア
ウトプット評価であった。

●  国保組合の保健事業の実施状況は、市町村国保より低かった。
●  市町村の後期高齢者医療担当部署・広域連合が実施している保健事業として健康診査はほぼ
全てのところで実施されていたが、その他の保健事業は実施割合が低いものもあった。

●  国保連合会は保険者支援として研修やデータにかかる情報提供等を実施していた。
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1.4　国保連合会向け研修会の開催
国保中央会は、各都道府県で支援・評価委員会による保険者支援体制を構築するために、国保
連合会職員向けの研修会を開催した。また国保連合会の保健師等が集う研修会の際に、ヘルスサ
ポート事業の概要等を紹介した。

1.4.1　平成26年度国保連合会保健事業担当課（部）長・保健師研修会

（1）目的
国保連合会は、保険者等への支援に向けて支援・評価委員会を設置し、準備をしていた。国保
中央会は最新の情報を提供し、支援・評価委員会の円滑な事業運営を支援すること等を目的に国
保連合会の保健事業担当課（部）長及び保健師に対し、研修会を開催した。

（2）実施の概要
平成 26年度国保連合会保健事業担当課（部）長・保健師研修会
日　時 平成 26年 7月 15日、7月 16日

参加者 国保連合会保健事業担当課（部）長・保健師　　105名

内　容 ■ 講演「データヘルスの推進について」
厚生労働省保険局医療介護連携政策課医療費適正化対策推進室
　室長補佐　光行　栄子 氏
「データヘルス計画」の推進に関する国の動向、レセプト・健診データを活用した保険者事例、市町村国保等における
保健事業実施計画（データヘルス計画）のスケジュール等を説明

■ 講演「保健事業の評価の考え方・進め方」～糖尿病・脳卒中対策を事例として～
あいち健康の森健康科学総合センター長　津下　一代 氏
「効果的な保健事業（生活習慣病対策）を実施するために」と題したグループワークを実施。脳卒中あるいは糖尿病の
テーマを設定し、各段階で必要な保健事業をリストアップ、必要な保健事業が効果的にできているのか等の評価まで
の演習を交えながら講演

■ 講演「データを活用した保険者支援の実際」
宮城県国民健康保険団体連合会　疾病分析等専門員
仙台白百合女子大学人間学部健康栄養学科准教授　鈴木　寿則 氏
データを活用した保険者支援について、宮城県国保連合会における「レセプトデータ利活用に関するモデル事業」の
事例をもとに、データ分析の必要性、疾病分析・医療費分析の方法について講演

■ 講演「KDBデータ分析による地域の状況・健康課題の把握」
国立保健医療科学院生涯健康研究部　部長　横山　徹爾 氏
ヘルスサポート事業では、データを活用し、保険者等の保健事業を支援する必要があることから、KDBシステムのデー
タ分析による地域の状況・健康課題の把握について演習を交えながら講演

■ 講演「国保・後期高齢者ヘルスサポート事業の概要」「保健事業支援・評価委員会」について
国民健康保険中央会　常勤参与　鎌形　喜代実
ヘルスサポート事業の目的、概要、スケジュールのほか、保険者支援の流れについて、保健事業計画策定の支援を例
に支援・評価委員会の具体的な関わり方について説明

※講演資料については＜資料＞国保中央会による研修会・報告会での資料（131頁～ 202頁）参照
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（3）実施による成果
本研修会は、ガイドラインの策定中に実施したものであり、国保中央会から各国保連合会に対
してヘルスサポート事業の具体的な内容を伝える初めての機会であった。国保連合会職員にとっ
ては、保険者支援について具体的なイメージが持てない段階での研修であったが、グループワー
クによる演習等により、事務局として保険者等から聞き出す内容、データの見方等について具体
的にイメージできたと考えられる。
参加者へのアンケートでも、「ヘルスサポート事業の概要を把握でき、今後の保険者への説明に
活用できる」との回答を得た。また、「保険者がデータヘルス計画に基づき PDCAサイクルで事
業を実施するには、データの使い方、読み取り方から施策化、評価までを、グループワークによ
る演習等を積み重ねる必要があると感じた」などの声もあり、保険者支援の具体的な方法を含め、
データヘルスを推進するにあたってのデータ活用の重要性が理解された。

1.4.2　国保・後期高齢者ヘルスサポート事業ガイドラインの活用等に関する研修会

（1）目的
国保中央会は、支援・評価委員会の事務局を担う国保連合会のヘルスサポート事業担当職員に
対し、円滑な運営を支援することを目的に、運営委員会が取りまとめたガイドラインについての
研修会を開催した。

（2）実施の概要
国保・後期高齢者ヘルスサポート事業ガイドラインの活用等に関する研修会
日　時 平成 26年 9月 18日

参加者 国保連合会保健事業担当者・保健師　　112名

内　容 ■ 講演「国保・後期高齢者ヘルスサポート事業における国保連合会への期待」
　　　　～保健事業支援・評価委員の視点から～
合同会社生活習慣病予防研究センター　代表　岡山　明 氏
支援・評価委員会が保険者等にデータヘルス計画の策定支援を実施する際のポイントを解説。また、支援をする学識
経験者への期待、支援を受けることの意義について講演

■ 講演「国保・後期高齢者ヘルスサポート事業ガイドラインについて」
国民健康保険中央会　常勤参与　鎌形　喜代実
ヘルスサポート事業ガイドラインの内容について説明

■ グループワーク【情報交換会】
支援・評価委員会の運営の課題等について情報交換を行うため国保連合会の事務局職員によるグループワークを実施

※講演資料については＜資料＞国保中央会による研修会・報告会での資料（203頁～ 226頁）参照

（3）実施による成果
本研修会は、ガイドラインを公表した直後に実施したものであった。この時点では既に支援・
評価委員会の委員を選定し、初回の委員会の開催日程等も決定している国保連合会もあれば、検
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討段階の国保連合会もあり、準備状況は様々であった。
国保連合会職員、支援・評価委員会の設置に向けた状況について互いに情報交換することができ、
本研修会は支援・評価委員会の事務局である国保連合会にとって、委員会の運営準備を本格的に
進めるための有益な情報収集の場となった。

1.4.3　平成27年度国保連合会保健事業担当者・保健師研修会

（1）目的
ヘルスサポート事業が 1年を経過した段階で、保険者支援活動を行う国保連合会からは、デー

タ分析の方法等を再度確認したいとの要望が挙がっていた。これを踏まえ、国保中央会はさらな
る保険者支援の推進を目的に国保連合会の保健事業担当者及び保健師に対し、KDBシステムを利
用したデータ分析方法やデータに基づく保健事業とその評価について研修会を開催した。

（2）実施の概要
平成 27年度国保連合会保健事業担当者・保健師研修会
日　時 平成 27年 12月 8日、12月 9日

参加者 国保連合会保健事業担当者・保健師　　94名

内　容 ■ 講演「データ分析における基礎的知識について」
国民健康保険中央会　調査役　石原　公一郎
データ分析における基礎的知識、現在活用できるデータ、活用方法、活用に際しての注意点を説明

■ 講演「KDBシステムを活用した医療費データに基づく地域診断のあり方」
国立保健医療科学院医療・福祉サービス研究部　部長　福田　敬 氏
KDBシステムを利用する際の視点、帳票の読み取り方等について講演

■ 演習・グループワーク「KDBデータを利用した課題分析と評価」
国立保健医療科学院生涯健康研究部　部長　横山　徹爾 氏
保険者支援の方向性を学ぶために、データの読取りを行う演習を実施。年齢調整ツールを活用した地域における有意
差の把握方法についても講演

■ 講演「保健活動の計画策定とその評価について」
帝京大学大学院公衆衛生学研究科　教授　福田　吉治 氏
ヘルスサポート事業ガイドラインの内容を再確認しながら、保健事業計画立案の方法や策定方法について講演

■ 事例発表「連合会での保険者支援～健康なまちづくり推進事業を通して～」
愛知県国民健康保険団体連合会　保健事業推進専門監　河合　美子 氏
事務職の視点と保健師の視点の違いを活用した連携方法、実際の保険者支援の事例について発表

■ 意見交換「保険者支援について」
　・特定健診・特定保健指導実施率の低い保険者への支援などについて

国保連合会保健事業担当者・保健師によるグループディスカッションを行い、特定健診・特定保健指導実施率の低い
保険者への支援などについて情報交換を実施

※講演資料については＜資料＞国保中央会による研修会・報告会での資料（227頁～ 272頁）参照
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（3）実施による成果
本研修会は、ヘルスサポート事業が開始してから 1年以上が経過し、多くの国保連合会が支援・
評価委員会による保険者支援を経験し、2年目の保険者支援が進行しつつある中での開催となった。
演習では、「実際にデータをみて考える作業が多かったので、保険者の視点で物事を考えること
ができ、非常にためになった」、「演習により、どう評価をしていくべきかが分かり有意義でした」
との感想が寄せられた。KDBシステムを活用した保険者支援についての理解が深まり、実務に即
した研修を実施することができた。意見交換では、多くの保険者等が抱える特定健診・特定保健
指導実施率の向上に向け、国保連合会としての支援のあり方について意見交換を行った。国保連
合会の事務職と専門職である保健師が一緒に参加し、意見交換を行ったことにより、本研修会は
事務職と専門職がより強固な連携を図る機会となった。
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1.5　 「国保連合会保健事業支援・評価委員会」 
委員による報告会の開催

ヘルスサポート事業では、各都道府県の支援・評価委員会における保険者支援の実施状況や課
題について情報共有することを目的として、各支援・評価委員会委員の代表者、事務局を担う国
保連合会の担当者を一堂に会した報告会を、平成 27年 2月並びに平成 27年 10月、平成 28年
10月に開催した。
報告会の企画・運営は、運営委員会の委員が実施し、当日の講演やグループディスカッション
のファシリテーターも担当した。

1.5.1　平成26年度報告会

（1）目的
平成 26年度より実施された支援・評価委員会の保険者支援について、支援・評価委員会委員、

国保連合会担当職員が共通認識を持ち、委員会の運営に資することを目的として報告会を開催し
た。

（2）実施の概要
平成 26年度「国保連合会保健事業支援・評価委員会」委員による報告会
日　時 平成 27年 2月 5日

参加者 支援・評価委員会委員 36名、国保連合会職員 47名　　計 83名

内　容 ■ 保健事業支援・評価委員会事務局の打合せ
支援・評価委員を交えての情報交換が円滑に進行するよう国保連合会職員間で各都道府県における支援・評価委員会
の運営状況、保険者への支援方法等について意見交換を実施

■ 講演「国保・後期高齢者ヘルスサポート事業支援・評価委員会へ期待するもの」
国保・後期高齢者ヘルスサポート事業運営委員会　委員長
　全国訪問看護事業協会　会長　伊藤　雅治 氏
国保・後期高齢者ヘルスサポート事業立ち上げの背景や、平成 26年度に実施した保健事業実態調査の結果から支援・
評価委員会へ期待することについて講演

■ グループディスカッションによる情報交換
コーディネーター
国保・後期高齢者ヘルスサポート事業運営委員会 委員
　あいち健康の森健康科学総合センター長　津下　一代 氏
コーディネーターによる説明を受け、全国の支援・評価委員会委員の代表者、事務局を担う国保連合会の担当者によ
るグループディスカッションを実施。支援・評価委員会委員として今後の活動を考える契機となることを目的に支援・
評価委員会委員間で情報交換を実施

■ グループディスカッションのまとめ「支援・評価委員会への期待」
国保・後期高齢者ヘルスサポート事業運営委員会　副委員長
　合同会社生活習慣病予防研究センター　代表　岡山　明 氏
グループディスカッションの内容を受け、今後の支援・評価委員会に対する活動についての示唆を取りまとめ、講演

※講演資料については＜資料＞国保中央会による研修会・報告会での資料（273頁～ 284頁）参照
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（3）実施による成果
本報告会の開催は、各都道府県で支援・評価委員会の初回委員会が開催された前後であり、そ
の時点では支援・評価委員会委員の間でも「保険者に対する支援・評価委員会による支援」の位
置付けは必ずしも明確ではなかった。
運営委員会委員をファシリテーターに、支援・評価委員会委員、国保連合会職員でグループディ
スカッションを行ったことを通じて、報告会参加者は保険者支援の重要性に気付くことができた。
また、支援・評価委員会や国保連合会事務局の支援体制、支援を実施する上での前提条件、支援・
評価委員会の委員による関わり方・評価のあり方についての工夫や課題・問題点を共有した。
本報告会は、各国保連合会での運営方法を参考に、それぞれの支援・評価委員会で抱えている
課題の解決策を導く機会となったことが成果であった。

1.5.2　平成27年度報告会

（1）目的
各都道府県の支援・評価委員会の運営に資することを目的として、支援を受けた保険者と支援
を行った支援・評価委員及び国保連合会事務局職員それぞれの視点から、前年度に実施された支援・
評価委員会の保険者支援の事例を提供するとともに、本格化する個別保健事業の評価のあり方に
ついて意見交換する報告会を開催した。

（2）実施の概要
平成 27年度「国保連合会保健事業支援・評価委員会」委員による報告会
日　時 平成 27年 10月 26日

参加者 支援・評価委員会委員 43名、国保連合会職員 53名　　計 96名

内　容 ■ 保健事業支援・評価委員会　国保連合会事務局職員による情報交換会
・保健事業支援・評価委員会未利用保険者への支援

国保連合会職員間で事務局としてヘルスサポート事業を実施したことによる効果・課題について意見交換を行い、今
後の支援・評価委員会の運営につなげた。

■ パネルディスカッション「保健事業支援・評価委員会の保険者支援の活動を通して考える」

（コーディネーター）
国保・後期高齢者ヘルスサポート事業運営委員会 委員
あいち健康の森健康科学総合センター長　津下　一代 氏

（パネラー）
・神奈川県 藤沢市保険年金課 上級主査　長澤 由紀子 氏
・神奈川県国保連合会保健事業支援・評価委員会 委員
   昭和大学 保健医療学部看護学科 講師　村田 加奈子 氏
・神奈川県国民健康保険団体連合会企画事業部保健事業課保健事業係
   主査　三木 礼雄 氏
支援・評価委員会による保険者支援の効果について、支援を受けた保険者、支援をした支援・評価委員会委員並びに
事務局それぞれの視点から説明。その内容を受けてコーディネーターを交えたパネルディスカッションを実施
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平成 27年度「国保連合会保健事業支援・評価委員会」委員による報告会
■ グループディスカッションによる情報交換　「これからの保険者支援のあり方について」

パネルディスカッションを受けて、これからの保険者支援のあり方について支援・評価委員並びに国保連合会職員に
よる意見交換を実施

■ 講演「個別保健事業の評価のあり方について」

国保・後期高齢者ヘルスサポート事業運営員会　副委員長
　合同会社生活習慣病予防研究センター　代表　岡山　明 氏
保険者等の個別保健事業の評価について講演

■ グループディスカッションによる情報交換　「個別保健事業の評価について」
講演を受けて、個別保健事業の評価について支援・評価委員会委員並びに国保連合会職員による意見交換を実施

※講演資料については＜資料＞国保中央会による研修会・報告会での資料（285頁～ 306頁）参照

（3）実施による成果
本報告会の開催時は、ヘルスサポート事業の開始から 1年以上が経過し、支援・評価委員会の
支援によりデータヘルス計画を策定した保険者等もいた。そのため、前半はパネルディスカッショ
ンとし、支援を受けた保険者、支援を担当した委員、国保連合会事務局の三者をパネラーとして
事例の報告が行われた。支援を実施した立場からみた支援を受けた保険者の変化、国保連合会の
事務局の関わり方、支援を受けた保険者の気付きなど各々から報告がされた。参加者にとって支
援を受けた保険者の生の声は非常に有用であったと考えられる。
パネルディスカッションを受け、支援・評価委員会委員並びに国保連合会の事務局は、自らの
経験を踏まえ、保険者支援を効果的に行うための方法について具体的に話し合った。参加者から
はグループディスカッションによる情報交換で、保険者（市町村）がどのようなニーズ（困って
いる事項、助言を得たい事項）を抱えているか、どのような助言・支援が効果的であったかを共
有できたとの声が挙がっていた。これは、保険者支援が 2年目を迎え、支援・評価委員会による
保険者支援が各都道府県で形作られてきたことの現れであった。パネルディスカッションとその
後のグループディスカッションを通じて、参加者は先行的に実施している国保連合会の事例を含
め、支援のあり方について情報を得ることができた。本報告会では前年度の報告会時点よりも、
支援・評価委員会委員並びに国保連合会事務局担当者ともに、自身の活動状況について自信をもっ
て語ることができており、充実した意見交換をすることができていた。
報告会後半には、個別保健事業の評価について取り上げた。個別保健事業評価は、これから取
り組む支援・評価委員会が多く、評価の 4つの観点（ストラクチャー、プロセス、アウトプット、
アウトカム）、評価指標の考え方、具体的な指標例について意見交換を行った。グループディスカッ
ションでは、個別保健事業の評価のあり方は委員の間でも明確ではない部分があることが明らか
になったため、運営委員会は個別保健事業評価の具体的な方法等を検討し、ガイドライン改訂版
の中に明記していくこととした。
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1.5.3　平成28年度報告会

（1）目的
平成 28年度の報告会では、これまでの保険者支援の成果と課題等について共通認識を持ち、支
援・評価委員会のさらなる円滑な運営に資することを目的として、データヘルス計画・保健事業
等に関する実態調査の結果について報告した。また、前年度に実施された支援内容について、支
援を受けた保険者と支援を行った支援・評価委員会委員及び国保連合会事務局職員によるリレー
トークを行った。

（2）実施の概要
平成 28年度「国保連合会保健事業支援・評価委員会」委員による報告会
日　時 平成 28年 10月 4日

参加者 支援・評価委員会委員 37名、国保連合会職員 53名　　計 90名

内　容 ■ 保健事業支援・評価委員会　国保連合会事務局職員による情報交換会
国保連合会職員間で事務局としてヘルスサポート事業を実施したことによる効果・課題について意見交換を実施

■ 講演「支援・評価委員会の活動について」保険者等の実態調査結果より

国保・後期高齢者ヘルスサポート事業運営員会　副委員長
　合同会社生活習慣病予防研究センター　代表　岡山　明 氏
保険者支援のあり方について考えるきっかけを作るため、平成 28年 8月に実施した保険者等への実態調査結果から、
保険者等の実態、支援・評価委員会の成果と課題について報告

■ リレートーク「事例に見る支援・評価委員会の効果」

（コーディネーター）
国保・後期高齢者ヘルスサポート事業運営委員会 委員
　あいち健康の森健康科学総合センター長　 津下　一代　氏
（パネラー）
■ 保険者
千葉県木更津市　市民部保険年金課 主査 　西川 佳代子 氏
福井県敦賀市　福祉保健部 健康管理センター  所長　 川口 美佐子 氏

■ 保健事業支援・評価委員会委員
北海道委員　札幌医科大学 医学部公衆衛生学講座 准教授　大西 浩文 氏
埼玉県委員　埼玉県熊谷保健所 副所長　加藤　静子　氏
静岡県委員　浜松医科大学 医学部健康社会医学講座 教授　尾島 俊之 氏
福岡県委員　聖マリア健康科学研究所 所長　平田　輝昭　氏

■ 国保連合会
岩手県国民健康保険団体連合会　保健介護課保健事業専門員　鳥居 奈津子 氏
大分県国民健康保険団体連合会　事業課保健事業班主幹　大島 敦子 氏

前年度に実施された保健事業支援・評価委員会の保険者支援について、支援を受けた保険者と支援を行った支援・評
価委員及び国保連合会事務局職員によるリレートークを実施

■ グループディスカッションによる情報交換「支援・評価委員会の今後のあり方」
平成 26年度からの支援・評価委員会の活動を振り返り、支援・評価委員会の意義と今後の保険者支援のあり方につ
いてグループディスカッションを実施

■ グループ発表総評

国保・後期高齢者ヘルスサポート事業運営委員会 委員
　福島県立医科大学 医学部公衆衛生学講座 教授 安村　誠司 氏

※講演資料については＜資料＞国保中央会による研修会・報告会での資料（307頁～ 329頁）参照
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（3）実施による成果
本報告会はヘルスサポート事業 3年目での開催となり、既に各支援・評価委員会で保険者等の

支援が軌道に乗っていた。これを踏まえ、支援を受けた保険者と支援を行った支援・評価委員及
び国保連合会事務局によるリレートークを実施した。参加者からは、「保険者、支援・評価委員会
委員、国保連合会事務局と三者の立場での発表であったので、それぞれの視点からの意見が聞け
て参考になった」、「支援を受ける保険者からの発表内容が参考になった」、「保険者と委員をつな
ぐ事務局として、支援される側の視点を委員に伝える運営の参考となった」との意見があり、保
険者支援にあたり、さらに参考となる情報が提供できた。
報告会の後半では、平成 28年 8月に実施した保険者等への実態調査結果を踏まえ、平成 29年
度以降の支援・評価委員会の支援のあり方について支援・評価委員会委員、国保連合会職員はグルー
プディスカッションを行った。今後、支援・評価委員会を継続するための課題として、マンパワー
不足が挙げられ、解決策として「保険者個別に支援していく」、「集団に支援していく運営方法を
確立する」等様々な意見が出された。
平成 28年度の報告会は、現在の支援方法を振り返りながら、理想的な支援のあり方を検討する
機会となった。
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保険者のみなさんに強調したいこと
〉〉〉　運営委員会　尾島 俊之 委員

1　データヘルス計画は PDCAを回すモデル事業

ひとつの個別保健事業計画を丁寧に策定し、PDCAを回す成功体験を積む

ことが重要。

2　闇雲に分析しない

分析で力尽きて、どのような事業を行うか、改善を行うかの検討が不十分

な保険者が多いのも現状。

3　数量的分析と同等に、質的分析を行うことが必要

既存事業のストラクチャー、プロセスの評価などは質的な分析が必要。

4　重点事業は重要性よりも改善可能性で選定

2～ 3年で改善させられそうな事業で PDCAを回してみる。

5　地域資源・良い点を把握して、事業展開や改善

自分の地域の強みを把握し、それを生かした取組みが良い。

6　データヘルス計画は、創造的なモデル事業、科学であり芸術

正解は無く、各保険者の創意工夫を。

コ ラ ムコ ラ ム
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1.6　 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業　 
データヘルス計画・保健事業等に関する実態調査の実施

1.6.1　目的

運営委員会及び国保中央会は、以下の 3点を目的としてデータヘルス計画・保健事業等に関す
る実態調査を実施した。
●  支援・評価委員会や国保連合会での保険者支援の関わり方や効果等について、保険者等から
の回答により実態を把握、事業評価し、今後の活動に生かす。

● 支援・評価委員会の活動を通じて、運営委員会や国保中央会の活動についての評価を行う。
●  保険者等は、既にデータヘルス計画を策定し具体的に保健事業を実施しているところやこれ
から策定するなど様々な状況下にある。データの分析や健康課題の抽出、目標の設定など計
画の策定及び実施にかかる課題や成果等を把握・分析するとともに、第 2期データヘルス計
画（平成 30年度からを予定）の策定に向け、活用できるようにする。

1.6.2　調査の実施概要

（1）調査実施と公表の時期
平成 28年 8月時点でのデータヘルス計画の策定状況、平成 27年度の個別保健事業の実施状況、
支援・評価委員会等についての評価等について、平成 28年 8月に調査を実施した。結果について
は、平成 29年 2月に国保中央会ホームページに公開した。
（https://www.kokuho.or.jp/hoken/public/hokenannouncement.html）

（2）対象と回答状況
調査回答が得られたのは、市町村国保 6は 1,657（96.6%)、国保組合は 159（97.5％）、広域連
合は 47（100.0%)、国保連合会は 47（100.0%）であった（図表 25）。

図表 25　回答状況
調査対象 調査対象数 回収数 回収率（％）

市町村国保 1,716 1,657 96.6

国保組合 163 159 97.5

広域連合 47 47 100.0

国保連合会 47 47 100.0

6  調査時点における全国の市町村数は 1,741であるが、「市町村国保」について、大雪広域連合、山形県最上地区広
域連合（金山町、真室川町、鮭川村、戸沢村）が広域連合として保健事業を実施しているため、広域連合１保険
者として回答しており、調査対象の総数は 1,716となっている。
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1.6.3　調査結果

第 1期データヘルス計画の策定状況や実施から 3年目を迎えるヘルスサポート事業における支
援・評価委員会による支援についての実態調査を実施した。

（1）データヘルス計画の策定状況・体制

1）計画策定時期
データヘルス計画は、市町村国保では 6割強（平成 26年度は 366保険者、平成 27年度は 710

保険者）、国保組合では 4割程度（平成 26年度は 13保険者、平成 27年度は 46保険者）が策定済
みで、これから着手する保険者もいる一方、広域連合では全ての広域連合で策定済みであった（図
表 26）。また、市町村国保では、計画未策定保険者は規模の小さい保険者が多かった（図表 27）。

図表 26　計画策定時期＜保険者等種別＞

22.1 42.8 23.6 11.3

8.2 28.9 35.2 27.7

68.1 29.8

64.9

37.1

100

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

0.2市町村国保 n=1657

国保組合 n=159

広域連合 n=47

2.1

平成25年度策定 平成26年度策定
平成27年度策定 今年度策定中もしくは策定予定
未着手 無回答
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2）計画策定体制
計画策定体制としては、市町村国保の場合、国保部署が主担当となり、庁内複数の部署が連携
して策定した割合が高く（図表 28・図表 29）、国保組合、広域連合については担当者が単独で策
定した割合が高かった（図表 30・図表 31）。

n=1102 71.5 26.1

1.6

0.7

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

図表 27　計画策定時期＜市町村国保・保険者規模別＞

図表 28　計画策定の主担当部署＜市町村国保＞

大規模・中規模保険者と小規模保険者の「計画策定済み・策定中もしくは策定予定」と「未着手」でカイ二乗検定 
*：p＜ 0.05

25.0 59.6 7.7 7.7

23.6 49.0 20.8

32.9 28.819.8

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

0.2

大規模保険者 n=52

中規模保険者 n=934

小規模保険者 n=671 18.3 0.1

*
6.4

平成26年度策定 平成27年度策定
今年度策定中もしくは策定予定 未着手
無回答

国保担当部署 衛生担当部署 その他 無回答
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n=47 （複数回答）
図表 31　計画策定体制＜広域連合＞

市町村の幹部や担当者を交えて策定

広域連合が単独で策定

外部機関等を含む委員会にて策定

その他

0 20 40 60 80 100

63.8 

6.4 

12.8 

(%)

12.8 

34.0 34.0 

n=1102 （複数回答）
図表 29　計画策定体制＜市町村国保＞

主担当部署単独で策定

庁内複数部署による協議で策定

外部機関等を含む委員会で策定

その他

0 20 40 60 80 100

34.4

59.0

6.1

6.5

(%)

34.4

n=61 （複数回答）
図表 30　計画策定体制＜国保組合＞

保険者の担当者が策定

組合員就業先の担当者と連携し作成

外部関係機関等を含む委員会で策定

その他

0 20 40 60 80 100

80.3 

0.0 

9.8 

16.4 

(%)

16.4 



77

第
1
章

国
保
中
央
会
に
よ
る
支
援
・
評
価
委
員
会
の
活
動
支
援

市町村国保について規模別にみると、大規模保険者は外部委託している割合は高い（44保険者
中 17保険者）が、そのうち計画策定の全般を委託するのではなく、一部のみを委託している割合
も高かった。一方規模が小さくなるほど外部委託をしている割合は低く（中規模保険者 700保険
者中 194保険者、小規模保険者 358保険者中 48保険者）、計画策定の一部より全般を委託してい
る割合が高かった（図表　32）。

図表　32　計画策定の外部委託の状況＜市町村国保・保険者規模別＞

保険者規模別に「外部委託有」と「外部委託無」でカイ二乗検定　*:p<0.05

外部委託有

計画策定の全般を委託 計画策定の一部を委託 その他 外部委託無 無回答

13.5 75.7

10.6

20.5

1.2

15.9 61.4

3.9

71.715.9

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

0.8

市町村国保全体 n=1102

大規模保険者 n=44

中規模保険者 n=700

85.2

27.7

*

小規模保険者 n=358 8.7

8.8

23.5

38.6

2.3

1.3

0.8

0.0

0.6

1.4

13.4

23.5

13.4

（％）
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3）支援・評価委員会による計画策定支援の状況
支援・評価委員会を活用して計画策定を行った保険者は全体の半数程度であった（図表 33）。

図表 33　支援・評価委員会の活用の有無＜保険者等種別＞

支援・評価委員会を活用した 支援・評価委員会を活用していない 無回答

市町村国保 n=1102

国保組合 n=61

広域連合 n=47

0％ 40％ 60％ 80％ 100％20％

55.0 44.4 0.6

49.2 50.8

55.3 44.7
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図表 35　支援・評価委員会の支援を受けていない理由＜保険者等種別＞

市町村国保について、保険者規模別に支援・評価委員会や外部委託の活用状況をみると、小規
模保険者において、支援・評価委員会も外部委託も活用せず、保険者単独での計画策定となって
いることが多かった（図表 34）。

支援・評価委員会の支援を受けていない理由としては、「自前で対応可能」が最も多いが、「支援・
評価委員会自体を知らなかった」との保険者もいた（図表 35）。

0％ 40％ 60％ 80％ 100％

大規模保険者 n=44

中規模保険者 n=700

小規模保険者 n=358

*

20％

27.3 36.4 11.4 25.0

21.1 35.6 6.6 35.9 0.9

8.9 40.5 43.94.5 2.2

（複数回答）

図表 34　支援・評価委員会・外部委託の活用状況＜市町村国保・保険者規模別＞

保険者規模別にその他を除き、「外部委託無 -支援・評価委員会を活用していない」とそれ以外でカイ二乗検定　
*:p<0.05

自前で対応可能

支援・評価委員会
以外から支援あり

支援・評価委員会
を知らなかった 

その他

0 40 80

＜市町村国保＞ n=950

(%)

＜国保組合＞ n=110 ＜広域連合＞ n=22

0 40 80 0 40 80

40.9

4.0

11.8

23.6

2.7

7.3

49.1

59.1

9.1

4.5

22.731.231.2

外部委託有 -支援・評価委員会を活用した 外部委託無 -支援・評価委員会を活用した
外部委託有 -支援・評価委員会を活用していない 外部委託無 -支援・評価委員会を活用していない
その他
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（2）支援・評価委員会によるデータヘルス計画策定支援

1）支援・評価委員会による計画策定支援の成果
市町村国保において、支援・評価委員会の支援の活用状況別に計画策定した保険者による自己
評価結果をみると、課題抽出、事業選択と PDCAサイクルによる事業運営については、支援・評
価委員会の支援を活用していない保険者に比べ、活用した保険者は有意に良好であった（図表
36）。

図表 36　平成 26年度に計画策定し自己評価が十分・概ね十分の保険者の割合
（市町村国保、支援・評価委員会の活用状況別）

＊：p＜ 0.05

現状分析 

課題抽出 ＊

目標設定 

事業選択 ＊

PDCAサイクルによる事業運営 ＊

0 40 60 80 10020(%)

67.2
58.2

70.9
56.6

50.8
40.2

62.3

45.5

41.8

25.4

58.2

56.6

活用有 n=244 活用無 n=122
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また、データヘルス計画を策定したことによる保健事業の実施・体制における変化として、デー
タに基づいた事業対象者の設定、事業に関する進捗管理の明確化、PDCAサイクルを意識した事
業の取組み実施等が、支援を活用していない保険者等に比べて支援を活用した保険者等で高く挙
げられていた（図表 37）。

0 40 60 8020(%)

データに基づき事業優先順位付けを検討  

データに基づき事業対象者を設定 ＊

データに基づき事業内容を設定 ＊

第三者の視点を盛込み計画策定 ＊

分析結果を踏まえて関係者に協力要請 ＊

他部署と連携し事業検討・実施 ＊

都道府県とより緊密な関係になった 

国保連合会とより緊密な関係になった ＊

事業に関する進捗管理が明確化した ＊

健康状態が明確になり、自信をもって事業実施 ＊

PDCAサイクルを意識した事業の取組実施 

医療費適正化を意識し始めた ＊

健康づくりの目的が明確になった 

データに基づいた事業評価 

その他 

39.1 
32.1 

48.5 
36.2 

53.0 
44.2 

13.4 
1.6 

24.6 
16.0 

38.1 
32.3 

5.8 
1.8 

43.4 
14.5 

29.2 
17.0 

22.4 
19.8 

56.1 
39.3 

55.1 
49.3 

55.0 
49.1 

45.7 
35.8 

3.3 
2.9 

（複数回答）

図表 37　計画を策定したことにより保健事業の実施・体制に見られた変化
（市町村国保、支援・評価委員会の活用状況別） 

＊：p＜ 0.05

36.2 

13.4 

16.0 

38.1 

17.0 

56.1 

55.1 

55.0 

活用有 n=606 活用無 n=489
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特に支援・評価委員会による支援を活用した保険者等は活用していない保険者等に比べ、現状
分析において、既存事業の振返りや質的情報の把握、地域資源の分析を実施している割合が高く
なっていた（図表 38・図表 39）。

図表 38　計画に記載された既存事業の内容＜市町村国保、支援・評価委員会の活用状況別＞

＊：p＜ 0.05

図表 39　質的情報の分析・地域資源の把握状況＜市町村国保、支援・評価委員会活用状況別＞

支援・評価委員会の活用の有無別に　無回答を除いて「分析・把握を行い計画に記載」「分析・把握は行ったが計画には
記載せず」と「分析・把握は行っていない」をカイ二乗検定　*：p＜ 0.05

支援・評価委員会を
活用した n=606

支援・評価委員会を
活用していない n=489

0% 40% 60% 80% 100%20%

【質的情報】

0% 40% 60% 80% 100%20%

【地域資源】

25.619.0

11.0

54.3

70.618.2

21.510.7

77.3

66.2

14.17.2

＊ ＊

1.2

0.2 1.4

1.7

分析・把握を行い、計画に記載 分析・把握は行っていない
分析・把握は行ったが計画には記載せず 無回答

0 40 60 80 10020 (%)

事業名 ＊

事業内容 ＊

事業の実施量（アウトプット）＊

事業の成果（アウトカム）＊

事業目標の達成要因 ＊

事業目標の未達成の理由 ＊

その他 

既存事業については記載していない 

82.0
69.1

84.2
72.4

65.8
45.6

62.0
44.2

23.4
17.0

17.3
9.8

3.8
3.5

11.2
20.4

（複数回答）

支援・評価委員会の活用有 n=606 支援・評価委員会の活用無 n=489

17.0

17.3
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また、計画策定時の課題として挙げられているアウトプットやアウトカム目標の設定は、他の
課題に比べ支援・評価委員会の支援により解決している割合が高くなっていた（図表 40）。

図表 40　計画策定時の主な課題と具体的な解決方法＜市町村国保＞
（複数回答）

0 40 60 80 10020
(%)

46.4
28.6

54.5
8.0

16.1
15.2

60.7
18.2

29.4
12.1

12.6
18.2

24.0
40.1

54.0
10.1

19.6
10.3

15.2
58.5

7.6

14.3
9.4

42.4
40.5

33.2
7.3

13.7
5.9

42.3
46.6

7.3
38.5

8.5
12.4

計画策定手順 n=560

疾病等の知識 n=214

データ分析方法 n=504

分析に必要なデータ不足 n=224

アウトプット目標の設定 n=205

アウトカム目標の設定 n=234

54.5

16.1
15.2

12.1

12.6

15.2

14.3

33.2

13.7

12.4

庁内での話し合い 支援・評価委員会による支援 連合会による支援
その他の外部有識者による支援 外部委託業者による支援 その他

37.137.1
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平成 27年度に実施した事業の自己評価についても、支援を活用している保険者等において、ス
トラクチャー、プロセス、アウトプット、アウトカムの 4つの観点での評価がより多く取り組ま
れていた（図表 41）。

（複数回答）

図表 41　主要事業の自己評価の実施状況＜市町村国保、主要事業別＞

*：p＜ 0.05

＜ストラクチャー評価＞ ＜プロセス評価＞ ＜アウトプット評価＞ ＜アウトカム評価＞

31.9

27.4

41.3

25.7

32.5

25.7

26.2

26.5

26.0

26.6

39.3

26.2

43.0

27.4

17.9

11.6

16.9

10.9

47.9

28.8

41.4

31.6

25.3

22.6

24.3

25.2

31.9

24.4

42.6

25.7

35.1

30.9

43.2

37.6

30.1

25.6

53.8

41.0

52.2

42.1

43.3

36.2

35.3

32.2

36.9

37.3

29.8

32.2

33.2

36.3

25.0

24.2

51.6

43.0

52.5

43.8

55.7

46.2

52.6

46.2

32.7

27.5

30.4

25.2

0 40 60 8020(%) 0 40 60 8020 0 40 60 8020 0 40 60 8020

若年層に関する健診

n=351

n=307

がん検診や他健（検）診

n=423

n=373

歯科に係る保健事業

n=292

n=248

特定保健指導実施率
向上に関する事業

n=461

n=386

後発医薬品に関する取組

n=385

n=302

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊ ＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

要治療・治療中断者
の受診勧奨

n=384

n=299

特定健診実施率
向上に関する事業

n=559

n=451

ポピュレーション
アプローチ

n=405

n=340

支援・評価委員会の活用有 支援・評価委員会の活用無
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図表 42　計画策定時の課題とその解決率＜保険者種別＞

計画を策定した保険者の策定時の課題として多く挙げられているのは、データ分析方法や計画
策定の手順そのもの等であり、主要な課題については、一定程度解決していた。課題として挙がっ
ているものの、解決率が低いのは医師会との連携、その他医療機関等との連携や事業実施体制が
構築できないといった点であった。
国保組合については、疾病などの専門知識の不足、質的評価の方法が分からない、アウトプット・
アウトカム目標の設定方法が不明という項目も課題として挙げられることが多かった。
広域連合についても、疾病などの専門知識の不足や分析に必要なデータ不足が課題として多く
挙げられていた（図表 42）。

（複数回答）

※のついた項目は保険者種別によっては該当する項目がないため空白となっている

＜市町村国保＞　n=1102 ＜国保組合＞　n=61 ＜広域連合＞　n=47

0 40 60 8020(%) 100 0 40 60 8020 100 0 40 60 8020 100

50.5 

19.3 

45.6 

9.2 

20.1 

18.5 

21.1 

9.3 

4.3
5.7

4.1

9.8

12.6

13.2

12.3

12.8

17.1

7.4

13.6
8.9 

92.5

66.4

78.3

40.9

62.2

59.1

55.3

56.0

42.7

39.5

3.3 
22.8 12.5

2.5 
18.5 11.7

4.5 
11.6 28.1

50.5

39.9

35.1

4.4 
4.4

15.2
10.1 

8.7
4.7 

59.0 1.6 97.3

29.5

50.8

13.1

18.0

16.4

14.8

9.8

21.3

11.5

27.9

19.7

26.2

29.5

11.5

58.1 

81.6 

32.0 

47.8

38.5 

33.3 

46.2 

6.6
26.2 20.0

6.6
18.0 26.7

6.6
13.1 33.3

1.6
18.0 8.3

3.3
14.8 18.2

4.9
0.0

1.6
16.4 9.1

19.1 14.9 56.3

0.0
23.4

0.0
0.0
19.1

4.3 31.9 11.8

0.0
17.0
0.0

4.3 23.4 15.4

4.3
19.1 18.2

27.7 6.4 81.3

17.0 27.7 38.1

21.3 19.1 52.6

2.1
17.0 11.1

17.0 29.8 36.4

10.610.6 50.0

8.5 17.0 33.3

8.58.5 50.0

計画策定の手順が
分からない

データ分析の方法が
分からない

質的評価の方法が
分からない

アウトプット目標の
設定方法が不明

事業の優先順位付け
の方法が不明

ポピュレーションアプロー
チへの対応方法不明※

医師会との連携
ができていない

その他医療機関等との
連携ができず

事業実施体制が
構築できない

事業展開にあたり、
展開方法不明

PDCAサイクルによる
事業展開方法が不明

疾病などの専門知識
の不足

分析に必要なデータ不足

アウトカム目標の
設定方法が不明

庁内の連携が
できていない

評価の方法が分からない

0.0

92.5 97.3

52.6

36.4

50.0

47.8

38.5 

46.2 

56.3

0.0

11.8

15.4

50.0

0.0

0.0

28.1

50.5

35.1

33.3

26.7

66.4

40.9

解決 未解決 解決率
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2）支援・評価委員会による支援に対する評価
支援・評価委員会によるデータヘルス計画策定支援に対する評価は「大変良かった」と「良かっ
た」をあわせると市町村国保・国保組合で 8割、広域連合で 6割（図表 43）、個別保健事業計画
の策定支援では同じく市町村国保・国保組合で 7割、広域連合で 4割となっていた（図表 44）。
国保連合会による支援については、「大変良かった」と「良かった」をあわせて市町村国保・国
保組合で 6割、広域連合で 5割となっていた（図表 45）。

0% 40% 60% 80% 100%20%

市町村国保 n=622 30.2

国保組合 n=46

広域連合 n=24

50.8 14.1

28.3 50.0 15.2

16.7 45.8 16.7 12.5 8.3

6.5

1.1

2.1

1.6

図表 43　データヘルス計画への支援に対する評価＜保険者等種別＞

0% 40% 60% 80% 100%20%

25.2 45.5 21.1

33.3 33.3 33.3

10.0 30.0 40.0 20.0

2.5

1.2

4.5市町村国保 n=242

国保組合 n=3

広域連合 n=10

図表 44　個別保健事業への支援に対する評価＜保険者等種別＞

大変良かった 良かった どちらともいえない
あまり良くなかった 良くなかった 無回答

大変良かった 良かった どちらともいえない
あまり良くなかった 良くなかった 無回答
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保険者等が国保連合会から受けた支援は、いずれの保険者等種別でも研修会形式が最も多く、
次いで文書等での情報提供が挙がっているが、個別訪問等による支援を求める声も一定程度あっ
た（図表 46）。

＜市町村国保＞　n=1657 ＜国保組合＞　n=159 ＜広域連合＞　n=47

0% 40% 60% 80% 100%20%

市町村国保 n=1657

国保組合 n=159

広域連合 n=47

19.3 45.1 13.2

13.2 47.2 17.0

8.5 44.7 29.8 17.0

20.9

20.8

1.9

0.8

0.6

（複数回答）

図表 45　国保連合会による支援に対する評価＜保険者等種別＞

図表 46　国保連合会による支援の方法＜保険者等種別＞

0 40 60 8020(%) 100 0 40 60 8020 100 0 40 60 8020

研修会への参加

個別訪問等による
支援・助言

文書等での情報提供

その他

100

67.9
59.7

20.1
54.1

32.1
46.5

8.8
9.4

66.0
70.2

21.3
44.7

23.4
48.9

10.6
2.1

70.4
75.9

25.5
48.6

39.3
50.5

8.1
4.2

67.9

54.1

32.1
46.5

8.8
9.4

66.0
70.2

44.7

23.4
48.9

10.6

70.4
75.9

25.5
48.6

50.5

8.1

受けた支援 希望する支援

大変良かった 良かった どちらともいえない
あまり良くなかった 良くなかった 無回答
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今後求める支援内容としては、いずれの保険者等種別でも分析や課題抽出のノウハウ提供に次
いで、自己評価のノウハウ提供が多く挙がっていた（図表 47）。

(%) 500 100 500 100 500 100

データ提供

分析や課題抽出の 
ノウハウ提供

個別保健事業立案時 
の助言

事業実施にあたっての
マンパワーの提供

（委託事業としての） 
事業実施

事業実施にあたって
関係者との調整

事業の自己評価の
ノウハウ提供

事業費の助成

その他

＜市町村国保＞　n=1657 ＜国保組合＞　n=159 ＜広域連合＞　n=47

（複数回答）

77.5

22.5

16.5

19.7

26.4

3.9

25.6

71.7

27.0

22.6

11.3

25.2

6.3

72.3

27.7

10.6

2.1

図表 47　今後求める支援内容＜保険者等種別＞

31.9

35.4

47.4

35.8

35.8

34.0

42.6

38.3

38.3

46.8

31.9

35.4

47.4

34.0

42.6

38.3

38.3

46.8

35.8

35.8
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なお、国保連合会と並んで保険者等を指導する立場にある都道府県から市町村国保と国保組合
が受けた支援をみると、第 1期計画策定にあたり都道府県から受けた支援のうち最も多いのは、
事業実施にあたっての指針等の提供であった。今後求める支援としては、指針等の提供と並んで
分析や課題抽出のノウハウ提供が多く挙がっていた（図表 48）。

※のついた項目は保険者種別によっては該当する項目がないため空白となっている

0 40 60 8020(%) 100 0 40 60 8020

＜市町村国保＞　n=1657 ＜国保組合＞　n=159

分析や課題抽出
のノウハウ提供

個別保健事業立案時の助言

関係者（医師会等）
との調整

事業の自己評価の
ノウハウ提供

他の保険者についての
情報提供

その他

保健事業実施の
指針等の提供

データ提供

40.9
61.0

7.9
18.6

16.7

11.3

6.0
26.8

3.4

21.0

11.1

4.9

42.2

17.0
42.6

14.3

36.4

63.2

6.3

3.1

16.4

25.8

2.5

27.0

39.6

37.3

40.9
51.6

5.0
11.9

14.5
54.1

2.5
22.0

15.1

6.3
32.7

図表 48　データヘルス計画策定に対する都道府県の支援＜保険者種別＞

100

受けた支援 希望する支援

（複数回答）

事業実施にあたっての
マンパワーの提供

※

（委託事業としての）
事業実施

※

事業費の助成※

14.3
7.4

17.0

37.3

26.8

11.1

36.4

16.7 14.5
54.1

11.3

16.4

32.7
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実態調査からは、ヘルスサポート事業（支援・評価委員会による支援）の成果として、以下の
ような点が挙げられる。

●  支援・評価委員会による支援を活用した保険者等は活用していない保険者等に比べ、計画策
定の各ステージ（現状分析・課題抽出・目標設定・事業選択）における自己評価が良好であった。

●  データヘルス計画を策定したことによる保健事業の実施・体制における変化として、データ
に基づいた事業対象者の設定、事業に関する進捗管理の明確化、PDCAサイクルを意識した
事業の取組み実施が、支援を活用していない保険者等に比べて支援を活用した保険者等にお
いて高い割合で挙げられていた。

●  支援・評価委員会による支援を活用した保険者等は活用していない保険者等に比べ、現状分析
における既存事業の振返りや質的情報の把握、地域資源の分析の実施割合が高くなっていた。

●  4つの観点による自己評価は、多くの事業において、支援を活用した保険者は活用していな
い保険者に比べ、より高い割合で実施していた。
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1.7　保険者等事例のとりまとめ
1.7.1　 支援・評価委員会の支援により気付きがあり、効果的な変化が見られた

保険者等の事例（平成26年度：10事例、平成27年度18事例）

国保連合会より提出された事業報告書より、保険者等は支援・評価委員会の支援を受けて様々

な気付きを得たことが明らかになった。そこで、国保中央会は運営委員会の助言のもとに、支援・

評価委員会の支援を受けた保険者等の状況について事例として取りまとめた。

事例を抽出する際に着目した点は主に以下の 3点である。
●  保険者が支援・評価委員会の支援を受けたことにより、気付きや変化が見られ、PDCAサイ

クルによる保健事業の展開ができるようになった（あるいは事業の展開が期待できる計画が

策定されている）。
●  支援・評価委員会の個別やグループ支援により、保険者から寄せられる疑問に対し、適切に

回答、方向性を示すなどの助言がなされ、保険者等が保健事業を行う上での体制づくり、具

体的な事業実施に効果的な影響が出ている。
●  支援を求める保険者について事務局が事前ヒアリング等により積極的に情報収集を行い、そ

の情報を的確に整理し保健事業支援・評価委員に提供する等、円滑な運営が行われている。

これらに該当する保険者等を抽出し、国保連合会並びに個別保険者等に情報収集を行い、事例

を取りまとめた（＜別冊＞事例集「保健事業支援・評価委員会の支援を受けた保険者等の事例」

参照）。

この気付きのあった事例については、以下の事項が共通してみられた。

①　支援・評価委員会による支援の特徴

保険者等が助言を受けたい内容に対し、市町村国保については住民全体を俯瞰してみる視点

や住民の健康度を上げていくための保健事業等の助言がされていた。その際、効果的な実施に

向けて、関係者及び関係機関との連携のとり方についても助言がされていた。さらに、まちの

健康課題の設定の視点、課題に応じたそれぞれの保健事業の対象者の設定方法、具体的な事業

の実施方法等、保健事業に対する改善の道しるべとなるような保険者等の状況に合わせた助言

があった。

②　国保連合会事務局による支援の特徴

委員会の開催時間内で委員が効果的に助言を行えるよう、国保連合会事務局が入念な事前ヒ

アリングを実施し、保険者等が助言を受けたい内容等を引き出して取りまとめていた。また、

委員会前のヒアリングで国保連合会事務局により解決できる課題については事務局自ら支援

を行っていた。委員会開催後も、委員からの助言を取りまとめ、保険者に伝えていた。

個別保険者等に対する活動以外でも、国保連合会事務局が支援・評価委員会の助言を受けな

がら、ガイドラインで示した様式等を変更する等の工夫をし、保険者への支援に活用していた。
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③　支援を受けた保険者に見られる効果

支援を受けた保険者等は、データ分析に使用するデータ、対象者をより明確にするために掘

り下げて分析するポイント、データの見える化の仕方等の具体的な助言を得て、データヘルス

計画及び個別保健事業計画に反映させることができていた。あわせて、実現可能で具体的な数

値目標を立てることの必要性に気付いた保険者もあった。

専門的な第三者の視点から事業の改善点を指摘され、従来の事業実施方法を見直すことがで

きた保険者等もあった。具体的な指摘としては、効果的な事業となるように事業の対象者を絞

ること、地区組織等を活用し住民を巻き込むこと、他部署との連携をより強化し庁内全体で事

業に取り組むこと等があった。

事業評価については、保険者等ではこれまでアウトプット評価が中心に行われてきたが、支

援を受けた保険者等はストラクチャー・プロセス・アウトプット・アウトカムの 4つの観点

で評価するようになった。今後の個別保健事業の実施及び第 2期データヘルス計画策定に向

けて、4つの観点での評価をより意識し、PDCAサイクルに沿った展開をしていきたいと考え

ている保険者等が多かった。

1.7.2　 PDCAサイクルに沿ったデータヘルス計画を策定している保険者等の事例
（28事例）

平成 28年度に実施したデータヘルス計画・保健事業等に関する実態調査では、国保連合会より、

PDCAサイクルによるデータヘルス計画の策定ができている保険者の推薦を受けた。この中から

PDCAサイクルに沿ったデータヘルス計画を策定している事例を計画の策定経緯・計画のポイン

トを中心に取りまとめた（＜別冊＞事例集「PDCAサイクルに沿ったデータヘルス計画を策定し

ている保険者等の事例」参照）。

これらの事例にみられる共通点は、国保部門と衛生部門の庁内連携により計画を策定していたこ

とであった。中には、介護部門と連携したり、庁内に会議体を設け、協議や学習会を重ねて計画を策

定していた保険者もあった。保健事業の成果を出すためには医師会等との関係機関と積極的な連携

が必須と考え、医師会、栄養士会、保健指導委託事業者、研究機関、学識経験者を含めた策定委員会

を組織し、関係機関との協働で計画を策定した保険者もあった。また、第 2期データヘルス計画策

定に向けて、第 3期特定健診等実施計画との関係や保険者努力支援制度を意識した保険者もあった。

その他、特徴的な点として以下の 5点が挙げられる。

1つ目には、課題を踏まえて設定された目標が具体的であり、かつ実行可能なものとなっていた

ことである。例えば、特定健診実施率の向上において「前年度より 4％向上する」、「初回受診者の

割合の向上」などを掲げ、目標を達成するための具体的な保健事業を計画している保険者があった。

2つ目としては、事業実施に向けて、医師会、歯科医師会、薬剤師会、民間事業者、在宅保健師

等会などの関係機関との連携に努めたり、健康づくり推進員等の住民の互助の力を引き出す事業
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運営を行っている保険者が多くみられた。

3つ目としては、効果的に事業を展開するために、進捗管理が強く意識されていた。

4つ目としては、国保部門と衛生部門の庁内連携により、評価体制を構築し、ストラクチャー、

プロセス、アウトプット、アウトカムの 4つの観点で自己評価を実施し、その上で支援・評価委

員会の支援や助言を受け、国保運営協議会に報告、見直しを実施していた。

5つ目の特徴としては、第 1期データヘルス計画では多く見られなかったがん対策や地域包括

ケア等の取組みを挙げる保険者もあった。
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さまざまなデータの見え方、作り方、
 まとめ方～職種間の連携

〉〉〉　運営委員会　鈴木 寿則 委員

データヘルス計画では、保健師や栄養士が日々の業務から感じられる「質

的データ」とレセプト・健診データによる「量的データ」を上手に結び付け

ることが求められています。また、PDCAサイクルにおける「ストラクチャー

評価」に見られるように、保健事業の効果的・効率的な実施には、庁内職員

の体制、他機関との連携体制が必要となってきます。

このような保険者ニーズに応えるためには、支援にあたる連合会におい

ても、専門職と事務職の連携が重要です。それぞれの役割もありますが、

事務職が作成するデータ集計やグラフ、分析結果に対する考察には、専門

職とはまた違った視点で、これまでにない新たな発想や手法が多く見受け

られます。同様に、事務職にとっての専門職の視点や考え方は、大変参考

になることでしょう。連合会として、支援する側の連携があってこそ支援

される側の立場が分かり、データの見方をはじめとする多角的な保険者支

援が可能となります。

コ ラ ムコ ラ ム
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第 2章　 支援・評価委員会を中心とした保険
者支援活動

2.1　 保険者等が特に困っている事項、 
助言を得たい事項を踏まえた支援体制の検討

平成 26年度のヘルスサポート事業の開始時に、各都道府県の国保連合会は支援・評価委員会に
よる保険者支援に先立って、各保険者等より特に困っている事項、助言を得たい事項についての
情報を集めた（図表 49）。
保険者等が支援を希望する内容をみると、現状分析の方法と回答したのは、62.6%であった。
具体的な内容として「数値以外の情報の分析方法がわからない」、「これまで行った現状分析が妥
当であるかがわからない」が挙がっていた。
健康課題の抽出について支援を希望すると回答したのは、62.3％であった。具体的な内容とし

て「具体的な方法がわからない」、「KDBの活用方法がわからない」が挙がっていた。
保健事業等の計画立案について支援を希望すると回答したのは、55.6％であった。具体的な内

容として「誰を保健事業の対象としていいかがわからない」、「課題に応じた事業の企画立案がで
きない」が挙がっていた。
実施体制の構築について支援を希望すると回答したのは、39.5％であった。具体的な内容とし
て「関係者間の連携（部門間連携／医師会・医療機関との連携等）がとれていない」、「担当する
職員数の不足／職員の経験不足」、「計画策定にあたりどこまで外部委託をしていいかわからない」、
「PDCAをどのように回していけばよいかわからない」が挙がっていた。
保健事業の評価について支援を希望すると回答したのは、52.6％であった。具体的な内容とし

て「評価指標／目標値の設定方法がわからない」が挙がっていた。

図表 49　保険者等が特に困っている事項、助言を得たい事項（複数回答）
保険者(n=325)
(　)内は割合(%)

広域連合(n=17)
(　)内は割合(%)

計(n=342)
(　)内は割合(%)

現状分析
・数値以外の情報の分析方法がわからない
・これまで行った現状分析が妥当であるかがわからない　等

203(62.5) 11(64.7) 214(62.6)

健康課題の抽出
・具体的な方法がわからない
・KDBの活用方法がわからない　等

201(61.8) 12(70.6) 213(62.3)

保健事業等の計画立案
・誰を保健事業の対象としていいかがわからない
・課題に応じた事業の企画立案ができない　等

178(54.8) 12(70.6) 190(55.6)

実施体制の構築
・ 関係者間の連携（部門間連携／医師会・医療機関との連携等）
がとれていない
・担当する職員数の不足／職員の経験不足　等

128(39.4) 7(41.2) 135(39.5)

保健事業の評価
・評価指標／目標値の設定方法がわからない　等

171(52.6) 9(52.9) 180(52.6)
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2.2　支援・評価委員会の開催

全国47都道府県において支援・評価委員会が設置され、各都道府県の公衆衛生に関する有識者を
はじめとした関係者による委員会が開催され、保険者等からの申請内容を踏まえた支援が実施された。
平成 28年度の全国の支援・評価委員会の委員の数は、319人であった。大学等研究機関の公衆

衛生に関する有識者（32.0%）や保健所職員を含めた都道府県職員（38.6%）が中心となっていた（図
表 50）。
支援を希望する保険者等は年々増加し、それに伴い委員会の開催回数も増加した（図表 51・図

表 52）。

所属等
大学等研究機関の有識者

3.医療機関の医師 4.保健所職員 5.都道府県職員 6.民間企業 7.その他 構成人数 
（計）（再掲）

1.公衆衛生医学
（再掲）

2.公衆衛生看護学

平成26年度 57 18.2% 42 13.4% 99 31.5% 20 6.4% 31 9.9% 81 25.8% 5 1.6% 78 24.8% 314 100%

平成27年度 60 18.4% 44 13.5% 104 31.9% 25 7.7% 38 11.7% 79 24.2% 5 1.5% 75 23.0% 326 100%

平成28年度 58 18.2% 44 13.8% 102 32.0% 30 9.4% 43 13.5% 80 25.1% 6 1.9% 58 18.2% 319 100%

図表 50　支援・評価委員会の委員数

市町村国保 国保組合 後期高齢者医療広域連合 計

①
管内
保険者数

④事業支援保険者数計
（②+③）

⑤
事業
支援率
（④ /①）

⑥
管内
保険者数

⑨事業支援保険者数計
（⑦＋⑧）

⑩
事業
支援率
（⑨ /⑥）

⑪
管内広域
連合数

⑫
支援広域
連合数

⑬
事業
支援率
（⑫ /⑪）

Ⅰ．
管内

保険者等数
（①＋⑥＋⑪）

Ⅳ．事業支援保険者等数
（Ⅱ＋Ⅲ）

Ⅴ．
事業
支援率
（Ⅳ /Ⅰ）

②
（再掲）
ヘルス
アップ
事業 (計）

③
（再掲）
ヘルス
アップ
事業以外

⑦
（再掲）
ヘルス
アップ
事業 (計）

⑧
（再掲）
ヘルス
アップ
事業以外

（再掲）
Ⅱ．

ヘルスアップ
事業支援
保険者数
（②＋⑦）

（再掲）
Ⅲ．

ヘルスアップ
事業以外の支
援保険者等数
（③＋⑧＋⑫）

平成26年度 1,716 156 375 531 30.9% 164 6 19 25 15.2% 47 24 51.1% 1,927 162 418 580 30.1%

平成27年度 1,716 317 445 762 44.4% 164 6 35 41 25.0% 47 26 55.3% 1,927 323 506 829 43.0%

平成28年度 1,716 359 515 874 50.9% 163 8 40 48 29.4% 47 24 51.1% 1,926 367 579 946 49.1%

図表 51　支援・評価委員会及び国保連合会による支援保険者等数
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図表 52　都道府県別支援保険者等数

平成26年度　支援保険者等数 平成27年度　支援保険者等数 平成28年度　支援保険者等数
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図表 53　支援・評価委員会におけるデータヘルス計画策定支援の流れ

2.3　支援・評価委員会による保険者支援の実際

各国保連合会より提出された事業報告書によると、支援・評価委員会による保険者等のデータ
ヘルス計画策定支援の流れは概ね以下のとおりであった（図表 53）。

支援・評価委員会による
支援

支援・評価委員会による
支援

保険者等による
データヘルス計画完成

保険者等による
データヘルス計画案策定

事務局による
事前ヒアリング

保険者等による
ワークシート記入

保険者等による
・課題の洗い出し
・既存事業の整理

ワークシート記載状況の
確認・追加の情報収集
保険者等の考え・状況・課題の把握

ワークシートをもとにした
現状分析結果に対しての
助言

・個別委員やWGによる個別支援
（質問対応等）
・ 事務局による 
保険者データの提供 
他保険者についての情報提供

等

・ データヘルス計画案に対しての 
助言
・文書による助言

委員・事務局による
個別フォロー
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保険者等による課題の洗い出し、既存事業の整理にあたっては、ガイドラインで示したワーク
シートを用いた支援・評価委員会が多かった。中には独自に作成した様式を用いて現状整理等を
行い、計画策定を支援した支援・評価委員会もあった。
平成 27年度は、前年度の各支援・評価委員会の活動状況を参考に、支援を申請する保険者等に

事務局が事前にヒアリングを行い情報を整理した上で、委員会の場等において委員による対面で
の助言を実施し、その内容を後日事務局が書面にして保険者等にフィードバックする支援・評価
委員会が多くなった。
支援にあたっては、支援・評価委員会委員が 1保険者ずつ個別に支援する場合や複数の保険者
等を集めてグループでの支援を行う場合があった。後者の場合は保険者等同士がそれぞれへの助
言を共有することで新たな気付きが得られる相乗効果もあった。また、支援申請をしていない保
険者も含めて委員会を公開し、情報共有を図った支援・評価委員会もあった。支援申請保険者が
多い場合には、全ての委員が集まるのではなく、担当委員を決める、委員会とは別途ワーキング
を設け、ワーキング委員による支援を実施する、保健所等の協力を得て支援を行う等の対応をし
た支援・評価委員会もあった。委員が講師となって研修会方式で計画策定にあたっての課題の整
理や目標設定への支援を行っている支援・評価委員会もあった（これらの具体的な活動については、
＜資料＞保健事業支援・評価委員会による支援事例（331頁～ 381頁）参照）。

2.3.1　個別保健事業計画策定支援

保健事業の全体計画であるデータヘルス計画とあわせて、保険者等は個別保健事業の計画策定
も必要となる。支援・評価委員会は個別保健事業の対象者の抽出基準や評価指標等の具体的事項
についても助言を行った。また、評価計画作成の段階で評価計画の立案を求めた。

2.3.2　個別保健事業の評価

改訂版のガイドライン等をもとに、支援・評価委員会は、策定済みのデータヘルス計画や実施
された個別保健事業の評価も実施した。
評価にあたってはガイドラインで示した様式やそれを改変した様式を用いて、事業実施後には
自己評価を保険者自身にしてもらい、その内容を支援・評価委員会で確認する作業が行われた。
個別保健事業を評価する作業を通じて、保険者等は事業の開始時からストラクチャー、プロセス、
アウトプット、アウトカムの４つの観点を意識するようになった。事業開始時に評価計画を立て
る必要性が強く意識付けられ、評価しやすい目標値の設定を行い、逐次事業の振返りを行うよう
にもなった。
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図表 54　支援・評価委員会における個別保健事業計画策定・評価の流れ

支援・評価委員会による
支援

支援・評価委員会による
評価

保険者等による
様式 4記入

事務局による
事前ヒアリング

保険者等による
個別保健事業の実施

保険者等による
様式 5記入

保険者等による
次年度事業への反映

保険者等による
個別保健事業計画策定
（様式 4：<資料>126頁参照）

記載状況の確認・追加の情報収集
保険者等の考え・状況・課題の把握

様式をもとにした助言

保険者等による
個別保健事業の評価
（様式 5：<資料>127頁参照）

様式 5記載内容の確認・評価・助言
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2.4　保険者支援の形態

支援・評価委員会による保険者等への支援形態は、主に以下のとおりである（図表 55）。
●  委員会の場に支援対象保険者が同席し、委員と対面の上で意見交換・助言
● 委員会等の場での助言・評価内容等を文書等で伝達
● 研修会形式で支援対象保険者を支援
● 委員会の委員が保険者を直接訪問して支援
● ワーキング・グループを設置しての対応
支援の形態は運営委員会並びに国保中央会からの情報提供や報告会における意見交換等を踏まえ、
年々変化していた。平成 26年度から平成 27年度にかけて見られた変更には以下のとおりであった。

● 委員会の場に支援対象保険者が同席し、直接対面支援を行う
●  平成 26年度は文書のみで支援をしていたが、平成 27年度は対面支援を行った上での文書
での助言内容の伝達

● 対面支援では口頭による助言内容を伝えただけではなく、その内容を文書でも伝達
●  一つひとつの支援対象保険者に対する助言を個別にするのではなく、複数の保険者が一堂に
会する場で、他の保険者に対する助言内容も聞くことができる場をセッティングする

図表 55　平成 26・27年度の支援・評価委員会における保険者支援の形態
平成 26年度 平成 27年度

支援・評価委員会に
支援対象保険者等が
同席しての意見交
換・助言をしている

北海道・青森・宮城・福島・栃木・茨
城・埼玉・神奈川・新潟・富山・福井・
長野・静岡・愛知・三重・滋賀・京都・
大阪・兵庫・奈良・和歌山・鳥取・島根・
岡山・愛媛・高知・福岡・長崎・大分・
鹿児島

北海道・青森・岩手・宮城・福島・栃木・
埼玉・東京・神奈川・新潟・富山・福井・
山梨・長野・岐阜・静岡・愛知・三重・
滋賀・京都・大阪・兵庫・奈良・和歌山・
鳥取・島根・岡山・徳島・香川・愛媛・
高知・福岡・佐賀・長崎・熊本・大分・
宮崎・鹿児島

支援・評価委員会か
ら助言・評価内容を
支援対象保険者等に
対して文書伝達

岩手・東京・新潟・京都・兵庫・奈良・
広島・香川・佐賀・宮崎

北海道・青森・山形・東京・新潟・長野・
岐阜・滋賀・京都・兵庫・奈良・島根・
岡山・徳島・香川・高知・福岡・熊本・
宮崎

支援対象保険者に対
して研修会形式での
支援

石川・徳島・佐賀・沖縄 茨城・石川・福井・長野・岐阜・愛媛・
沖縄

支援・評価委員会委
員が支援対象保険者
等に出向いて意見交
換・助言をしている

北海道・山形・栃木・群馬・茨城・埼玉・
千葉・神奈川・富山・山梨・三重・京都・
福岡・鹿児島

北海道・福島・群馬・埼玉・千葉・富山・
山梨・三重・京都・奈良・島根・福岡・
長崎・大分

ワーキング等を設置
しての支援

青森・宮城・富山・福井・岐阜・愛知・
熊本

青森（14回）・宮城（2回）・千葉（33
回）・富山（2回）・岐阜（2回）・愛知（2
回）・三重・熊本（2回）
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平成 26年度 平成 27年度

複数保険者に対する
支援に見られる工夫

北海道・福島・群馬・三重・滋賀・佐賀・
沖縄

青森＜保健所単位でワーキングによる
支援＞
埼玉＜保健所単位での研修の開催＞
神奈川＜ 2～ 3保険者を 1グループと
して、各グループに担当委員を決めて
個別支援＞
新潟＜ 13保険者を 3グループに分け、
グループで情報交換＞
静岡＜支援申請保険者以外にも、支援・
評価委員会の傍聴を可能に＞
滋賀＜委員とは別途任命した補助委員
と事務局で事前ヒアリング＞

※下線のあるところは、設置のみでワーキングとしての実働はなし

2.5　事務局による運営支援

事務局である国保連合会は、支援・評価委員会による保険者支援を円滑に進めるために、事前
ヒアリング等様々な支援を実施した。保険者等への事前ヒアリングを行った国保連合会の数は、
平成 26年度と 27年度を比較すると圧倒的に増えており、対象となる保険者等数も増えた。数の
増加にもかかわらず、事務局は支援に先立ち個別の保険者等の情報を丁寧に収集した。現状を把
握するだけでなく、助言を受けたい内容や保険者等が自らでは気付きにくい課題を整理し、支援・
評価委員会の委員の助言が効率的に提供されるよう支援していた。
支援前だけでなく支援期間中においても、国保連合会により運営にあたって多くの工夫等が行
われていた。保険者等への直接訪問や電話・メール等により、支援・評価委員会の助言を伝えて
理解を促し、委員会の支援をフォローする国保連合会が多かった。ガイドラインに盛り込まれた
様式だけでなく、国保連合会自らが各種帳票を作成し、保険者等からの情報の入手や保険者等へ
の情報提供を行っていた。保険者等から提出された資料を支援・評価委員会提出用に整理し、委
員会での議論が円滑に進むような支援を行う国保連合会もあった。支援・評価委員会の助言を取
りまとめ、支援を希望した保険者等に対してだけでなく、広く域内の保険者等にフィードバック
する等、多くの保険者等に向けた活動を行っている国保連合会もあった（図表 56）。

図表 56　平成 26・27年度の事務局による運営支援
平成 26年度 平成 27年度

ヒアリング等の
事前準備

岩手・栃木・愛知・兵庫・宮崎 北海道・青森・岩手・宮城・秋田・山形・
福島・群馬・埼玉・千葉・神奈川・新潟・
富山・福井・長野・岐阜・三重・滋賀・
京都・大阪・兵庫・奈良・和歌山・広島・
山口・徳島・香川・愛媛・高知・福岡・
長崎・大分・宮崎
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平成 26年度 平成 27年度

多様な支援活動 新潟・長野・京都・広島・徳島・佐賀・
熊本

愛知・香川・福岡・大分

また、支援・評価委員会とは別途、国保連合会事務局単独で、下記に示す内容の支援を実施し
ていた（図表 57）。

図表 57　平成 27年度の事務局単独による保険者支援（複数回答）

実施連合会数 実施割合

各種データ提供 46 98％

データ分析方法の助言 39 83％

国の動向等の情報提供 25 53％

関係機関の紹介 7 15％

その他 13 28％

全　体 47 100％

2.6　国保連合会による保険者向け説明会・研修会の開催
支援・評価委員会による保険者支援とは別途、国保連合会は、保険者等に対してデータヘルス
計画の策定方法や KDBシステムの活用についての各種説明会や研修会を開催した。
従来国保連合会による研修会は、有識者による講義形式の知識提供が中心であった。ヘルスサ
ポート事業では、データ分析に基づいた保健事業を積極的に支援するようになり、研修の実施形
態も保険者等の担当者がグループワークなどを通じて実践的な内容を身につけることを目指す参
加型の研修に変化してきている（国保連合会による研修は＜資料＞ 381頁～ 414頁参照）。

2.7　支援・評価委員会による保険者支援に見られた変化
平成 26年度は、支援・評価委員会による保険者支援の開始年度であったため、支援・評価委員

会委員並びに国保連合会事務局ともに、試行錯誤を繰り返して支援を行った。支援・評価委員の
中には保険者等の実情を知らない委員もいたが、実際に保険者と接することにより、机上での保
険者支援だけではなく、現場に根付いた支援活動が展開されるようになった。
平成 27年度は、保険者の取組みをより効果的・効率的に支援するために支援・評価委員会も様々
な工夫を講じた。2年目で支援・評価委員会の認知度が上がり、支援申請保険者数の増加に対応す
るために、支援の形態や体制の見直しが行われた。支援内容についても、データヘルス計画の策
定だけではなく、個別保健事業計画の策定支援や個別保健事業の評価にも範囲が広がった。グラ
フの見せ方や言葉の使い方等計画の表記上の問題点についての指摘のほか、データ分析の結果を
踏まえた課題と事業の関連性や対象者の抽出方法についての細かい助言が行われる等、内容的に
も深まりが見られた。個別の保険者等に応じた支援を行うことが意識され、事務局は事前ヒアリ
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ングで保険者等の状況を把握し、委員との間のコーディネートも行った。委員会での助言内容に
ついても、事務局が取りまとめ、保険者等にフィードバックする等きめ細かい対応がされた。ヘ
ルスサポート事業により、国保連合会による保険者支援が大きく変化した。
平成 28年度には、支援内容がさらに進化し、ガイドラインの様式等を活用して、個別保健事業

の計画策定支援や事業評価を行う等、支援・評価委員会の活動に一層の広がりが見えた。特に個
別保健事業計画の策定支援においては、計画の策定段階から評価を意識させ、評価指標、評価方法、
体制を盛り込んだ評価計画も立案する指導が多くの支援・評価委員会で実施されていた。
手探りの状況で活動を始めた支援・評価委員会は、「国保連合会保健事業支援・評価委員会委員
による報告会」での得られた情報や他の地域での支援の活動に関する情報も参考に、効果の上が
る支援のあり方について議論を重ね、改善を図ってきた。
支援・評価委員会の保険者支援の活動にみられる変化は以下のようなものであった。
●  支援対象保険者数の増加に伴う支援・評価委員会委員の増員や開催回数の増加、グループ化
による複数保険者への対応

●  支援対象保険者が他の支援対象保険者に対する助言を共有化できるようにする工夫（対面支
援の場の公開や他の保険者への助言内容の公開）

● 支援対象保険者同士の情報交換の機会（主に研修やグループワーク）の提供
● 支援対象保険者への文書による助言内容のフィードバック
● 事務局による保険者等の情報整理のための帳票並びにその記入例の作成
●  事務局による事前ヒアリングや中間ヒアリングによる情報整理・途中段階でのアドバイス等
の充実

● 事務局による保険者等における事業の進捗管理の実施
● ひな形の作成等による計画未策定保険者等への支援の実施
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国保連合会に期待すること
〉〉〉　運営委員会　飯山 幸雄 委員

平成 26年度、47国保連合会に、地域の大学等の先生を初めとする有識者

約 320名に参画いただき「保健事業支援・評価委員会」が、設置されました。

以後、平成 28年度には予想を上回る 946保険者等が本委員会の支援・評価

を受けるまでに事業規模が拡大してまいりました。

国保連合会においては、本委員会の事務局の職員を揃えるのに大変ご苦労

されたと思いますが、事務局の方々は、保険者等を訪問して事業に関するヒ

アリングを行なったり、有識者の先生方の事業に対する考え方や評価に関す

るアドバイスそして内容の取り纏めの方法などを直接身近でお聞きするな

ど、これまでにない経験を積まれたことと思います。

国保連合会の事務局の方々には、本事業を担当する中で、保険者等が実施

すべき保健事業のノウハウを蓄積し、先生方のご指導に学んで保険者機能へ

の強力なサポート力をつけ、保険者等の皆さんから頼られる存在になってい

ただきたいと願っております。

コ ラ ムコ ラ ム
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第 3章　国保連合会の事業報告書より
国保中央会は、ヘルスサポート事業の実施にあたり、国保連合会より毎年事業報告書の提出を受
けた。事業報告書には、保険者支援の実績だけでなく、支援を受けた保険者等や支援を実施した支援・
評価委員会、事務局からみた効果や課題についても記載されている。
本章は、国保連合会からの事業報告書に挙げられた効果と課題を取りまとめたものである。

3.1　 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業実施による 
保険者等や支援・評価委員会委員・事務局からみた効果

3.1.1保険者等からみた効果

支援を受けた保険者等が事業報告書で挙げた効果についての詳細な意見は、図表 58に示すが、
それらをまとめると以下のとおりとなる。

◆ 抱えていた課題の解決と新たな気付き

支援・評価委員会による支援を受けた保険者等からは、現状分析に関して「既存事業の整理が
できた」、「健康課題の分析方法が明らかになった」、健康課題の抽出については「健康課題を明確
にできた」、保健事業の計画立案については「データヘルス計画の目的、目標設定の捉え方、評価
指標の考え方が明らかになった」や「課題に結びついた事業計画が設定できた」、事業実施にあたっ
ては「対象者の抽出基準が明確になった」等の意見が挙がっており、支援を受ける前に抱えてい
た課題が解決したことが示されていた。
事業実施体制については、「関係機関との連携のとり方についての助言が得られた」、「庁内が一
丸となって計画策定・保健事業に取り組む体制ができた」等支援を受けることにより、連携の重
要性について気付きが得られたとの声が聞かれた。その他、被保険者目線での計画策定の必要性
を認識した保険者等もあった。

◆ PDCAサイクルによる保健事業展開の必要性の認識

ヘルスサポート事業が 2年目になると、支援・評価委員会による保険者支援では、データヘルス
計画の策定支援だけでなく、個別保健事業の計画策定支援や評価も行われるようになった。事業開
始時に評価計画を立案することも含め PDCAサイクルによる事業展開の必要性がガイドラインにお
いて強調されたため、各支援・評価委員会はこの考え方に沿った支援を実施した。その結果、保険
者等からは「事業を PDCAサイクルで実施することの重要性に気が付いた」や評価計画を立てる
ことにより「客観的な視点での評価指標が必要であることが分かった」との意見が出されていた。
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◆ 保健事業実施の後押し

支援・評価委員会による支援を受ける前には、計画策定や保健事業の展開について不安を抱え
る保険者等もいた。策定した計画や実施した保健事業について支援・評価委員会に指導・助言を
受けることによって、不安が解消し、自信を持って事業を実施できた保険者もあった。委員会で
は保険者等が「自らの状況を責任をもって説明しなければならず、真剣に取り組むことができた」
との意見も挙げられていた。
また「改善点だけではなく、良いところを指摘してもらえたことにより、関係者のモチベーショ
ンにつながった」、「委員会からの助言があったため、内部での了解が得られやすくなった」等、
委員会の支援が事業実施の後押しになったとの声も挙がっていた。
さらに、不足しがちである人材について、委員会からの助言をもとに人事当局と協議し、増強
ができた保険者もあった。

◆ 他の保険者についての状況把握

ヘルスサポート事業では、支援を受けた保険者等が委員会の場に出席し、データヘルス計画や
個別の保健事業について発表する支援・評価委員会が多かった。その際、複数の保険者等が同時
に出席することもあり、互いの状況を知る良い機会になったという意見も聞かれた。

図表 58　保険者等からみた効果
分類 具体的な意見

抱えていた
課題の解決と
新たな気付き

＜データヘルス計画の策定＞
・ 既存事業の整理ができた。
・ 健康課題の分析方法が明らかになった／健康課題を明確にできた。
・ 計画策定の意義を認識できた。
・ データヘルス計画の目的、目標設定の捉え方、評価指標の考え方が明らかになった。
・ 質的情報に基づいた分析が必要であることに気付いた。
・ 課題に結びついた事業計画が設定できた。
・ 被保険者目線に立った計画ができた／分かりやすい表記の計画書ができた。
＜計画の策定・保健事業の実施体制＞
・国保・衛生部門の連携が推進された。
・庁内が一丸となって計画策定・保健事業に取り組む体制ができた。
・関係機関（医療機関）との連携のとり方についての助言が得られた。
・管内市町村との連携の必要性を感じた。＜広域連合＞
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分類 具体的な意見

抱えていた
課題の解決と
新たな気付き

＜個別保健事業計画＞
・ 評価計画を立てることにより、客観的な評価が可能となる数値目標の必要性に気付い
た。
・ 個別の保健事業の実施方法（対象者の設定の考え方、検査の方法等）について助言が
得られた。

＜その他＞
計画策定全体の考え方やプロセスが分かり、他の事業にも活かすことができた。

PDCAサイクル
による保健事業
展開の必要性の
認識

・ 地域資源の活用による事業実施の必要性について認識できた。
・ PDCAサイクルシートに沿い事業計画を立てることで軌道修正ができた。
・ 評価計画を立案することによって、個別保健事業を PDCAサイクルで実施すること
の重要性を再認識した。
・ 計画段階での評価項目の設定や対照群を設定しての評価の必要性を認識した。
・ 第三者による客観的な評価を受けることができてよかった。

保健事業実施の
後押し

・委員会からの助言があったため、内部での了解が得られやすくなった。
・支援・評価委員会事務局による定期的な確認により、計画策定の進捗管理ができた。
・助言に基づき人事部局にかけあい、人材の増強ができた。
・発言の場を得ることにより真剣に取り組むことになった。
・支援を受けて外部委託をせずに策定できたので経費が節約できた。
・保険者としての立ち位置を認識し、業者任せではない計画の策定ができた。
・委員会は敷居が高かったが支援を受けて、不安が解消した。
・ 改善点だけではなく、良いところを指摘してもらえたことにより、関係者のモチベー
ションにつながった。

他の保険者につ
いての状況把握

・他の保険者の状況を知ることができた。

3.1.2　支援・評価委員会並びに事務局からみた保険者等における変化

支援を実施した支援・評価委員会の委員や国保連合会の事務局担当者が事業報告書で挙げた保
険者等にみられる変化ついての詳細な意見は、図表 59に示すが、それらをまとめると以下のとお
りとなる。

◆ 保健事業における重要なポイントの浸透

支援・評価委員会では、ガイドラインに基づき、計画策定にあたっての庁内連携の必要性や
PDCAサイクルによる事業評価の視点等を踏まえた事業の展開等、保健事業における重要なポイン
トについての助言・指導が行われた。その結果、委員や事務局担当者からは、「国保部門と衛生部門
との連携が進んだ」や「保険者は事業評価について意識することができるようになった」等の意見
が挙がっていた。



108

第
2
編

事
業
実
績
編
　
国
保
・
後
期
高
齢
者
ヘ
ル
ス
サ
ポ
ー
ト
事
業
の
3
年
間
の
実
績
（
事
業
実
施
結
果
の
概
要
）

◆ 保険者のスキルアップ

支援・評価委員会委員や事務局は、支援を受けた保険者等が保健事業に関するポイントについ
て意識付けられたことにより、着実にスキルアップしたと感じていた。助言に基づき、「PDCAを
意識した事業ができるようになった」や「保険者の現状分析のスキル等の向上が図られた」とい
う報告もあった。

図表 59　支援・評価委員会並びに事務局からみた保険者等における変化
分類 具体的な意見

保健事業におけ
る重要なポイン
トの浸透

・保険者において、国保部門と衛生部門の連携が進んだ。
・ 保険者は、支援・評価委員会が示す様式に沿って保健事業を検討、明文化することで、
課題や今後の方向性を明らかにできていた。
・保険者は、質的情報を基にした現状分析の重要性が意識づけられた。
・ 助言を通じて、レセプトデータを分析することにより課題解決に結び付けられると多
大な期待を抱いていたものの、実際には限界があることを感じた保険者がでてきた。
・ 事業内容の具体性の欠如、マンパワー不足、目標値が不適切であるため効果が期待で
きない個別保健事業計画案について、実態に応じた助言を行うことで、保険者は計画
に具体性・現実性を持たせることができた。
・保険者は事業評価について意識することができるようになった。

保険者のスキル
アップ

・ 保険者は事業評価のシート等により全体を把握し、PDCAサイクルを意識した事業
ができるようになった。
・保険者の現状分析のスキル等の向上が図られた。
・保険者同士が意見交換する中で、それぞれが改善点を見い出すことができた。
・ 保険者の課題が浮き彫りになり、ストーリー性を持って計画の策定ができるように
なった。
・既存事業の振返りをしっかり行えた保険者には成果が見えつつある。

その他 ・支援・評価委員会の後押しで、計画策定に至らなかった保険者が着手し始めた。
・ 委員会等を通じ保険者が自分たちもやってみようという気になり、補助事業に積極的
に取組む保険者が増えた。

3.1.3　支援・評価委員会並びに事務局にとっての効果

支援を実施した支援・評価委員会の委員や国保連合会の事務局担当者が、事業報告書で自身に
とっての効果として挙げたものついての詳細な意見は、図表 60に示すが、それらをまとめると以
下のとおりとなる。

◆ 保険者等による保健事業の実態把握

支援・評価委員会の委員並びに事務局の中には、ヘルスサポート事業により初めて保険者支援に

関わる委員や担当者もいた。直接保険者等と接点を持ち、保険者等の声を聞きながら活動すること
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により、実際に行われている保健事業の内容や、保険者内外の体制、抱えている課題等、実情を把

握できたという意見が委員や事務局双方より挙がっていた。「保険者の視点からの地域医療の実情が

分かった」という声もあった。

また、国保連合会事務局は、保険者等の実態が分かっただけではなく、委員会での助言等を取りま

とめることにより、保健事業実施のポイント等について多くの学びがあったという意見もあった。

◆ 保険者支援の体制の確立

ヘルスサポート事業により、全ての都道府県において希望する保険者等は支援・評価委員会と
いう第三者からの助言・指導を受ける仕組みができ、保険者支援体制が確立された。具体的には、
様々な分野の専門家（生活習慣病の専門医や保険者の立場の委員等）による助言が行われたこと、
市町村が専門家と接する機会の橋渡しができたことは、支援・評価委員会委員や事務局担当者か
らも効果として挙げられた。
個別の保険者等を支援する活動を通じて、保険者等に共通する課題が明らかとなり、県に対し
てその課題の克服に向けた要望書を提出した支援・評価委員会もあった。

図表 60　支援・評価委員会並びに事務局にとっての効果
分類 具体的な意見

保険者等による
保健事業の実態
把握

・ 保険者における保健事業の現状（ハイリスクアプローチに偏っていること、国保と衛
生の連携／医療との連携が十分にはとれていないこと、各保険者の理解のレベル、課
題として感じていること、保険者が行っている保健事業の具体的内容等）を把握する
ことができた。
・ 委員になることで、保険者の視点からみた地域医療の実情が分かった。
・ 委員であっても、評価の必要性や評価の視点を改めて考えることで意識改革につながった。
・ 委員も 3年間で PDCAサイクルに対する理解が徐々に深まった。
・ 連合会事務局職員も保険者等への助言の中から多くのことを学んだ。

保険者支援体制
の確立

・ 委員会の場では、様々な分野の専門家（生活習慣病の専門医や保険者の立場の委員等）
による支援を行うことにより、それぞれの立場からの具体的な指摘や助言ができた。
・ 支援・評価委員会は複数の保険者への支援を並行して行っていたため、先行して支援
した保険者への支援内容を他の保険者に生かすことができた。
・ 市町村によっては単独で専門家に意見や助言を受けることが難しいが、委員会を通じ
て、市町村が直接専門家と接する機会の橋渡しができた。
・ 委員会の活動の中から、保険者に共通する課題が明らかとなり、その克服に向けて支援・
評価委員会から県への要望書の提出へとつながった。
・ 県下に影響力のある方が支援・評価委員会の委員に加わったことにより、県下にデー
タヘルスの推進を浸透させることができた。
・ 連合会事務局の保険者支援の体制ができた。
・ 連合会と県・保健所との関係性の強化・情報共有ができるようになった。



110

第
2
編

事
業
実
績
編
　
国
保
・
後
期
高
齢
者
ヘ
ル
ス
サ
ポ
ー
ト
事
業
の
3
年
間
の
実
績
（
事
業
実
施
結
果
の
概
要
）

3.2　 保険者等や支援・評価委員会委員・事務局からの
今後の活動に向けた意見

事業報告書には様々な効果が挙げられている一方、いくつかの課題やそれに対応する工夫も報
告されていた。

◆ 支援内容の具体化と保険者等に合わせた支援スケジュールの組立て

委員会形式による保険者支援は初めての試みであったため、初年度は、支援を受ける立場の保
険者等から、「具体的な支援がイメージできない」という声が挙げられていた。また、支援・評価
委員会の開催のスケジュール等が保険者における事業展開のスケジュールと合わないために、助
言内容を生かすことができなかったという意見もあった。

2年目以降は、国保連合会による研修等を通じた働きかけもあり、保険者等は受けられる支援に
ついてイメージができてきた。支援・評価委員会による支援のスケジュールと保険者等における
計画策定等の事業スケジュールの違いについても、年度当初から委員会をスタートさせる等によ
り、年度を重ねるごとに保険者等のニーズに対応できていた。

◆ 保険者等と外部有識者との間での積極的な意見交換

初年度の事業報告書において、複数の保険者等から「委員との直接対話の機会がない」という
声が挙がっていた。支援・評価委員会や国保連合会事務局はこうした意見を踏まえ、直接対話の
必要性を認識し、多くの支援・評価委員会が直接対話の機会を設ける等支援形態を変更していた。

◆ 保険者等の要望に応じた助言

支援を受けた一部の保険者等からは、「委員の助言は受けたものの、対応が難しかったり、求め
ていた内容についての助言が受けられなかった」との意見が挙げられた。保険者等の要望に応じ
た的確な助言を行うために、多くの都道府県では事務局が支援・評価委員会の開催に先立ち、保
険者等に個別にヒアリングを行い、情報収集するなどの丁寧な対応をしていた。
また、保険者等は自身では解決の難しい、疾病に関する専門知識の提供や他の保険者等の事業
展開に関する事例の提供等も求めることもあった。専門知識に関して支援・評価委員会の委員で
直接対応できない場合には、事務局が外部の有識者を紹介する等、県下の保険者等が求める情報
についてはできる限り提供する等の対応をしている支援・評価委員会もあった。
なお、保健事業の実施にあたり、支援・評価委員会が保険者等に対し医師会等と連携すること
の必要性を助言するケースは多い。しかし、保険者等の多くは連携の必要性は理解しているものの、
具体的な対応策が分からないことを課題に挙げていた。医師会や医療機関等との連携については、
支援・評価委員会だけでは解決策を提示することは難しいため、県や保健所等との連携が必要に

なるとの意見もみられた。
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◆ 支援対象保険者数が増えた場合の対応

ヘルスサポート事業の初年度には、委員間、委員と保険者間での保険者支援についての認識の
齟齬が課題として挙げられていた。支援を繰り返す中で、共通認識が醸成され、この課題は解消
されつつある。それ以上に支援活動の年数を重ねる中で課題となってきたのは、支援を希望する
保険者等が増え、支援を行う委員や事務局の体制が対応しきれないことであった。
個別保険者ごとに支援を行う形態では、支援対象保険者等の増加への対応が難しいと感じ、各
支援・評価委員会で様々な工夫がされていた。保健所との連携を進め、共同で支援にあたる支援・
評価委員会もあった。同じ課題を抱える保険者や同じ地域の保険者等をグループ化し、その中で
課題の解決ができるよう支援を試みる支援・評価委員会もあった。その他、保険者等から事前に
聞き取りを行い、事務局で解決すべき課題と委員会で解決すべき課題に分類して委員会での論点
を絞り込んだ支援・評価委員会や保険者等が助言を希望する内容に応じて対応する委員を分担す
る支援・評価委員会もあった。
また、個別保健事業の評価に際しても、限りある時間で支援を行うために、評価を行う個別保
健事業を保険者等が優先的に評価を求める事業のみに限定していた支援・評価委員会もあった。

◆ 外部委託を活用する保険者等への支援のあり方

保険者が計画策定等を外部委託をしている際の支援・評価委員会の関わり方を課題とする意見
は、保険者等側からも支援・評価委員会・事務局の側からも挙がっていた。外部委託業者が策定
した計画では保険者の地域特性が見えず、改善に向けた助言をしても、委員会の助言が反映され
ない等の意見も聞かれた。改善につなげるために委員会の場に外部委託業者の出席も認め、委員
による助言を直接伝える機会を設けた支援・評価委員会もあった。なお、支援・評価委員会が外
部委託先との関わり方について繰り返し助言したことにより、業者任せにしてはいけないことに
気が付いた保険者もあった。

◆ 支援・評価委員会の支援により策定されたデータヘルス計画等の検証

ヘルスサポート事業の１・２年目における各都道府県の支援・評価委員会では、第 1期のデー
タヘルス計画の策定支援が中心的に実施された。支援・評価委員会委員からは、支援を受けて策
定された第 1期計画に掲げた事業が、PDCAサイクルに沿った展開であったかについて、今後検
証が必要であるとの意見も挙がっていた。

3年目には評価計画も含めた保険者等の個別保健事業の計画への支援や評価が広く行われるよう
になった。データヘルス計画と同様、策定した計画による個別保健事業が適切に展開されている
かについてフォローの必要性を認識している支援・評価委員会もあった。一部の支援・評価委員
会は、改善につなげるために支援を受けた保険者等に対しアンケートを実施し、自らの支援活動
の評価を行っていた。
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国保・後期高齢者ヘルスサポート事業運営委員会委員

■国保・後期高齢者ヘルスサポート事業運営委員会委員

委員長 伊藤　雅治 全国訪問看護事業協会 会長

副委員長 岡山　明 合同会社生活習慣病予防研究センター  代表

 尾島　俊之 浜松医科大学医学部健康社会医学講座　教授

 掛川　秋美 福岡県保健医療介護部健康増進課 課長技術補佐

 杉田由加里 千葉大学大学院看護学研究科  准教授

 津下　一代　 あいち健康の森健康科学総合センター長

 時長　美希 高知県立大学看護学部地域看護学 教授

 古井　祐司 東京大学政策ビジョン研究センター 特任助教（～平成27年7月）

 安村　誠司 福島県立医科大学医学部公衆衛生学講座　教授

 吉池　信男 青森県立保健大学健康科学部栄養学科　教授

 飯山　幸雄 公益社団法人国民健康保険中央会　常務理事

 （敬称略）

■国保・後期高齢者ヘルスサポート事業運営委員会ワーキング・グループ委員

座　長 岡山　明 合同会社生活習慣病予防研究センター　代表

 杉田由加里 千葉大学大学院看護学研究科 准教授

 鈴木　寿則 仙台白百合女子大学人間学部健康栄養学科 准教授

 津下　一代 あいち健康の森健康科学総合センター長

 古井　祐司 東京大学政策ビジョン研究センター 特任助教（～平成27年7月）

 （敬称略）





資　料

国保・後期高齢者ヘルスサポート事業ガイドラインに示す書式
国保中央会による研修会・報告会での資料
保健事業支援・評価委員会による支援事例
平成26～28年度国保連合会による保険者向け説明会・研修の開催
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国保・後期高齢者ヘルスサポート事業申請書
様式 1　現状分析による課題抽出のためのワークシート
様式 2　既存の関連事業の整理のためのワークシート
様式 3　目的・目標設定のためのワークシート
様式 4　個別保健事業計画
様式 5　個別保健事業　事業評価シート（事業実施後）
　　　　個別保健事業　進捗管理表

国保・後期高齢者ヘルスサポート事業
ガイドラインに示す書式





121

国
保
・
後
期
高
齢
者
ヘ
ル
ス
サ
ポ
ー
ト
事
業
申
請
書



122

資
　
料

国
保
・
後
期
高
齢
者
ヘ
ル
ス
サ
ポ
ー
ト
事
業
申
請
書



123

様
式
1

　
現
状
分
析
に
よ
る
課
題
抽
出
の
た
め
の
ワ
ー
ク
シ
ー
ト



124

資
　
料

様
式
2

　
既
存
の
関
連
事
業
の
整
理
の
た
め
の
ワ
ー
ク
シ
ー
ト



125

様
式
3

　
目
的
・
目
標
設
定
の
た
め
の
ワ
ー
ク
シ
ー
ト



126

資
　
料

様
式
4

　
個
別
保
健
事
業
計
画



127

様
式
5

　
個
別
保
健
事
業
　
事
業
評
価
シ
ー
ト
（
事
業
実
施
後
）



128

資
　
料

個
別
保
健
事
業 

進
捗
管
理
表



国保中央会による研修会・
報告会での資料

129

■ 平成 26年度国保連合会保健事業担当課（部）長・保健師研修会 ………………131

■ 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業ガイドラインの活用等に関する研修会…203

■ 平成 27年度国保連合会保健事業担当者・保健師研修会 …………………………227

■ 平成 26年度「国保連合会保健事業支援・評価委員会」委員による報告会 ……273

■ 平成 27年度「国保連合会保健事業支援・評価委員会」委員による報告会 ……285

■ 平成 28年度「国保連合会保健事業支援・評価委員会」委員による報告会 ……307





講義資料

1-1 データヘルスの推進について

厚生労働省　保険局　医療介護連携政策課 医療費適正化対策推進室

室長補佐　光行　栄子　氏

1-2 保健事業の評価の考え方・進め方～糖尿病・脳卒中対策を事例として～

あいち健康の森健康科学総合センター長　津下 一代　氏

1-3 データを活用した保険者支援の実際

宮城県国民健康保険団体連合会　疾病分析等専門員

仙台白百合女子大学　人間学部　健康栄養学科　准教授　鈴木　寿則　氏

1-4 KDBデータ分析による地域の状況・健康課題の把握

国立保健医療科学院　生涯健康研究部　部長　横山　徹爾　氏

1-5 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業の概要

国民健康保険中央会　常勤参与　鎌形　喜代実

1-6 保健事業支援・評価委員会について

国民健康保険中央会　常勤参与　鎌形　喜代実

1
平成 26年度国保連合会

保健事業担当課（部）長・保健師研修会

（平成 26年 7月 15日、7月 16日）
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講義資料

2-1 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業における国保連合会への期待

～保健事業支援・評価委員の視点から～

国保・後期高齢者ヘルスサポート事業運営委員会　副委員長

合同会社 生活習慣病予防研究センター　代表　岡山　明　氏

2-2 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業ガイドラインについて

国民健康保険中央会　常勤参与　鎌形 喜代実

2
国保・後期高齢者ヘルスサポート事業ガイドラインの

活用等に関する研修会

（平成 26年 9月 18日）
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講義資料

3-1 データ分析における基礎的知識について

国民健康保険中央会　調査役　石原　公一郎

3-2 KDBシステムを活用した医療費データに基づく地域診断のあり方

国立保健医療科学院　医療・福祉サービス研究部　福田　敬　氏

3-3 保健活動の計画策定とその評価について

帝京大学大学院　公衆衛生学研究科　福田　吉治　氏

3-4 連合会での保険者支援～健康なまちづくり推進事業を通じて～

愛知県国民健康保険団体連合会　河合　美子　氏

3 平成 27年度国保連合会保健事業担当者・保健師研修会

（平成 27年 12月 8日、12月 9日）
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講義資料

4-1 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業支援・評価委員会へ期待するもの

国保・後期高齢者ヘルスサポート事業運営委員会　委員長

全国訪問介護事業協会　会長　伊藤　雅治　氏

4
平成 26年度「国保連合会保健事業支援・評価委員会」

委員による報告会

（平成 27年 2月 5日）
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講義資料

5-1 保健事業支援・評価委員会の保険者支援の活動を通して考える

（コーディネーター）

国保・後期高齢者ヘルスサポート事業運営委員会　委員

あいち健康の森健康科学総合センター長　津下　一代　氏

5-2 藤沢市データヘルス計画策定への支援

（パネラー）

●　神奈川県藤沢市　保険年金課　上級主査　長澤　由紀子　氏

●　神奈川県国民健康保険団体連合会　保健事業支援・評価委員会　委員
昭和大学　保健医療学部　看護学科　講師　村田　加奈子　氏

●　神奈川県国民健康保険団体連合会　企画事業部　保健事業課　保健事業係
主査三木　礼雄　氏

5-3 個別保健事業の評価のあり方について

国保・後期高齢者ヘルスサポート事業運営委員会　副委員長

合同会社 生活習慣病予防研究センター　代表　岡山　明　氏

5
平成 27年度「国保連合会保健事業支援・評価委員会」

委員による報告会

（平成 27年 10月 26日）
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講義資料

6-1 「支援・評価委員会の活動について」保険者等の実態調査結果より

国保・後期高齢者ヘルスサポート事業運営委員会　副委員長

合同会社　生活習慣病予防研究センター　代表　岡山　明　氏

6-2 事例に見る支援・評価委員会の効果

（コーディネーター）

国保・後期高齢者ヘルスサポート事業運営委員会　委員

あいち健康の森健康科学総合センター長　津下　一代　氏

（パネラー）

■保険者
● 千葉県木更津市　市民部　保険年金課　主査　西川　佳代子　氏
● 福井県敦賀市　福祉事業部　健康管理センター　所長　川口　美佐子　氏

■保健事業支援・評価委員会委員
● 北海道委員　札幌医科大学　医学部　公衆衛生学講座　准教授　大西　浩文　氏
● 埼玉県委員　埼玉県　熊谷保健所　副所長　加藤　静子　氏
● 静岡県委員　浜松医科大学　医学部　健康社会医学講座　教授　尾島　俊之　氏
● 福岡県委員　聖マリア健康科学研究所　所長　平田　輝昭　氏

■国保連合会
● 岩手県国保連合会　保健介護課　保健事業専門員　鳥居　奈津子　氏
● 大分県国保連合会　事業課　保健事業班　主幹　大島　敦子　氏

6
平成 28年度「国保連合会保健事業支援・評価委員会」

委員による報告会

（平成 28年 10月 4日）
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支援対象保険者（1保険者）が保健事業支援・評価委員会に出席し、課題抽出・既存関連事
業整理のためのワークシート及び現状分析等の内容や策定したデータヘルス計画案について
説明後、各委員が計画に盛り込むべき事業内容等についての確認や個別保健事業を含む計画
の詳細内容等の確認及び協議を実施し、支援対象保険者に対してアドバイスを行った。

【茨城県保健事業支援・評価委員会（1支援対象保険者）】

保健事業支援・評価委員会委員が支援対象保険者の状況をよく理解できるように、保健事業
支援・評価委員会の場に保険者の代表者が出席し、保険者自ら、現状について説明したほか、
保健事業支援・評価委員に対しどのような点について助言を得たいかを直接発言する機会を
設けた。
委員もその場で、保険者に対し疑問に感じたことを直接質問し、具体的な改善策等について
助言を行った。
支援・評価委員が支援対象保険者に対し、対面で支援を行うことにより、委員・保険者双方
の理解の促進に繋がった。また、複数の保険者が同時に出席した場で、支援を実施すること
により、他の保険者と論点を比較することができ、直接助言を受けていない保険者にとって
も他の保険者への助言が参考となった。

【神奈川県保健事業支援・評価委員会（2支援対象保険者）】

平成 26年度の保健事業支援・評価委員会による支援事例

■保健事業支援・評価委員会による各種支援形態（詳細）
（1）支援形態
①　保健事業支援・評価委員会に支援対象保険者等が同席しての意見交換・助言をしている
＜北海道・青森・宮城・福島・栃木・茨城・埼玉・神奈川・新潟・富山・福井・長野・静岡・
愛知・三重・滋賀・京都・大阪・兵庫・奈良・和歌山・鳥取・島根・岡山・愛媛・高知・福岡・
長崎・大分・鹿児島＞
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国保ヘルスアップ事業の申請保険者に対し、事務局が事前ヒアリングに出向き、状況把握を
した後、第 1回目の保健事業支援・評価委員会で報告した。その内容を踏まえた協議結果に
ついて、事務局に委員の一人が帯同し、保険者に出向き、委員会での協議結果を伝達した。
その後、毎回保健事業支援・評価委員会に出席してもらい、データ分析の状況や計画の内容
等について報告を受け、具体的な事業についての助言を行った。

【三重県保健事業支援・評価委員会（13支援対象保険者）】

保健事業支援・評価委員会の場に、支援対象保険者の国保部門と衛生部門の両部門の担当者
が出席し、初回はワークシートを用いての課題の抽出を行い、データヘルス計画策定に向け
て、委員と保険者とで話し合いながら支援を行った。
そして、2回目の支援・評価委員会では、国保ヘルスアップ事業申請保険者に平成 26年度
に実施した個別保健事業の自己評価結果を提出してもらい、委員より国保ヘルスアップ事業
申請保険者に対し、対面で助言を行った。また、その他の支援希望のあった保険者に対して
も自己評価結果を提出してもらい、次年度事業について再度話し合い、助言を行った。

【鳥取県保健事業支援・評価委員会（5支援対象保険者）】

初回の評価委員会で支援の方向性を決定した後、保険者に対し課題抽出や既存事業整理のた
めのワークシート（事前課題）の提出を求めた。
ワークシートは評価委員会委員が事前に確認し、委員の意見等を踏まえた保険者による修正
等が行われた後、第 2回、第 3回の評価委員会において、委員と保険者との意見交換を管轄
保健所の同席のもと実施した。

【島根県保健事業支援・評価委員会（7支援対象保険者）】

国保ヘルスアップ事業申請保険者が、保健事業支援・評価委員会の場に出席し、各保険者か
らの発表を踏まえ、出席した保険者の課題等について議論した。
また、1回目の支援・評価委員会終了後、2回目の開催までの間、支援・評価委員のうち 1

名ないし 2名の委員が担当委員となり、個別保険者ごとに、面談やメールでデータヘルス計
画案について助言を行った。

【大阪府保健事業支援・評価委員会（8支援対象保険者）】

国保ヘルスアップ事業申請保険者に対し、保健事業支援・評価委員会委員長及び事務局によ
る事前ヒアリングを実施し、個別保健事業の課題等について確認した。
その後、再度保健事業支援・評価委員会委員長と保険者の間で意見交換を実施し、平成 26

年度最終開催時の保健事業支援・評価委員会の場で、国保ヘルスアップ事業申請保険者に対
して個別保健指導の実施方法や体制整備等の具体的な内容に関する助言をした。

【愛媛県保健事業支援・評価委員会（1支援対象保険者）】
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事務局が支援対象保険者の各種情報を集め、収集した情報を保健事業支援・評価委員会に報
告した。事務局が連絡・調整を実施した以外に、支援対象 8保険者が支援・評価委員会の場
に出席し、1保険者あたり 10分報告し、20分助言を受けるという形式にて、委員と保険者
との間で直接対話を行った。

【長崎県保健事業支援・評価委員会（13支援対象保険者）】

国保ヘルスアップ事業申請保険者、後期高齢者医療広域連合が、ワークシートを用いて現状
分析を行った結果を保健事業支援・評価委員会の場にて報告し、支援・評価委員より直接助
言を受けた。
4保険者等が一堂に会したことにより、他の保険者の状況等をお互いに知ることができ、刺
激となった。

【大分県保健事業支援・評価委員会（4支援対象保険者）】
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②　保健事業支援・評価委員会から助言・評価内容を支援対象保険者等に対して文書伝達
文書＜岩手・東京・新潟・京都・兵庫・奈良・香川・広島・佐賀・宮崎＞

各支援対象保険者よりデータヘルス計画案の提出があった保険者（20保険者中 12保険者）
に対し、保健事業支援・評価委員会においてデータヘルス計画案の内容について協議し、協
議の結果を文書に取りまとめ、各保険者に通知した。

※一部抜粋

26  
 

 

3
 

 

3

 

PDCA
 

 
 
 

21
 

 

【岩手県保健事業支援・評価委員会（20支援対象保険者）】
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保健事業支援・評価委員会の場に支援対象保険者が参加し、ワークシート等を用いて、委員
との間で現状確認や課題の整理を実施した。その後、委員間で意見交換を行い、それらの結
果を保健事業支援・評価委員会からの意見書として取りまとめ、議事要旨とともに送付した。

【奈良県保健事業支援・評価委員会（3支援対象保険者）】
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支援対象保険者よりデータヘルス計画案の提出を受け、提出されたデータヘルス計画案の評
価方法について保健事業支援・評価委員会で協議した。その結果、各保険者より提出された
データヘルス計画案を保健事業の手順に沿った評価基準に沿って評価を実施した。評価した
結果は事務局より保険者に対し通知した。

【広島県保健事業支援・評価委員会（7支援対象保険者）】
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③　支援対象保険者に対して研修会形式での支援
＜石川・徳島・佐賀・沖縄＞

全保険者が支援対象保険者であるため、全保険者を対象とした研修会や情報交換会を開催し
た。情報交換会では既にデータヘルス計画を策定している保険者の状況報告を受け、保険者
間で情報交換を実施した。

【佐賀県保健事業支援・評価委員会（24支援対象保険者）】

県内全ての市町（19市町）を一堂に会して、年 3回、KDBの情報等から地域の実態（健診・医療・
介護）を情報提供するとともに、生活習慣病の発症予防、重症化予防を目的とする事業の企画・
立案、保健事業の実施、実施後の評価について、各保険者から報告をもらい、その報告を基に、
効率的・効果的な保健事業について、助言等を行っている。

【石川県保健事業支援・評価委員会・21支援対象保険者】
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（2）工夫例
①　保健事業支援・評価委員会委員が支援対象保険者等に出向いて意見交換・助言をしている
＜北海道・山形・栃木・群馬・茨城・埼玉・千葉・神奈川・富山・山梨・三重・京都・福岡・
鹿児島＞

離島が多い鹿児島県では、支援を希望する全ての保険者を県内 1カ所（鹿児島市）に集める
ことは困難なため、離島保険者においては、奄美大島の保健所に保健事業支援・評価委員が
出向き、1保険者ごとに時間を取り、保険者と支援・評価委員の間でデータヘルス計画につ
いて協議する時間を設けた。
奄美大島に支援・評価委員が出向くことにより、支援を希望する離島保険者が委員と対面で
質問し、助言を受けることができた。

【鹿児島県保健事業支援・評価委員会（12支援対象保険者）】

国保ヘルスアップ事業申請保険者が、保健事業支援・評価委員会に出席し、データヘルス計
画や個別保健事業計画の内容について報告し、さらに詳細な内容を確認するために、支援・
評価委員長が保険者に出向き、意見交換を実施した。
事務局による支援として、KDB帳票及び 2次加工した資料等を保険者に提供し、それらの
資料については、助言の際の参考資料として委員との共有を図った。

【福岡県保健事業支援・評価委員会（6支援対象保険者）】

保健事業支援・評価委員会では、事前に保険者から提出されたデータヘルス計画の内容につ
いて確認、協議し、不明点等は保険者に対し、事務局を通じて確認した。
保健事業・支援評価委員会から支援対象保険者が作成したデータヘルス計画についての協議
結果を報告するために、委員長が支援対象保険者に出向き、多くの関係者との間で意見交換
した。
委員からの直接的かつ具体的な助言により、支援対象保険者は保健事業の評価にあたりどの
ような評価指標を用いればよいかということが明らかになった。

【山形県保健事業支援・評価委員会（1支援対象保険者）】
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②　ワーキング等を設置しての支援
＜青森・宮城・富山・福井・岐阜・愛知・熊本＞
※下線のあるところは、設置のみでワーキングとしての実働はなし

保健事業支援・評価委員のほかにワーキング委員を任命し、ワーキングの委員が支援申請保
険者をそれぞれが担当した。保健事業展開の問題点・課題の共有化を図るために、ワーキン
グは公開ヒアリング形式で実施した。ワーキングには支援対象保険者が庁内での情報共有・
連携のために、国保部門だけではなく、衛生・介護部門にも出席してもらい、グループワー
クの実施を通じ、他の保険者の状況も踏まえながら助言を得るという形式をとった。

【愛知県保健事業支援・評価委員会（11支援対象保険者）】

保健事業支援・評価委員会委員のうち 2名を含むワーキング委員を別途任命した。国保ヘル
スアップ事業申請保険者をワーキングの場に招き、データ分析、計画の策定支援を実施した。
ワーキング当日まで運営方法について、ワーキング委員と事務局の間で綿密な打ち合わせを
実施し、支援対象保険者に対して複数回に渡り、助言を行ったため、良好な相互関係を築く
ことができた。

【福井県保健事業支援・評価委員会（２支援対象保険者）】

保健事業支援・評価委員会委員のうち、数名をワーキング委員として任命した。ワーキング
の場に支援対象保険者を招き、現状の保健事業の状況や課題認識、今後の計画の方向性につ
いて協議した。
その後も、支援・評価委員会の場に支援対象保険者が参加し、支援・評価委員より直接助言
を受けた。

【富山県保健事業支援・評価委員会（1支援対象保険者）】
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③　複数保険者に対する支援
＜北海道・福島・群馬・三重・滋賀・佐賀・沖縄＞

委員に保険者の実態が見えるデータを提供し、委員会開催前には共通のフォーマットと電話
によるヒヤリングから保険者の情報を入手し委員会のテーブルに乗せた。保険者への支援は、
委員による個別支援を原則としながら、多くの保険者に対応できるようグループ支援を組み
合わせ、事務局による電話・メール支援により委員会を補完できるよう支援をした。委員会
の支援は医師・保健師職の委員がペアとなり継続して支援できる体制を考慮した。平成 26

年度の好事例は、27年 10月に開催の研修会で実践報告を実施予定。
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【北海道保健事業支援・評価委員会（19支援対象保険者）】
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例支援・評価委員および支援対象保険者を 2班に分け、保険者が委員会の場に参加し、各保険

者ごとにヒアリング、助言を受ける形とした。支援・評価委員だけでは支援をする側の人員
が不足するため、補助委員（医師）の協力も求めた。また、他保険者の傍聴も可能とした。

【滋賀県保健事業支援・評価委員会（12支援対象保険者）】

国保ヘルスアップ事業以外での支援を希望した保険者については、一度に集まる機会を複数
回設け、保健事業支援・評価委員会立会いのもと、事務局がファシリテーターを務め、各保
険者の保健事業担当者同士で保健事業の内容についての情報提供と意見交換を行った。

【三重県保健事業支援・評価委員会（13支援対象保険者）】

事前に事務局が支援対象保険者からの質問を聴取し、内容を取りまとめた。取りまとめた 

内容について、事務局が支援評価委員に委員会開催の数日前に出向き、回答の作成を委員ご
とに分担した。
委員会当日は支援対象保険者も参加し、各保険者に対し、委員より直接説明した。
また、支援・評価委員会の場には、傍聴を希望する保険者の出席も認め、委員からの助言内
容を聞くことができた。

【福島県保健事業支援・評価委員会（13支援対象保険者）】
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保健事業支援・評価委員会において、「データヘルス計画案」のひな形を作成した。個別保
険者の支援にあたっては、委員が分担し、そのひな形に沿ってどのように計画を策定すべき
かを各保険者に出向いて支援を実施した。

【沖縄県保健事業支援・評価委員会（43支援対象保険者）】
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■事務局による運営支援
（1）ヒアリング等の事前準備
＜岩手・栃木・愛知・兵庫・宮崎＞

保健事業支援・評価委員会の委員が共通の認識をもって支援にあたれるよう、具体的な保険
者支援に至る前に支援のポイント等について委員の間で数回にわたる議論を行った。その結
果、保険者支援のための研修会等に関しても、企画段階から保健事業支援・評価委員より意
見をもらうことができ、より充実した保険者支援へとつなげることができた。

【兵庫県保健事業支援・評価委員会（8支援対象保険者）】

国保ヘルスアップ事業申請保険者に対し、保健事業支援・評価委員会の委員も交えて、現地
における現地調査を実施した。保険者が記載したワークシートの内容を委員が確認し、保険
者からは、国保部門だけでなく、ヘルス部門も含めた担当課から参画してもらい、計画策定
にあたっての情報確認や助言を実施した。その後、後日開催した、保健事業支援・評価委員
会において、複数の保険者の担当者に出席してもらい、自ら計画策定の経過や進捗状況につ
いて報告してもらった。委員からは直接助言を行ってもらうほか、データヘルス計画につい
ても委員会に提出を求め、計画内容についての助言を保険者に直接実施した。

【栃木県保健事業支援・評価委員会（3支援対象保険者）】

支援を求める 20保険者に対し、事務局による「説明会兼ヒアリング」を各保険者あたり 

1回開催した。説明会は、質問のある保険者が何度でも参加できるよう、同じ内容を 8日 

間実施した。国保と衛生部門がそれぞれの都合に合わせて、複数回参加している保険者も 

あった。また説明会では、グループワークも実施し、参加した保険者同士がKDB帳票を比較し、
自らの特徴を把握していた。

【岩手県保健事業支援・評価委員会（20支援対象保険者）】
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支援申請保険者の要望を的確に把握するため【質問・確認票】、【データヘルス計画評価報告書】
【データヘルス計画策定に係る評価報告書 確認項目】等各種様式を支援評価委員会において
作成し、必要な情報を収集し、共通な認識を持って保険者に対してアドバイスができるよう
に努めた。

【宮崎県保健事業支援・評価委員会（9支援対象保険者）】
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（2）多様な支援活動
＜新潟・長野・京都・広島・徳島・佐賀・熊本＞

全保険者が支援対象保険者であり、各保険者が自身の身近な地域と比較できるように、事務
局において各種データを地域単位で整理し、情報提供を行った。また、各地の保険者に直接
出向き、データヘルス計画策定のための統計資料の見方等についての支援を実施した。

【徳島県保健事業支援・評価委員会（25支援対象保険者）】

支援対象保険者には、事務局が現地に出向き事前ヒアリングにより現状や課題の把握を行っ
ただけではなく、保健事業支援・評価委員会で助言を受けたい内容についても別途聞き取り
を行った。また保健事業支援・評価委員会が開催されるごとに、事務局が直接保険者に出向
くなど、委員会からの助言を伝達し、その後の対応方針等について協議をした。

【広島県保健事業支援・評価委員会（7支援対象保険者）】

委託による計画策定保険者に対して、保健事業支援・評価委員会より、一度委託事業者との
間での協議を行った方が良いという助言がなされたため、事務局は、委託事業者にも同席し
てもらい保険者の担当者との間で計画の内容について協議を行った。同一の委託事業者によ
る複数の保険者の計画策定であり、内容の記載がほとんど同じであったため、保険者特性が
明らかになるように修正を求めた。

【京都府保健事業支援・評価委員会（17支援対象保険者）】

支援対象保険者のうち、保健事業支援・評価委員に対し、具体的な質問がある保険者を一堂
に集め、支援・評価委員に対し、直接質問ができる機会を設定した。また、個別に回答のあっ
た助言内容についても、事務局が整理し、全ての保険者に対し情報提供することにより、保
険者にとって今後の保健事業計画の参考となった。

【長野県保健事業支援・評価委員会（38支援対象保険者）】

保健事業支援・評価委員会の場で事務局は保険者提出資料をもとに保健事業概要シートを用
意し既存事業概要等を説明した。
事務局はデータヘルス計画についても、保健事業支援・評価委員会の場にて概要版シートを
作成及び説明し、保険者の担当者の補足説明後、委員からの助言を受けた。

【新潟県保健事業支援・評価委員会（4支援対象保険者）】

全保険者が支援対象保険者であり、各保険者が一堂に集まることも難しいことから、事務局
が保険者に出向いて巡回し、データヘルス計画策定に向けた支援を行った。

【熊本県保健事業支援・評価委員会（48支援対象保険者）】
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平成 27年度の保健事業支援・評価委員会による支援事例

■各種支援形態（詳細）
（1）保険者支援の形態
①　支援・評価委員会に支援対象保険者等が同席しての意見交換・助言をしている
＜北海道・青森・岩手・宮城・福島・栃木・埼玉・東京・神奈川・新潟・富山・福井・山梨・
長野・岐阜・静岡・愛知・三重・滋賀・京都・大阪・兵庫・奈良・和歌山・鳥取・島根・岡山・
徳島・香川・愛媛・高知・福岡・佐賀・長崎・熊本・大分・宮崎・鹿児島＞

支援・評価委員会の前後に事務局が事前ヒアリングや資料準備支援を行い、委員会の場でデー
タヘルス計画の策定、個別保健事業計画の策定についての助言を対面で実施した。平成 26

年度の支援申請保険者には、年度前半にWGにおいて各委員からの評価内容について取りま
とめて連絡し、年度後半に開催された支援・評価委員会において個別保健事業実施計画につ
いて助言した。平成 27年度支援申請保険者についても、支援・評価委員会に出席してもらい、
その場でデータヘルス計画の内容について助言を実施した。

【宮城県保健事業支援・評価委員会（7支援対象保険者）】

支援申請保険者より提出のあったデータヘルス計画案について、支援・評価委員会の場で細
かく協議し、文書で整理してフィードバックした。また、支援・評価委員会の場は、後日支
援を受ける保険者にも傍聴可能とした。

【山形県保健事業支援・評価委員会（10支援対象保険者）】

支援・評価委員会の場に支援申請保険者に参加してもらい、データヘルス計画の計画案につ
いて、委員と直接ディスカッションしてもらった。

【秋田県保健事業支援・評価委員会（3支援対象保険者）】

支援・評価委員会の場とは別途、複数保険者合同で委員によるヒアリングの場を設け、直接
助言を実施した。

【岩手県保健事業支援・評価委員会（15支援対象保険者）】
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支援・評価委員会の場に、支援申請保険者の事務担当者と保健師に参加してもらい、委員か
ら直接助言を実施した。

【鳥取県保健事業支援・評価委員会（5支援対象保険者）】

支援申請保険者について複数回にわたり支援・評価委員会による支援を実施し、書面だけの
支援も含めると 1保険者あたり 3回程度実施した。助言内容については、毎回文書にて情報
提供した。

【兵庫県保健事業支援・評価委員会（16支援対象保険者）】

支援申請保険者ごとに担当委員を決め、支援・評価委員会の場とは別途対面でデータヘルス
計画策定についても個別に助言を実施した。その後も保険者には支援・評価委員会に出席し
て発表をしてもらい、それを踏まえた議論を実施した。

【大阪府保健事業支援・評価委員会（34支援対象保険者）】

データヘルス計画策定支援、個別保健事業計画策定支援において公開ヒヤリングを実施し、
グループワークを通して保険者間で課題、問題点について共有を図った。２回目以降の委員
会では、個別に支援を行った。さらに、希望保険者には、委員・ワーキング委員による個別
相談を実施した。個別相談の際には事務局も同席すると同時に、保険者の計画については全
て目を通し、委員やワーキング委員からの意見が得られやすいよう準備した。

【愛知県保健事業支援・評価委員会（16支援対象保険者）】

支援申請保険者には、委員会の場でデータヘルス計画の策定についての進捗状況を報告して
もらい、直接助言を実施した。

【山梨県保健事業支援・評価委員会（15支援対象保険者）】

支援・評価委員会の場に、支援対象保険者のうちの 1保険者が出席、データヘルス計画と実
施した個別保健事業について自ら説明をしてもらい、その内容に対して、委員より質問形式
で協議、助言を行った。

【富山県保健事業支援・評価委員会（4支援対象保険者）】

事務局にて各保険者提出資料を整理・再構成し、委員に提示し、複数保険者を保険者規模等
で分類して支援・評価委員会の場に招いて対面での助言を実施。後日委員の助言をまとめた
個別資料を作成し、保険者共通事項については全保険者向けの資料として作成した。

【東京都保健事業支援・評価委員会（21支援対象保険者）】
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保険者におけるデータヘルス計画策定における計画（案）の提出までの段階を Step1から
Step6の段階に分け、それぞれの段階で提出様式等のやり取りによる保険者の現状分析から
健康課題の明確化、目的 ･目標 ･評価指標の設定として支援を行った。計画（案）の提出、
最後には委員会が計画（案）の確認を行っている。保険者は上記の流れの中で、計画策定段
階では 2度支援 ･評価委員会に出席し、別紙報告様式による現状報告を行い、支援 ･評価委
員会から評価 ･助言を受けている。

複数の保険者からの支援申請があったため、各委員会の場で保険者ごとに委員による協議（15

分）、保険者による説明（15分）、質疑応答・委員による助言（15分）で実施した。助言内
容は文書としても取りまとめられ、各保険者にフィードバックされた。
他の連合会の支援事例も参考にしながら助言がされた。

【高知県保健事業支援・評価委員会（17支援対象保険者）】

支援申請保険者を一堂に集め、支援評価委員会委員がワークシートについての質疑を行うと
ともに、保険者の担当者からの質問に対しても助言を行った。

【広島県保健事業支援・評価委員会（13支援対象保険者）】
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支援・評価委員会の場に複数回に分けて支援・申請保険者に同席してもらい、直接助言を実
施した。

【鹿児島県保健事業支援・評価委員会（46支援対象保険者）】

※自市町計画の評価・助言を受けるだけでなく、他保険者の計画内容やその評価・助言等を
　傍聴し自市町計画策定の参考になるような場としても設定している。

【長崎県保健事業支援・評価委員会（15支援対象保険者）】
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②　支援・評価委員会から助言・評価内容を支援対象保険者等に対して文書伝達
＜北海道・青森・山形・栃木・東京・新潟・長野・岐阜・滋賀・京都・兵庫・奈良・島根・岡山・
徳島・香川・高知・福岡・熊本・宮崎＞

個別保健事業計画の策定支援を希望した保険者に個別保健事業計画を提出してもらい、それ
に対して委員による助言をメールにて送付した。

【栃木県保健事業支援・評価委員会（6支援対象保険者）】

支援・評価委員会の委員のうち担当委員が 1保険者当たり 2時間程度の個別支援を実施。保
険者の事情に応じてデータヘルス計画策定支援、個別保健事業計画の策定支援を実施した。
なお、昨年度データヘルス計画を策定した保険者については、委員で評価を実施し、書面に
てフィードバックした。

【北海道保健事業支援・評価委員会（21支援対象保険者）】
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個別保険者からの質問を事前に募り、保険者ヒアリングという形で支援申請保険者を集め、
データヘルス計画を策定した保険者に【助言・結果報告書】、個別保健事業計画を策定した
保険者に平成 26 年度の事業評価と平成 27 年度の事業計画について【個別保健事業に関する
保健事業支援・評価委員会報告書】を作成し、事前に受けた質問への回答も含め、支援・評
価委員によるヒアリング当日の評価・助言とともに書面でもフィードバックした。また、個
別保健事業について【様式 5 個別保健事業 事業評価シート（事業実施後）】（平成 27 年度事
業評価）と【様式 4 個別保健事業計画】（平成 28 年度事業計画）作成してもらい、支援・評
価委員会において作成した参考事例を参照しながらヒアリングを行い、委員の評価・助言結
果を付して書面でもフィードバックした。
これらの支援とは別に、事務局で研修会を 2 回開催し、事例を含めた情報提供を行った。



357

平
成
27
年
度
の
保
健
事
業
支
援
・
評
価
委
員
会
に
よ
る
支
援
事
例

【長野県保健事業支援・評価委員会（42支援対象保険者）】
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全保険者について、事務局によるヒアリングを実施。支援申請しない保険者の状況把握を実施。
支援申請保険者について共通の様式でデータヘルス計画と個別保健事業についての評価を実
施。
事務局にてデータ活用による業務推進の手引きも作成した。

【香川県保健事業支援・評価委員会（12支援対象保険者）】

一部保険者は委員会に出席し、委員からの助言を直接受けていただくほか、文書にて助言内
容を整理し、支援申請保険者にフィードバックした。

【京都府保健事業支援・評価委員会（21支援対象保険者）】

国保ヘルスアップ事業実施保険者には支援・評価委員会に対し、毎回出席を求め、それ以外
の保険者についても毎回案内し、傍聴を可能とした。また、委員会とは別途委員やワーキン
グ委員が直接訪問し、助言を実施した。それ以外の保険者についても事務局が直接訪問し、 
データ提供を含めた支援を実施した。

【三重県保健事業支援・評価委員会（18支援対象保険者）】
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事務局において、保険者の健康課題の洗い出し、事業の整理を行うためのシートを用意。デー
タヘルス計画策定支援を希望する保険者については、それらのシートをもとに保険者の概況
をコンパクトに整理したシートを用意し、支援・評価委員会委員が参加して対面によるヒア
リングを実施、結果については書面にてフィードバックした【様式①　現状分析による課題
抽出及び目標設定、様式②　H27年度個別保健事業計画】。
平成26年度にデータヘルス計画策定支援を実施した保険者については、年度後半の支援とし、
事務局で用意した評価票をもとに、計画についての自己評価を実施していただくとともに、
H27年度の事業の実施状況の自己評価と H28年度の個別保健事業計画の案を提出していた
だき、それを支援・評価委員会によって評価していただき、書面にてフィードバックをした【国
保・後期高齢者ヘルスサポート事業　自己評価内容】。
支援・評価委員会として、保健事業の推進にあたっての特定健診受診率向上の必要性を強く
認識し、県に対し、「予防・健康管理（データヘルス）の推進に関する要望書」を委員長名
で提出した。



360

資
　
料

保
健
事
業
支
援
・
評
価
委
員
会
に
よ
る
支
援
事
例

【福岡県保健事業支援・評価委員会（54支援対象保険者）】
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③　支援対象保険者に対して研修会形式での支援
＜茨城・石川・福井・長野・岐阜・愛媛・沖縄＞

県内全保険者を対象とし、支援・評価委員会委員を講師に、学習会形式でレセプトデータ、
健診データに基づき地域の健康課題等を抽出や医療との連携方策について助言を実施した。

【石川県保健事業支援・評価委員会（21支援対象保険者）】

支援・評価委員会のうち、1回は支援申請保険者を集めてのグループワーク形式で計画策定
支援を実施した。

【茨城県保健事業支援・評価委員会（22支援対象保険者）】
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支援・評価委員会において、データヘルス計画策定の手引きや標準データセットを作成、そ
れをもとに研修会形式でデータヘルス計画の策定を支援した。なお、その過程で保険者が作
成した事業内容や目標を検討するための事前課題【課題整理のロジックツリー、データヘル
ス計画策定シート】や計画案について、電話・メールでのやり取りも含め委員が細かく添削し、
保険者にフィードバックした。事務局もこの支援過程で委員と保険者間の連絡調整に努めた。
また、国保ヘルスアップ事業実施保険者については、支援・評価委員会にも出席してもらい、
データヘルス計画の内容等について直接助言を実施した。

【福井県保健事業支援・評価委員会（19支援対象保険者）】

保険者等向けに、支援・評価委員会主催の研修会を年 3回、支援・評価委員会の内容を踏ま
えた研修会を年 6回開催。

【沖縄県保健事業支援・評価委員会（43支援対象保険者）】
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④　支援・評価委員会委員が支援対象保険者等に出向いて意見交換・助言をしている
＜北海道・福島・群馬・埼玉・千葉・富山・山梨・三重・京都・奈良・島根・福岡・長崎・大分＞

支援申請保険者への支援は、担当委員が保険者に出向いて実施し、支援・評価委員会ではそ
の支援状況について報告。個別保健事業計画の策定支援においては個別保健事業計画シート
を作成し、それに基づき、助言を実施した。

【群馬県保健事業支援・評価委員会（4支援対象保険者）】

データヘルス計画策定に向けた保険者支援としては、保険者の進捗に応じて計画を提出いた
だき、委員会において助言を行った。
中でも国保ヘルスアップ事業申請保険者に対しては、委員会前に委員が現場を訪問し、直接
助言を行った。

【福島県保健事業支援・評価委員会（22支援対象保険者）】
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支援を希望する複数の保険者に支援・評価委員会に参加してもらい、委員との意見交換を行っ
た。また、他の参加保険者の取組や委員からの助言を聞くことで自保険者の取組の参考にし
てもらった。

【佐賀県保健事業支援・評価委員会（24支援対象保険者）】

保険者の庁内ワーキングに支援・評価委員会委員が参加し、直接助言を実施した。また、支援・
評価委員会の場には、支援申請保険者とともに管轄保健所の担当者に出席いただき、保険者
が取り組んだ事前課題（ガイドラインの各種様式等）について意見交換を実施した。

【島根県保健事業支援・評価委員会（9支援対象保険者）】

支援申請保険者の出席も求めた上で支援・評価委員会を開催し、保険者に対し直接支援を行
うと同時に、一部保険者については、委員が直接訪問して助言をし、後日文書にて助言内容
を提供した。

【奈良県保健事業支援・評価委員会（3支援対象保険者）】
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⑤　ワーキング等を設置しての支援
＜青森（14 回）・宮城（2回）・千葉（33 回）・富山（2回）・岐阜（2回）・愛知（2回）・三重・
熊本（2回）＞

支援・評価委員会の開催に先立ち、委員の保健師と事務局にてワーキングを開催。ワーキン
グでは、国保ヘルスアップ事業申請保険者の個別保健事業計画（データヘルス計画への助言
は前年度実施済）について意見交換し、評価委員会で特に検討すべき事項とその進め方につ
いて検討した。
その後の支援・評価委員会の場には、国保ヘルスアップ事業申請保険者全てを招き、各保険
者への個別保健事業計画及び質問への助言を実施した。
各保険者へのワーキング及び委員会での助言については文書でも通知し、保険者共通の内容
への助言については、書面にて全保険者へ展開した。

【熊本県保健事業支援・評価委員会（30支援対象保険者）】

支援申請保険者について、担当委員を決め、事前に保険者資料を確認してもらう形で、ワー
キングとして、1保険者あたり 2回以上対面で助言を実施した。その後、支援・評価委員会
において、計画の最終チェックと改善点の抽出を行った。

【千葉県保健事業支援・評価委員会（19支援対象保険者）】

支援申請保険者については、一堂に集めて研修会を実施し、それを踏まえて計画策定に臨ん
でもらった。ワーキング委員により個別保険者のデータヘルス計画案について評価チェック
リストに基づき、評価・助言を実施した。その結果については支援・評価委員会で承認する
形をとり、保険者にフィードバックした。

【岐阜県保健事業支援・評価委員会（27支援対象保険者）】
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⑥　複数保険者に対する支援に見られる工夫
＜青森・岩手・埼玉・神奈川・新潟・静岡・滋賀＞

支援申請保険者以外にも、支援・評価委員会の傍聴を可能とするとともに、助言を求めた場
合には、委員から助言を実施した。

【静岡県保健事業支援・評価委員会（10支援対象保険者）】

支援・評価委員会を開催する日の午前中に支援申請保険者を集め、13保険者を 3グループ
に分け、グループで情報交換を行い、保険者の課題や個別の疑問を整理し、午後の委員会に
提出。共通課題についての助言を得る形をとった。

【新潟県保健事業支援・評価委員会（19支援対象保険者）】

支援評価委員会開催時にはすべての保険者が出席し、10分程度意見交換を行うことで、各保
険者の状況が互いに確認できるようにすると同時に、2～ 3保険者を 1グループとして、各
グループに担当委員を決めて個別支援を実施した。支援申請保険者のヒアリングや委員会内
でのグループワークについては、県庁・保健福祉事務所の保健師等にも参加いただき、支援
していただいた。

【神奈川県保健事業支援・評価委員会（12支援対象保険者）】

全保険者を対象とした研修会、勉強会を開催した。また、保健所単位で開催されたデータヘ
ルス計画策定に係るセミナーにも委員が臨席し、助言した。

【埼玉県保健事業支援・評価委員会（12支援対象保険者）】

支援保険者が増えたことに伴い、委員を増員（保健所長 5名と在宅保健師 1名）した。
保健所長 1名を含めた医師 2名、保健師 1名のWG委員 3名を 1チームに編成し、保健所
圏域ごとに保健所を会場として複数の保険者でヒアリング方式による対面での支援を実施。
その後、助言内容は文書で保険者に通知した。また、保険者に対してヒアリング（2回）終了後、
その都度アンケートを実施し、不明なところがないか確認しながらすすめた。

【青森県保健事業支援・評価委員会（13支援対象保険者）】



367

平
成
27
年
度
の
保
健
事
業
支
援
・
評
価
委
員
会
に
よ
る
支
援
事
例

委員には委員会の 1週間前に資料を送付し、委員会に臨んでいただいた。また、委員とは別
途依頼した補助委員と事務局で事前ヒアリングをし、委員会の事前打ち合わせをして臨んだ。
希望する保険者には、支援を受けた他の保険者が提出した資料・議事録（委員会における助
言内容等）を提供した。

【滋賀県保健事業支援・評価委員会（16支援対象保険者）】
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業に関する資料を提出していただき、内容について助言し、保険者からはその後の気づき等
についての意見をもらった。委員会での協議結果は、「平成 27年度保健事業支援・評価委員
会支援概要」として取りまとめた。

【徳島県保健事業支援・評価委員会（26支援対象保険者）】

データヘルス計画については、連合会においてひな形を作成し、各保険者ともそのひな形に
沿った計画が策定できるよう、データ提供を行い、研修会を開催した。また、希望する保険
者については個別に訪問して支援を実施した。

【愛媛県保健事業支援・評価委員会（21支援対象保険者）】

2~3保険者ずつのグループに分け、支援・評価委員会のもとで 1保険者ごとにワークシート
に沿って現状や課題、目標について説明後、意見交換を実施した。ワークシートの記載につ
いては、事務局が事前に打ち合わせや電話等で助言を行った。
データヘルス計画については、計画案確認表の作成を保険者に依頼し、その内容と計画案に
より、支援・評価委員会において事務局が説明。委員が確認と評価を実施した。

【和歌山県保健事業支援・評価委員会（10支援対象保険者）】

（2）事務局による運営支援
①　ヒアリング等の事前準備
＜北海道・青森・岩手・宮城・秋田・山形・福島・群馬・埼玉・千葉・神奈川・新潟・富山・
福井・長野・岐阜・三重・滋賀・京都・大阪・兵庫・奈良・和歌山・広島・山口・徳島・香川・
愛媛・高知・福岡・長崎・大分・宮崎＞

事務局が事前ヒアリングで保険者を直接訪問し、内容調整したうえでガイドラインの中の
ワークシートを用いて、支援・評価委員会において、支援申請保険者それぞれについての助
言を求めた。

【山口県保健事業支援・評価委員会（7支援対象保険者）】

②　多様な支援活動
＜和歌山・愛媛・岡山・大分・宮崎＞
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ヘルスアップ事業保健事業中間評価シート及びヘルスアップ事業保健事業事業報告シートを
作成し、保険者が記入したものを事前に委員に提出し事業内容等把握してもらい、委員会で
のヒアリング等において、ヘルスアップ事業保健事業中間評価シートの内容を基に保険者が
補足説明することで具体的な助言を得られるようにした。
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【岡山県保健事業支援・評価委員会（11支援対象保険者）】

支援・評価委員会の場に一度に支援申請保険者に出席してもらい、2つのグループに分かれ
てそれぞれ個別に事業評価やデータヘルス計画に関する助言を実施。参加保険者間で共有し
た。
また、一部保険者には日本看護協会が実施するデータヘルス計画に関する研修会に参加する
よう後押しした。

【大分県保健事業支援・評価委員会（19支援対象保険者）】
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支援申請のある保険者より、支援希望内容について文書で提出してもらい、一部保険者が参加
した支援・評価委員会での検討結果について、文書にて回答。その際、データヘルス計画に
ついては、「手引きに沿った項目が記載され、無理のない事業計画が立てられているか」、「現
状分析結の結果から健康課題が明確になっているか」、「健康課題に応じた目的目標が設定さ
れているか」、「目的・目標に応じた事業が組まれているか」、「目的・目標に応じた評価となっ
ているか」、「公表の方法や周知方法について、住民に分かるように記載られているか」、「記載
内容や表現に誤りはないか」という 7点について 3段階で確認・評価を行い、その他詳細項
目等、委員会の指摘事項についても別途紙面にて取り纏め、各保険者にフィードバックした。
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【宮崎県保健事業支援・評価委員会（8支援対象保険者）】
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平成 28年度の保健事業支援・評価委員会による支援事例
～ヘルスサポート事業における個別保健事業評価～

ヘルスサポート事業における保険者支援活動の 3つの柱の一つである、個別保健事業の評価
については、ガイドライン改訂版で提示した個別保健事業計画（様式４）を活用しながら、評
価計画も含めて計画策定し、事業実施後には個別保健事業 事業評価シート（事業実施後）（様
式５）を用いて保険者に自己評価をし、その内容を支援・評価委員会で確認するという作業が
行われていた。
個別保健事業を評価する作業を通じて、保険者は、事業の開始時から４つの観点での評価を
意識し、評価しやすい目標値の設定を行い、逐次事業の振返りを行うようになっていた。
具体的には、以下のような形で実施されていた。

支援・評価委員会で、保険者から個別保健事業のヒアリングを実施し、評価委員が助言等を行うと
もに、「保健事業の手順に沿った評価表」を記入。評価項目ごとに、3段階評価及びコメントを付
して保険者にフィードバック。

【静岡県支援・評価委員会（11支援対象保険者）】
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支援・評価委員会において評価する事業は、保険者が重点的に取組んでいる事業、助言を受けたい
事業の 2事業までに限定して実施。

【兵庫県支援・評価委員会（15支援対象保険者）】

評価表の記載方法について、支援・評価委員会委員が講師となり説明。それを受けて保険者が実施
中の個別保健事業について評価表を記載し、その内容を事前に読み込んだ委員が、支援・評価委員
会に出席した保険者に対し、直接助言を実施。

【奈良県支援・評価委員会（7支援対象保険者）】

評価表の記載にあたっては、事務局が保険者を訪問して記載方法等を説明した上で、提出された評
価表をもとに、支援・評価委員会より助言が行われた。

【鳥取県支援・評価委員会（6支援対象保険者）】
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様式 4と進捗管理表を一体化したシートを作成し、記入例と共に保険者に配布。保険者が記入した
内容について、支援・評価委員会の場で委員によるアドバイスを実施した。また、様式 5について
も改変し、記入例を提示の上で、保険者に記載を求めた。
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【埼玉県支援・評価委員会（25支援対象保険者）】
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全ての事業については助言できないので優先順位の高い事業について、保険者が進捗管理シートを
作成し、委員がそれを見ながら、事業の目的に沿った評価指標になっているか、評価指標を意識し
て事業が進められているか、実施時期や対象者選定が適切か、関係機関との連携や地域試算を活用
できているか等様々な視点からの評価を行い、事業改善につながる提案を含めた助言を行った。

【神奈川県支援・評価委員会（16支援対象保険者）】
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資料の整理についてかなりの時間を割いて事前に調整していた。委員に対しての保険者による説明
に際しても、コンパクトにできるよう事務局が事前に資料の説明順序も示しながら、委員会に臨む
ようにしていた。

保険者作成資料と連合会作成資料（PDCAサイクル記入表）を委員会委員に事前に送付し、点数評
価（仮）を実施。委員会には保険者担当者が出席し、委員は担当者から説明を受け、質疑及び助言
を行う。その後委員会としての最終の点数評価を実施。

【山口県支援・評価委員会（7支援対象保険者）】

様式 5の「達成（未達成）の状況の確認と評価」の欄を 2つに分けて「工夫した点、うまくいった点」
と「計画通り進まなかった点・理由」とし、保険者による事業の振返りをした上で委員会による評
価を実施した。

【和歌山県支援・評価委員会（14支援対象保険者）】
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【高知県支援・評価委員会（17支援対象保険者）】

統一の書式を用いて事業評価を実施。個別保健事業を実践スケジュール等に落とし込むこと、事業
実施には台帳作成をし、事業評価を行っていくこと等が助言され、支援活動の報告を冊子として取
りまとめた。

【徳島県支援・評価委員会（14支援対象保険者）】
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都道府県名 説明会等の名称 内　容

北海道

国民健康保険実務講習会
1 ． 保健事業への国の助成について
2 ． 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業について

国保保健活動研修会

1 ． データヘルスの推進について
2 ． 特定健診の検査データから見る地域の健康課題
 ～その見方と考え方～
3 ． 医療費データを活用して地域の健康課題をさぐる
4 ． 医療費データの分析と地域の健康課題

国保データベース（KDB）システム　
ブロック別説明会

1 ． 地域の健康課題把握のための医療費分析
2 ． 国保データベース（KDB）システムの概要及び帳票について

国保保健事業・健康づくり担当課
長及び係長合同研修会

1 ． 保険者が進めるデータヘルス計画について
2 ． 市町村と保険者が協働したデータヘルスにより住民のQOLを 
高める

生活習慣病予防対策担当者
研修会

1 ．  集団（地域）の健康課題の明確化に向けた健診・医療データの読
み方と考え方

2 ．  健診・医療費データをつなげて分析し、地域の健康課題を明らか
にする（講義）（演習）

青森

国保問題調査委員会 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業の概要について
国保連合会理事会 情勢報告の中で事務局より説明
国保連合会臨時総会 情勢報告の中で事務局より説明
国保主管課長会議（県主催） 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業とKDBシステムについて
国保問題調査委員会並びに
支部幹事会合同会議

国保・後期高齢者ヘルスサポート事業とKDBシステムについて

岩手
「国保・後期高齢者ヘルスサポー
ト事業」説明会

1． 保健事業の実施計画（データヘルス計画）について
2． 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業について

宮城

市町村国保・保健関係者研修会 「データヘルス計画の実践」について
国保データベース（KDB）システム
保険者説明会

国保データベース（KDB）システムの概要及び帳票について

全疾病分析支援システム操作
研修会

全疾病分析支援システムでの集計と分析について

特定健診・保健指導実践者
スキルアップ研修会
（保険者協議会）

「協会けんぽの保健事業の取り組みとデータヘルス計画」について

秋田
各地区協議会研修会

1． KDBシステム概要等
2． 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業等

市町村個別支援
1． KDBシステムの操作及び健康課題等の分析支援
2． 国保・後期高齢者ヘルスサポートの概要説明

山形 市町村保健活動推進研修会
研修会の中で情報提供として、データヘルス計画、
支援評価委員会の設置について情報提供を実施

福島
国民健康保険保健事業にかかる 
国保連合会支援説明会

1． 国民健康保険保健事業の助成にかかる内容について　
2． 国保連合会による保健事業支援について
3． データヘルス計画及び策定にかかるデータ支援について
4． 保健事業支援・評価委員会の設置について

茨城
国保・後期高齢者
ヘルスサポート 事業における
KDBシステムデータ活用研修会

1． 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業ガイドラインについて
2． 国保データベース（KDB）システム機能について
3． 国保データベース（KDB）システムデータ活用について

平成 26年度国保連合会による保険者向け説明会・研修の開催
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都道府県名 説明会等の名称 内　容

栃木

保健事業に関する保険者説明会

1． 保険者における保健事業計画の策定について
2． 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業の概要について
3． 国保保健事業の助成について　
4． 国保データベース（KDB）システムの導入について　

保健事業専門研修（第1回）

1． KDB（国保データベースシステム）の操作と機能について　
2． データベースの概要と活用方法について　
3． 平成25年度特定健診・特定保健指導の状況について
 ～データベースを利用して～
4． 平成26年度モデル事業について　

保健事業専門研修（第2回）

1． 特定健診・特定保健指導法定報告結果集計について
2． KDBを活用した保健事業計画の進め方　
3． 栃木県市町等保健事業支援事業
 （特定健診・特定保健指導の精度向上）について
4． 特定健診の受診勧奨について　

群馬

国保データベースシステム
担当者説明会

国保データベースシステムを活用した保健事業の策定、実施及び 評
価について

保健事業実施計画
（データヘルス計画）策定に向け
た研修会

1． データヘルス計画策定について
2． データヘルス計画内容について

埼玉
データヘルス計画策定に係る
担当者研修会

1．  保健事業支援・評価委員会の設置及びデータヘルス計画策定支援
について

2． 「データヘルス計画策定におけるポイントの整理について」
3． 「データヘルス計画の策定のための課題抽出」
4． 「データ分析による地域の状況・健康課題の把握について」

千葉
データヘルス計画策定に関する保
険者説明会

1． データヘルスの概要について
2． 「データヘルス計画策定におけるポイントの整理について」
3． 保健事業支援・評価委員会への申請等について
4． データヘルス計画策定への手順について

東京

「レセプトデータ・特定健診等デー
タの分析及び活用」の講演会

1． レセプトデータ・特定健診等データの分析及び活用
2． 効果的な保健事業への活用

生活習慣病予防対策事業に関する
講演会

1．  特定保健指導の利用率向上に資するための委託先の連携及び 
特定保健指導委託先評価の方法

2． 特定健診・特定保健指導の委託先の質の担保について
平成26年度
レセプトデータ・健診データ等を活
用した分析及び保健事業推進支援
事業に関する研修会

レセプトデータ・特定健診等データの分析結果に基づくデータヘルス
計画策定について

国保データベース（KDB）システム
操作説明

1． KDBシステムの運用について
2． 国保データベースシステム帳票（画面）について
3． 活用について

神奈川

平成26年度ヘルスサポート事業
の実施に関する説明会

1． 「市町村国保におけるデータヘル計画策定と実施について」
2．  国保・後期高齢者ヘルスサポート事業の概要及び保健事業支援・
評価委員会への支援申請方法等について

県央都市連絡協議会国保担当者研
修会

データヘルス計画について

新潟
第1回市町村国保・保健担当者
研修会

1． データヘルス計画の概要と効果的な保健事業計画
2． 演習
3．  国保データベース（KDB）システム」並びに「保健事業支援・
評価委員会（仮称）」について
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都道府県名 説明会等の名称 内　容

新潟
第2回市町村国保・保健担当者
研修会

1． KDB及び既存データ活用による地域の健康課題の把握
2． 演習
3． 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業、データヘルス計画の概要
4． 国保データベース（KDB）システムに関する進捗状況等について

富山

平成26年度KDBデータ等活用の
ための実践者育成研修会実施計画
（案）
年3回実施：平成26年8月、
11月、平成27年2月

KDBデータ等を活用した生活習慣病発症・重症化予防、医療費適正
化のための具体的実践方法～データヘルス計画作成に向けて～

国保データベース（KDB）システム
及び特定健診等データ管理
システム担当者説明会

1． 特定健診データ管理システム
 「平成25年度機能改善」
2． 特定健診・特定保健指導について
3． 国保データベースシステムについて
 ①KDBシステムの活用について
 ②KDBシステムの操作実習
 ③その他

石川
保健事業担当者・保健師等合同
研修会

事業内容及び申請書の提出について

福井

生活習慣病予防対策研修会
1． 「保健事業支援・評価委員会」の概要
2． 支援内容の情報提供

生活習慣病予防対策研修会 データヘルス計画の推進について
生活習慣病予防対策研修会 「保健事業支援・評価委員会」の取組みについて
生活習慣病予防対策研修会 H27年度　国保・後期高齢者ヘルスサポート事業について

山梨

保健事業実施計画（データヘルス
計画）策定に向けた研修会

1． 県からデータヘルス計画策定の概要について
2． 国保連合会からデータヘルス計画内容について

平成26年度特定健診結果データ
及び医療情報等分析・評価研修会

1． 特定健診・特定保健指導の医療費評価について
2． より効果的な情報収集とデータ分析過程の提案について
3．  保健事業実施計画（データヘルス計画）策定における保険者の
準備について

長野
KDBシステムを活用した
データヘルス計画策定に関する
研修会

1． データヘルス計画について
2． KDBシステムのデータの活用方法について
3． ヘルスサポート事業の内容について

岐阜

保健事業担当者研修会

1． 国民健康保険の保健事業の助成について
2． KDBデータ分析による地域の状況・健康課題の把握
3． PDCAサイクルに基づいた保健事業の評価
 －データヘルス計画作成・公表、事業実施、評価のプロセス－
4． 生活習慣病予防保健指導のポイント　

国保事務研究会研修

1． 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業について
2．  岐阜県国民健康保険団体連合会保健事業支援・評価委員会に 
ついて

3． 岐阜県後期高齢者医療データヘルス計画について

国保事務研究会研修

1． 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業について
2．  岐阜県国民健康保険団体連合会保健事業支援・評価委員会に 
ついて

3． 岐阜県後期高齢者医療データヘルス計画について

国保事務研究会研修

1． 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業について
2．  岐阜県国民健康保険団体連合会保健事業支援・評価委員会に 
ついて

3． 後期高齢者医療データヘルス計画について
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岐阜

国保事務研究会研修

1． 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業について
2．  岐阜県国民健康保険団体連合会保健事業支援・評価委員会に 
ついて

3． 岐阜県後期高齢者医療データヘルス計画について
4． 多治見市データヘルス計画（案）について

国保データベース（KDB）システム
活用研修

1． 国保データベース（KDB）システムについて
2． 保健事業にかかる各種システムについて
3． 医療費等の分析について
4． 保健事業支援・評価委員会の支援について
5． データヘルス計画策定におけるシステム活用方法等について

静岡 保健事業研修会
1． 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業の概要」等について
2． 「しずおか茶っとシステム」を活用したデータヘルス計画書
 （参考例）について

愛知

国保・保健担当者合同研修会 データヘルス計画の策定と効果的な保健事業への活用

効果的な保健事業を
展開するためのデータ活用研修会

1． KDB・AI Cubeの活用状況及び新機能について
2． 帳票活用
 ～データヘルス計画策定及び保健事業にデータを役立てる～

特定健診・特定保健指導従事者　
スキルアップ研修会

はじめてのレセプト分析～重症化予防に向けた活用（講義と演習）

三重 国保主管課長会議 最新情報提供および説明

滋賀
国保・後期高齢者
ヘルスサポート事業説明会

1． データヘルス計画について
2． 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業について

京都

データヘルス計画策定に関する　　
説明会1

1． 保健事業支援・評価委員会の設置について
2． 保健事業支援・評価委員会の活用について
3． データヘルス計画策定について

データヘルス計画策定に関する　　
説明会2

1． 保健事業支援・評価委員会の設置について
2． 保健事業支援・評価委員会の活用について
3． データヘルス計画策定について

データ活用研修会 保健事業に活かすデータの見方・活用の仕方
保健事業推進研修会 データヘルス計画策定のポイント

大阪
国保・後期ヘルスサポート事業及
びKDBシステム説明会

1． 国保・後期ヘルスサポート事業の説明について
2． KDBシステムの説明について

兵庫
データを活用した保健事業の企画・
実施に向けたフォローアップ研修会

当該事業の概要説明及び保険者支援の流れ及び支援の実際について

奈良

国保データベース（KDB）シス
テム説明会

1． KDBシステムの運用、操作説明等について
2． 国保データベースシステムの活用について

国保・後期高齢者
ヘルスサポート事業に関する
研修会

1． 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業について
2． データヘルス計画とは何か

奈良県市町村看護職員協議会　
全体研修会

データに基づく効果的な生活習慣病対策～データヘルス計画とは～

和歌山

市町村等国民健康保険担当課長・
事務担当者研修会

1． 国保データ（KDB）システムについて
2． 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業について

保健事業部会
1． 国保データ（KDB）システムについて
2． 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業について

国民健康保険財政安定化推進
研究会

1． 国保データ（KDB）システムについて
2． 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業について
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鳥取

平成26年度
第1回国保事務担当者及び
保健専門技術職員等合同研修会

国保・後期高齢者ヘルスサポート事業に係る事業概要、国保連合会が
行う保健事業支援事業、保健事業支援・評価委員会の設置及びKDB
システムの今後の対応について

保険者支援システムの操作および
国保共電システムの不具合に係る
説明会

「国保・後期高齢者ヘルスサポート事業について」として、
事業の概要、支援・評価委員会の設置及びヘルスサポート申請書の提
出について

平成26年度第2回
国保事務担当者及び
保健専門技術職員等合同研修会

平成26年度に実施した支援の内容、スケジュール及び
支援・評価委員からの実際の助言内容の紹介

島根

島根県市町村保健師及び
国保担当者等研修会

高医療のがん対策を学び、個別保健事業計画の策定につなぐ研修
1． がん予防対策について
2． がんにかかる国保医療費等の状況
3． 島根県におけるがん対策
4． 事例発表「八王子市におけるがん予防対策にかかる取組み」
5． グループ討議「がん対策から健康なまちづくりへ」

データヘルスの推進に係る研修会
1． データヘルスの推進について
2． 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業の展開
3． 情報交換「データヘルスの推進に向けた取組みと課題

島根県市町村保健活動協議会
地区会

講演及び演習「保健統計を用いた地域の健康課題の抽出と評価」

岡山

国保ヘルスアップ事業に係る
評価ツール等説明会

1． 国保ヘルスサポート事業に係る本会の取組みについて
2． 第三者支援・評価委員会（仮称）の概要について
3．  データヘルス計画策定におけるデータシステムツールの活用に
ついて

医療費適正化対策事業
レセプト・特定健診等分析結果から地域健康課題等について
希望のあった県内4保険者に対し評価委員が講師として教示し、
データヘルス計画策定支援等を行った。

広島
国保データベース（KDB）システム
等担当者説明会

1． KDBシステムの概要及び基本操作等について
2．  KDBシステムの活用及び国保・後期高齢者ヘルスサポート事業
について

3． KDBシステムの活用事例について

山口
KDB操作・運用説明会 KDBの保険者別の操作・運用説明会で、個別に説明
データヘルス計画研修会 データヘルス計画で実現する科学的な保健事業に向けて

徳島

国保データベース（KDB）システム
を活用した保健活動支援事業

1． データヘルス計画に向けたモデル的実践への継続支援
2． 事業実施保険者間の情報交換

国保データベース（KDB）システム
を活用した保健活動支援事業

国保保健事業実施指針に基づくデータヘルス計画の策定について

国保データベース（KDB）システム
を活用した保健活動支援事業

国保連合会職員によるKDBを活用したデータヘルス計画の
基礎研修

国保データベース（KDB）システム
を活用した保健活動支援事業

データヘルス計画研修

国保データベース（KDB）システム
を活用した保健活動支援事業

（午前）美波町担当者と地域実態についての話し合い
（午後）近隣市町村も参加する事例学習会

国保データベース（KDB）システム
を活用した保健活動支援事業

データヘルス計画研修会

国保データベース（KDB）システム
を活用した保健活動支援事業

データヘルス計画策定支援



388

資
　
料

平
成
26~

28
年
度
国
保
連
合
会
に
よ
る
保
険
者
向
け
説
明
会
・
研
修
の
開
催

都道府県名 説明会等の名称 内　容

徳島

国保データベース（KDB）システム
を活用した保健活動支援事業

（午前）小松島市担当者と地域実態についての話し合い
（午後）近隣市町村も参加する事例学習会

各種会議・研修でデータヘルス、
KDB利活用の説明

1． ブロック別国保担当課長会議
2． データヘルス計画について

各種会議・研修でデータヘルス、
KDB利活用の説明

本会介護保険課が主催する介護保険担当者説明会
1． 国保データベース（KDB）システムについて
2．  （介護ユーザ向け）国保データベース（KDB）システム操作方法・ 
帳票について

各種会議・研修でデータヘルス、
KDB利活用の説明

後期高齢者医療広域連合への説明・相談
1． KDB平成26年度機能改善における後期国突合対応の件
2． データヘルス計画策定

各種会議・研修でデータヘルス、
KDB利活用の説明

小松島・勝名支部担当課長・保健師研修会
KDBシステムを活用した地域の健康課題と現状について

各種会議・研修でデータヘルス、
KDB利活用の説明

市町村保健師研修会にて事務局より情報提供資料
1． 情勢
2． 精神障害者の地域移行関連
3． 平成27年2月からの機能改善事項

各種会議・研修でデータヘルス、
KDB利活用の説明

保健活動におけるKDBと特定健診データの活用について

香川

国保研修協議会研修
（データヘルス計画策定支援）

1．  保健事業のための統計資料の視方やデータ分析、事業評価の重
要性について

2． KDBの概要や操作方法、保健事業に活用できる帳票について
3． 国民健康保険の保健事業に対する助成について
4．  データヘルス計画策定支援の流れや香川県の国保連合会が保有
しているKKDAシステムから出力される帳票の活用方法について

国保保健事業担当職員研修会

1．  香川県国保・後期ヘルスサポート事業について、KDBシステム
を活用した保健事業実施計画策定への助言・評価等の支援事業
の概要説明、事業実施手順、事業スケジュールについて

2． KDBシステムの利活用状況の結果報告や今後の予定、
 KKDAシステムの進捗状況及び次年度対応について
3．  KKDAシステムの機能改善と関連して、27年度より、新たに未
受診者の対象とした「歯科保健事業　講師派遣事業」について

4．  保険給付費適正化に関する啓発活動として「健康づくりと介護
予防で健康長寿」というテーマで高松市の実践報告を紹介

愛媛

平成26年度
KDBシステム等説明会

1． KDBシステムの進捗について
2． KDBシステム本稼働に向けた委託契約について
3． 帳票の活用について
4． 各保険者におけるデータヘルス計画策定状況について
5． 保健事業支援・評価委員会の設置について

平成27年度
KDBシステムにおけるデータ活
用の保健事業支援説明会

1． 平成27年度本会市町保健事業支援について
2． KDBシステムを使ったデータ活用例について
3． KDBシステムの不具合の概要及び経緯
4． 保健事業支援・評価委員会の設置について

高知
平成26年度
国民健康保険事務
担当職員研修会

国保･後期高齢者ヘルスサポート事業の概要、KDBシステムの概要・
帳票活用事例について情報提供
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福岡
国保・後期高齢者ヘルスサポート
事業報告会

1． 保健事業支援評価委員会委員長講話
2． データヘルス計画事例紹介　　
3． 保健事業支援評価委員会助言内容の情報提供　

佐賀 技術研修会
保健事業支援評価委員会の設置、事業申請書の提出等
事業の概要について

長崎

ヘルスサポート事業合同打合せ会

1． ヘルスサポート事業の申請状況
2． 支援評価委員会について
3． 国保連合会の支援体制
4． データヘルス計画策定の流れ
5． データヘルス計画策定に向けてのスケジュール
6． データヘルス計画構想を作成する上でのポイント

ヘルスサポート事業保険者向け
合同説明会

1． ヘルスサポート事業の申請状況
2． 支援評価委員会について
3． 国保連合会の支援体制
4． データヘルス計画策定の流れ
5． 提出様式について
6． データヘルス計画策定に向けてのスケジュール

熊本 データヘルス計画に向けた学習会
1． 国保ヘルスサポート事業と連合会事業について
2．  データヘルス計画策定の流れ、KDBシステムデータの活用方法
等について

大分

国保・保健事業担当者説明会
国保連合会が行う保健事業について
（国保ヘルスサポート事業説明含む）

国保・保健事業担当者研修　
（1回目）

1． 国保ヘルスサポート事業について
2． 保健事業におけるデータ分析　データヘルス計画の実践
3． グループワーク
 ①データ活用分析について、
 ②事務職と保健師の役割分担について
 ③国保ヘルスサポート事業について　

国保・保健事業担当者研修　
（2回目）

1． 活動紹介「私たちのデータヘルス計画ができるまで」
  ～データヘルス計画策定に向けた取り組みの経緯等について、
支援評価委員会から得た助言と今後の取り組みについて～

2． 「データヘルス計画の特徴と課題」～支援評価委員会の報告～
3． グループワーク「私たちのデータヘルス計画とこれからの取り組み」
4．  （保険者間の取り組み状況の確認、データ活用について等につい
ての情報交換）

宮崎
宮崎市市町村広域化等連携会議終
了後

1． 保健事業支援・評価委員会について（メンバー及び業務内容）
2． 支援評価の具体的な流れ
3． KDBの公開について
4． 国保データヘルス計画について

鹿児島
データヘルス計画及び
国保データベース（KDB）シス
テム等の活用における説明会

1． データヘルス計画について
2．  国保データベース（KDB）システムを活用したデータ分析及びデー
タヘルス計画のための帳票の読み取り
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鹿児島

KDBシステムの活用及び
データヘルス計画の策定に関する
研修会（奄美地区）

1． KDBシステムの活用方法について
 ①統計情報及び医療・健診・介護データの分析としての活用
 　（演習：帳票の読み取り・CSVの加工）
 ②保健事業の対象者を明確化
 ③保健事業の評価
2． データヘルス計画について
 ①データヘルス計画の概要について
 ②データヘルス計画の具体的策定内容について
 　（KDBシステムを活用した計画の説明）

KDBシステムの活用及び
データヘルス計画の策定に関する
研修会（肝属地区）

同上

KDBシステムの活用及び
データヘルス計画の策定に関する
研修会（姶良・伊佐地区）

同上

KDBシステムの活用及び
データヘルス計画の策定に関する
研修会（北薩地区）

同上

KDBシステムの活用及び
データヘルス計画の策定に関する
研修会（北薩地区）

同上

KDBシステムの活用及び
データヘルス計画の策定に関する
研修会（鹿児島市・日置地区）

同上

KDBシステムの活用及び
データヘルス計画の策定に関する
研修会（南薩地区）

同上

KDBシステムの活用及び
データヘルス計画の策定に関する
研修会（曽於地区）

同上

KDBシステムの活用及び
データヘルス計画の策定に関する
研修会（熊毛地区）

同上

KDBシステムの活用及び
データヘルス計画の策定に関する
研修会（徳之島地区）

同上

沖縄 KDBシステム説明会
データヘルス計画策定に必要なKDBシステムの内容及び
操作について
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北海道

国民健康保険実務講習会
演題：「国保・後期高齢者ヘルスサポート事業について」 
講師：本会職員 
※既存研修会の 1コマにより講義

国保保健活動研修会

講義：「保健事業の企画・運営・評価」 
講義・演習： 「健診・保健指導の実施・評価のためのデータ分析と　

分析結果の活用」 
講師：国立保健医療科学院 生涯健康研究部長　横山　徹爾氏 
講義：「健康課題から導く保健事業の考え方について」 
講師： 北海道大学大学院 医学研究科 社会医学講座
　　　公衆衛生学分野教授　玉腰　暁子氏 
シンポジウム：「機関連携で取り組む地区分析の取り組み」 
報告者：七飯町、渡島総合振興局、本会職員 
※既存の研修会により講義、演習、シンポジウム

国保保健事業・健康づくり担当課
長及び係長合同研修会

講義：「データヘルス計画立案のために押さえておきたいポイント」 
講師：札幌医科大学　医学部　公衆衛生学講座　准教授 
　　　北海道国民健康保険団体連合会
　　　保健事業支援・評価委員会委員　大西　浩文氏 
講義：「竹田市が取り組む健康づくり計画とデータヘルス計画」 
講師：大分県竹田市保険健康課　坂本　信江氏、渡邉 法恵氏 
活動報告： 「全国健康保険協会北海道支部におけるデータヘルス計画

について」 
講師：全国健康保険協会　北海道支部　
　　　企画総務部　保健グループ 
実践報告：データヘルス計画の取り組みについて」 
報告者：苫小牧市、赤平市、後志総合振興局、
　　　　支援・評価委員会委員、本会職員
※既存の研修会により講義、活動報告、実践報告

生活習慣病予防対策担当者研修会

講義・演習：「効果の出る食習慣改善指導～高血圧・高血糖・脂質
　　　　　　異常（LDL）の栄養指導」 
講師：クオリティライフサービス 代表取締役 小島 美和子氏 
※既存の研修会により講義、演習

国保データベース（KDB）システム
ブロック別説明会

講義：「KDBを活用した健康課題の分析と評価」 
講師：仙台白百合女子大学 人間学部 健康栄養学科 
准教授 鈴木 寿則氏

青森

国保問題調査委員会
・ 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業の平成 26年度支援内容等に
ついて事務局より説明。

データヘルスにおける国保・
保健事業担当職員合同研修会

・保健事業支援・評価委員会による保険者支援について 
・データヘルス計画策定経過とその内容 
・データヘルス計画について

国保問題調査委員会並びに支部幹
事会合同会議

・ 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業の平成 27年度の取り組みに
ついて事務局より説明。

国保連合会通常総会 ・平成 28年度事業計画の件の中で事務局より説明。

岩手
国保・後期高齢者
ヘルスサポート事業説明会

保健事業の実施計画（データヘルス計画）について 
国保・後期高齢者ヘルスサポート事業について 
データヘルス計画のポイント

平成 27年度国保連合会による保険者向け説明会・研修の開催
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岩手

国保・後期高齢者
ヘルスサポート事業における
ヒアリングの実施に係る説明会

○ヒアリング実施に係る説明会 
・支援・評価委員会による支援について 
・データヘルス計画について 
・ワークシートの記入方法 
・ヒアリングについて 
・保険者間の情報交換

同上 同上
国保・後期高齢者
ヘルスサポート事業研修会

・講演：データヘルス計画における保健事業評価について 
・情報交換：データヘルス計画における保健事業評価の現状と課題

市町村保健師研修会
「データヘルス計画の取り組みについて」 講師：古井 祐司氏 
「根拠に基づいた保健指導について」 講師：門田 しず子氏

保健活動研究会
「国保保健事業における庁内連携について」 
県内市町村の国保担当者と保健師よりそれぞれ話していただいた。

福島
平成 27年度
福島県国民健康保険団体連合会
保健事業支援・評価委員会研修会

情報提供： 福島県国民健康保険団体連合会 保健事業支援・評価委員
会活動状況及び福島県内保険者のデータヘルス計画

　　　　　策定状況 
講演：慢性腎臓病（CKD）重症化予防対策の考え方と地域での実践
　　　～特定健診を活かすために～

茨城

国保・後期高齢者
ヘルスサポート事業における
データ活用研修

ワークシート、現状把握シートの作成方法について 
データヘルス計画（案）の作成について 
平成 27年度データヘルス計画策定の推進について

保健事業支援・評価委員会による
保険者支援

データヘルス計画策定支援のための現状分析等に関する検討協議 
グループワークによる協議

国保・後期高齢者
ヘルスサポート事業における
データヘルス計画
策定支援研修

データヘルス計画の作成方法について

栃木

保健事業専門研修 
（第 1回）

1． 特定健診受診率向上の取り組みについて 
2． 国保データベース（KDB）システムについて 
3． データヘルス計画の策定について

保健事業専門研修 
（第 2回）

1．  保健事業を効率的に実施するためのデータヘルス計画の進め方 
（講義） 

2． データヘルス計画にトライ！ －KDBシステムを活用して－ 
 （演習・グループワーク）

群馬

国保・後期高齢者
ヘルスサポート事業研修会 1

講義・演習：
「データヘルス計画の策定に向けて～健康課題の抽出～」 
事務連絡にて、ヘルスサポート事業についての紹介をした。

国保・後期高齢者
ヘルスサポート事業研修会 2

講義・演習：
「データヘルス計画の策定に向けて～目的・目標の設定～」 
事務連絡にて、ヘルスサポート事業についての紹介及び、
来年度支援希望保険者の募集について連絡した。
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埼玉

データヘルス計画策定に係る
担当者研修会

1．  保健事業支援・評価委員会によるデータヘルス計画策定支援に
ついて 本会保健課 

2．  講演：「データヘルス計画策定の進め方 未受診者・未治療者対策
を例に」 

 講師：合同会社生活習慣病予防研究センター　代表 
 岡山 明氏 
3． グループ討議：「未治療者対策の進め方」 
 助言者：保健事業支援・評価委員会委員 
4． 講演：「データ分析による保健指導の評価について」 
 講師：国立保健医療科学院生涯健康研究部長 横山 徹爾氏

データヘルス計画策定に係る
担当者勉強会

1． 講演及び実践発表： 「データヘルス計画の現状分析」 
 講師：合同会社生活習慣病予防研究センター　代表
 岡山 明氏 
 「志木市におけるデータヘルス計画の取り組みについて」 
 発表者：志木市　健康福祉部　健康づくり支援課 
 健康支援グループ　主幹 清水 裕子氏 
2． グループ討議：「既存事業から見えてくる課題について」 
 助言者：保健事業支援・評価委員会委員 
3． 講演：「データから見えてくる課題について」 
 講師：国立保健医療科学院　生涯健康研究部長 横山 徹爾氏 
4． グループ討議：「データから見えてくる課題について」 
 助言者 保健事業支援・評価委員会委員

データヘルス計画策定に係る
担当者勉強会

1． 講演：「個別事業の目標と評価の考え方」 
 講師：合同会社生活習慣病予防研究センター　代表
 岡山 明氏 
2． グループ討議：「個別事業の目標と評価の考え方」 
 助言者：保健事業支援・評価委員会委員 
3． 講演：
 「データを活用した目標設定について」 
 講師：国立保健医療科学院　生涯健康研究部長 横山 徹爾氏

千葉
データヘルス計画策定に関する  
保険者説明会

支援評価委員会による保険者支援について 
データヘルス計画策定のポイントについて 
事例発表：データヘルス計画策定における取組について
（木更津市）

神奈川

国保・後期高齢者
ヘルスサポート事業事前説明会

データヘルス計画の必要性や昨年度の支援状況、平成年度の
支援・評価委員会における支援の内容やスケジュール、
事業申請方法等について事務局より説明を行った。

データヘルスに関する研修会
村田委員を講師に「KDBシステムのデータを活用した健康課題の抽
出」と題してデータの読み取り等による健康課題の把握についての
研修

国保・後期高齢者
ヘルスサポート事業に関する
研修会

荒木田副委員長を講師に「データヘルス計画に向けて～保健事業の
振り返りと評価指標の設定について～」と題して、データヘルス
計画策定のポイントについての研修
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新潟

国保・後期高齢者
ヘルスサポート研修会 
（データヘルス計画策定支援研修
①）

・支援・評価委員会による支援について
　講師：支援・評価委員会委員長
・データヘルス計画策定のポイント
　（現状分析から目標設定の考え方について）　
　講師：支援・評価委員会委員

第 1回市町村国保・保健担当者  
研修会
（データヘルス計画策定支援研修
②）

・データヘルス計画策定のポイント
　（目的・目標～評価指標へ）
　講師：支援・評価委員会委員
・グループワーク

第 2回市町村国保・保健担当者  
研修会
（データヘルス計画策定支援研修
③）

・データヘルス計画策定のポイント
　（目標を達成させるために必要な事業・評価指標）
　講師：支援・評価委員会委員
・グループワーク

福井
保健事業推進委員会 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業について
市町担当課長会議 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業について

山梨
保健事業実施計画
（データヘルス計画）
策定・評価に関する研修会

1． 講演 
 全国のデータヘルス計画策定状況と策定、評価のポイント 
2． 事例発表
 ①県内保険者 
 　データヘルス計画策定経緯について事例発表 
 ②連合会保健師 
 　データヘルス計画策定支援
 　－ 分析から個別事業企画までの流れ －
3． グループワーク

長野

データヘルス計画策定に関する  
研修会

・データヘルス策定保険者による事例発表 
・ 支援・評価委員長による事例発表に対する講評および支援・評価
委員会の経過等の説明 
・グループに分かれての情報交換

個別保健事業に関する研修会

・支援・評価委員長による講演【テーマ】保健事業の評価について 
・ 事務局による保健事業支援・評価員会による評価方法のながれに
ついての説明 
・ ヘルスサポート事業ガイドライン様式 4を利用した事前課題によ
る演習

岐阜

平成 27年度
国保・後期高齢者
ヘルスサポート事業における
支援保険者説明会

支援評価委員会の役割や連合会の支援における年間スケジュール等

静岡

保健事業研修会
・講演「データヘルス計画」の概要及び計画策定に必要なもの 
・事例紹介「国保ヘルスアップ事業」の取組みについて 
・グループワーク「わが町の健康課題とデータヘルス計画」について

保健事業研修会
・講演「データヘルス計画における保健事業の評価の視点とデータ活用」 
・講演「KDBシステムの帳票読み解きとデータ活用」 
　～データを活用して健康課題を把握するための視点～
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三重

研修会
「データヘルスで国が保険者に求めているもの」 
ー生活習慣病重症化予防の理論と実践ー 
広島大学大学院　医歯薬保健学研究院 森山 美智子氏

研修会
「データヘルスプラン策定にむけての現況報告」津市・桑名市の取組 
「特定健診保健指導評価のためのＫＤＢ情報活用」 
国立保健医療科学院 岡本 悦司氏

研修会
「データに基づく保健活動マネジメントの導入に向けた展望」 
京都大学大学院医学研究科医療経済分野 大坪 徹也氏

研修会
「生活習慣病患者のレセプト分析から推測する病態別生活習慣病の実
際と推移」 
一般社団法人 医療経済研究・社会保険福祉協会 満武 巨裕氏

大阪

国保・後期高齢者
ヘルスサポート事業説明会

①平成 27年度の国保連合会ヘルスサポート事業について 
② KDBシステムの現状について
③データヘルス計画の策定支援について
　1.報告 2.データの活用について 3.総評 
④ KDBシステムからみた保険者の状況

国保・後期高齢者
ヘルスサポート事業説明会

① KDBデータを活用したデータヘルス計画の策定について 
②「KDB等データ分析による地域の状況・健康課題の把握」

国保・後期高齢者
ヘルスサポート事業説明会

① KDBシステムの現状について 
②保健事業はどう評価するか？～ KDBシステムなどの活用～ 
③保健事業の評価に使用する帳票について

奈良

平成 27年度市町村等研修会
「既存データを活用した
健康増進計画とヘルスについて」

国立保健医療科学院 生涯健康研究部長 横山徹爾氏を講師に招き、「既
存データを活用した健康増進計画とデータヘルス計画について」と
題して講演を行った。県と共催。

平成 27年度健診・医療情報等の
データ読み取り学習会

「KDB等の分析に基づく各市町村の生活習慣病対策のための現状分
析と課題設定」のワークシートを活用し、KDB帳票、SMRデータ、
県作成のデータヘルス計画の手引き等の資料を使って既存データを
読み解く演習を行った。県・保健所と共催。（ブロック別）

平成 27年度健診・医療情報等の
データ読み取り学習会

「KDB等の分析に基づく各市町村の生活習慣病対策のための現状分
析と課題設定」のワークシートを活用し、KDB帳票、SMRデータ、
県作成のデータヘルス計画の手引き等の資料を使って既存データを
読み解く演習を行った。県・保健所と共催。（ブロック別）

平成 27年度健診・医療情報等の
データ読み取り学習会

「KDB等の分析に基づく各市町村の生活習慣病対策のための現状分
析と課題設定」のワークシートを活用し、KDB帳票、SMRデータ、
県作成のデータヘルス計画の手引き等の資料を使って既存データを
読み解く演習を行った。県・保健所と共催。（ブロック別）

和歌山
国保データベース（KDB）システム
担当者研修会

・KDBシステムを活用した医療費データ分析の方法 
・KDB帳票活用の際の留意点

鳥取

国保事務担当者及び
保健専門技術職員等合同研修会

岡山氏による講義。
先進地のデータヘルス計画について事例発表。
参加者によるグループワーク。

国保事務担当者及び
保健専門技術職員等合同研修会

特定健診結果、医療費分析について。
保健事業支援・評価委員会での対象内容の周知及び助言内容の紹介。
参加者によるグループワーク。
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島根

島根県市町村保健師等研修会

※データヘルスの推進を視野に入れ、医療費適正化につなぐ 
・講演：「地域の見方 －私にできる PDCAサイクル－」 
講師：島根大学　医学部　環境保健医学講座
　　　教授 神田 秀幸氏 

（保健事業支援・評価委員会副委員長） 
・事例発表１：「『出雲市データヘルス計画』策定の取り組み」 
　　　出雲市　保険年金課　課長補佐 梶田 厚志氏 
　　　健康増進課　保健師 柳 美代子氏 
・事例発表 2：「熊本市国保 CKD対策 
　　　－データヘルス計画に基づく重症化予防の取り組み－」 
　　　熊本市 健康福祉子ども局 国保年金課 
　　　技術参事（保健師） 東 貴子氏 
・報告：「島根県糖尿病予防・管理指針第 3版について」 
　　　島根県 健康福祉部 健康推進課 
　　　健康増進グループ 主任 遠藤 まどか氏 
・グループ討議：
　　　「これからの生活習慣病（重症化）予防対策の取り組み」 
司会：松江市保健センター 長谷川 伸子氏 
　　　（島根県市町村保健活動協議会会長） 
助言：島根大学 医学部 環境保健医学講座 教授 神田 秀幸氏 
　　　熊本市 健康福祉子ども局 国保年金課 
　　　技術参事（保健師） 東 貴子氏

データヘルスの推進に係る研修会

※データヘルスの推進につなぐ 
・講演： 「データヘルス計画における評価を意識した計画策定の進め

方」 
講師：国保・後期高齢者ヘルスサポート事業運営委員会 
　　　副委員長　岡山 明氏

　　　　（生活習慣病予防研究センター 代表） 
・報告：「保健事業支援・評価委員会の状況 
　　　～計画策定に向けた取組の総評～」 
　　　保健事業支援・評価委員会委員長 大城 等氏
　　　（島根県保健環境科学研究所長） 
・事例発表：「邑南町の保健活動 
　　　～効果的 ･効率的な取組を目指して～」 
　　　邑南町　保健課　課長補佐 土﨑 しのぶ氏 
・意見交換：「データヘルスの展開における現状と課題」 
司会：保健事業支援・評価委員会委員長 大城 等氏 
助言：国保・後期高齢者ヘルスサポート事業運営委員会 
副委員長：岡山 明氏 
　　　　　邑南町　保健課　課長補佐 土﨑 しのぶ氏

島根県市町村保健活動協議会
西部地区会

※データ分析について学び、健康課題の抽出等に資する 
「データ分析から効果的な保健活動へ」 
島根県　保健環境科学研究所　所長 大城 等氏 
（保健事業支援・ 評価委員会　副委員長）

島根県市町村保健活動協議会
隠岐地区会

※データ分析について学び、健康課題の抽出等に資する 
「データ分析から効果的な保健活動へ」 
島根県　保健環境科学研究所　所長 大城 等氏 
（保健事業支援・ 評価委員会　副委員長）
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島根
島根県市町村保健活動協議会 　
東部地区会

※データ分析について学び、健康課題の抽出等に資する 
「データ分析から効果的な保健活動へ」 
島根県　保健環境科学研究所　所長 大城 等氏
（保健事業支援・評価委員会　副委員長）

岡山
国保・後期高齢者ヘルスサポート　
事業説明会

国保・後期高齢者ヘルスサポート事業《データヘルス策定に向けて》 
岡山県国保連合会国保・後期高齢者ヘルスサポート事業と方向性に
ついて

広島
国保データベース（KDB）システム
等担当者説明

1．  国保データベース（KDB）システムの概要及び基本操作等につい
て 

2．  国保データベース（KDB）システムを活用したデータヘルス計画
策定について 

3． データヘルス計画で効果的な保健事業の取り組み 
4． 国保データベース（KDB）システムの活用事例

徳島
徳島県市町村国保担当主管課長 
会議

（1）徳島県保険者協議会設置運営規定について 
（2）徳島県保険者協議会委員構成について 
（3）国保データヘルスの取り組みについて

香川

国保保健事業担当職員等研修会

・ 本会独自システムである KKDA（香川国保データ分析システム）
の 26年度の処理状況や CKD（慢性腎臓病）の受診勧奨抽出機能
の追加等について報告。 
・ 保険者ヒアリング結果に基づく保健事業実施状況や今後の支援に
ついて説明。 
・KDBの概要や基本的な集計の仕方等について説明。 
・ 保険者からの要望等を受け「CKD対策に取り組む必要性とその意
義」と題して香川県中央病院　腎臓膠原病内科科長　山崎康司氏
より講義を頂いた。

香川県国保保健事業担当職員等 
研修会

・ 星川委員より、データヘルス計画策定に至った背景やねらいにつ
いて情勢報告を頂いた。 
・ 髙嶋委員より「データヘルス計画における保健事業の評価」と題
して、事業計画の目的・目標、評価指標の設定方法などについて
具体例を入れながら講義頂いた。 
・ 星川委員・髙嶋委員・髙塚委員の協力を頂き、データを見ながら
目標や評価指標設定などを行うグループ演習を実施し、関係者間
で協議を行った。

香川県保険者協議会専門部会
及び香川県国保保健事業担当職員
等合同研修会

・ 国立保健医療科学院 生涯健康研究部 部長 横山徹爾 氏より「被用
者保険と連携した医療費分析について～見える化するツールの活
用～」と題して、データ分析の基礎知識や実際の分析方法等につ
いて演習を交えながら講義頂いた。 
・特定健診における次年度の単価や未受診勧奨業務について説明。 
・ KKDAにおける CKD機能が運用開始となり、保険者からの問い合
わせ対応を報告。 

・ ヘルスサポート事業推進と題して、10月に中央会で実施された「国
民健康保険団体連合会保健事業支援・評価委員会委員による報告
会」の内容を踏まえながら今後の支援等を説明。
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香川
香川県国保保健事業担当職員等 
研修会

・ 国保中央会作成のガイドライン改正に基づいて、香川県国保・後
期高齢者ヘルスサポート事業実施要項を改正したことを報告。 
・ 外部業者に保健事業を委託する際に業者を管理できるよう「保健
事業の外部委託における留意事項」のチェックリストを作成した
ことを報告。 
・ 髙嶋委員に座長を務めて頂き、データヘルス事業を推進させる上
で保険者共通課題と思われる事項について 3保険者より実践報告
を頂いた。その後、情報交換・グループワークを行い、実践報告
を聞いた感想やデータヘルス事業を推進していく上での課題等に
ついて協議を行った。最後に星川委員より総評を頂いた。

愛媛
平成 27年度 KDBシステムにお
けるデータ活用の保健事業支援説
明会

委員会設置の目的、経緯について
支援内容、年間スケジュール案の提示

高知 平成 27年度医療費分析研修会
事例発表：「健康課題の把握と高知市データヘルス計画について」 
講演：「データヘルス計画のためのデータの見方」

福岡

生活習慣病予防対策支援事業
（栄養士等①）

・栄養指導対象者の明確化 
　各種データ等から地域の実態と課題を読み取り優先順位をつける。 
・背景にある食習慣から健康栄養課題を明確にする。 
・ 具体的事例をもとに、生活スタイルと食習慣の個別性や共通性を
捉える。

生活習慣病予防対策支援事業
（保健事業従事者及び国保担当者
①）

・平成 26年度ヘルスサポート事業報告 
・ 保険者による予防・健康管理（データヘルス）の推進の動きについて 
・データヘルス計画策定のための基本的事項

生活習慣病予防対策支援事業
（保健事業従事者及び国保担当者
②）

・データヘルス計画及び保健事業実施計画策定に関する支援 
・特定健診結果やレセプト情報をもとにした健康課題の明確化 
・ 発症予防・重症化予防の徹底のために優先される保健指導対象者
の決定 
・事業評価に関する事項・指標等に関する協議 
・KDBシステムから出力される帳票及び CSVデータの活用について

生活習慣病予防対策支援事業
（栄養士等②）

※ 優先課題解決のための食の背景、環境など地域の特性を総合的に
捉え第 2回栄養士研修会までに実践を行う。 
・栄養指導実践に向けた研修

生活習慣病予防対策支援事業
（保健事業従事者及び
国保担当者）

9月 29日説明内容に下記を追加。 
・保険者策定のデータヘルス計画及び保健事業計画の共有

平成 27年度
国保・後期高齢者
ヘルスサポート事業報告会

保健事業の PDCAサイクルについて 
～保険者における予防・健康づくり等の取組の推進における
共通指標及び保健事業の評価の考え方～ 
福岡県の健康課題の実態について 
国保ヘルスアップ事業実施保険者より事例報告
（飯塚市・北九州市・嘉麻市）

長崎 ヘルスサポート事業合同説明会
支援 ･評価委員会による関わり方 
提出様式の説明 
支援 ･評価委員会の開催スケジュール
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長崎
国保等データを用いた
データヘルス計画等の研修会

説明事項：「データヘルス計画の策定状況等について」 
講義：「データヘルス計画について」 
講義：「集団のデータ分析について：特定健診データを用いて」 
及びワークショップ 
講義：「質的な情報を生かした保健事業計画」 

大分
平成 27年度
国保・保健事業担当者説明会

1.平成 27年度国保連合会が行う保健事業について 
2.平成 27年度国保連合会が行う広報事業について 
3.データを活用した保険者支援について
4.  特定健診等管理システムの概要及び運用における 
留意点について

宮崎 保健事業支援・評価委員会研修会

①国保・後期ヘルスサポート事業について 
②保健事業支援・評価委員会について
③平成 26年度事業報告について
④平成 27年度事業について

鹿児島

データヘルス計画に係る個別訪問
（歯科医師国保）

①データヘルス計画の概要と目的（方向性）について 
②市町村の現状を分析 
③データヘルス計画の作成について

データヘルス計画に係る個別訪問
（日置市）

①データヘルス計画の概要と目的（方向性）について 
②市町村の現状を分析 
③データヘルス計画の作成について

データヘルス計画に係るブロック
別研修会（姶良・伊佐地区）

①データヘルス計画の概要と目的（方向性）について 
②市町村の現状を分析 
③データヘルス計画の作成について

データヘルス計画に係るブロック
別研修会（曽於地区）

①データヘルス計画の概要と目的（方向性）について 
②市町村の現状を分析 
③データヘルス計画の作成について

データヘルス計画に係るブロック
別研修会（北薩地区）

①データヘルス計画の概要と目的（方向性）について 
②市町村の現状を分析 
③データヘルス計画の作成について

データヘルス計画に係るブロック
別研修会（沖永良部地区）

①データヘルス計画の概要と目的（方向性）について 
②市町村の現状を分析 
③データヘルス計画の作成について

データヘルス計画に係るブロック
別研修会（奄美地区）

①データヘルス計画の概要と目的（方向性）について 
②市町村の現状を分析 
③データヘルス計画の作成について

データヘルス計画に係るブロック
別研修会（南薩地区）

①データヘルス計画の概要と目的（方向性）について 
②市町村の現状を分析 
③データヘルス計画の作成について

データヘルス計画に係るブロック
別研修会（肝属地区）

①データヘルス計画の概要と目的（方向性）について 
②市町村の現状を分析 
③データヘルス計画の作成について

データヘルス計画に係るブロック
別研修会（鹿児島・日置地区）

①データヘルス計画の概要と目的（方向性）について 
②市町村の現状を分析 
③データヘルス計画の作成について

データヘルス計画に係るブロック
別研修会（徳之島地区）

①データヘルス計画の概要と目的（方向性）について 
②市町村の現状を分析 
③データヘルス計画の作成について
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鹿児島

データヘルス計画に係るブロック
別研修会（熊毛地区）

①データヘルス計画の概要と目的（方向性）について 
②市町村の現状を分析 
③データヘルス計画の作成について

データヘルス計画に係る個別訪問
（三島村）

①データヘルス計画の概要と目的（方向性）について 
②市町村の現状を分析 
③データヘルス計画の作成について

データヘルス計画に係る個別訪問
（与論町）

①データヘルス計画の概要と目的（方向性）について 
②市町村の現状を分析 
③データヘルス計画の作成について

データヘルス計画に係る個別訪問
（十島村）

①データヘルス計画の概要と目的（方向性）について 
②市町村の現状を分析 
③データヘルス計画の作成について

データヘルス計画に係る個別訪問
（中種子町）

①データヘルス計画の概要と目的（方向性）について 
②市町村の現状を分析 
③データヘルス計画の作成について
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北海道

国民健康保険実務講習会
演題：「国保・後期高齢者ヘルスサポート事業について」
講師：本会職員
※既存研修会の 1コマにより講義

国保保健活動研修会

講義Ⅰ：「動脈硬化性疾患のリスク因子としてのタバコの考え方と対策について」
講師： 北海道大学大学院　医学研究科　社会医学講座　公衆衛生学分野　准教授

中村　幸志　氏
講義Ⅱ：「健診や保健事業の場面で取り組む具体的な禁煙支援」
講師： 公益社団法人　地域医療振興協会地域医療研究所ヘルスプロモーション研究

センター　禁煙カウンセラー　増居　志津子　氏
講義Ⅲ：「健診・保健指導の実施・評価のためのデータ分析と活用」　
講師：国立保健医療科学院　生涯健康研究部長　横山　徹爾　氏
講義Ⅳ・演習：「KDBを用いたデータ分析と活用～データの読み取りについて～」
講師：国立保健医療科学院　生涯健康研究部長　横山　徹爾　氏

国保保健事業・健康づく
り担当課長及び係長合同
研修会

行政説明：「地域包括ケアの基本的な考え方と北海道における取り組み」
講師：北海道保健福祉部高齢者支援局　高齢者保健福祉課
　　　地域包括ケアグループ 主幹　山谷　智彦　氏
講義Ⅰ：「国保保険者として考える 2025年問題～地域包括ケアの推進に向けて～」
講師：兵庫県尼崎市 市民協働局 ヘルスアップ戦略担当部長
　　　大阪大学大学院 医学系研究科 社会環境医学講座 公衆衛生学　
　　　招へい准教授　野口　緑　氏
講義Ⅱ：「市町村国保保険者による重症化予防対策の考え方と進め方」
講師：札幌医科大学 医学部 公衆衛生学講座　准教授
　　　北海道国民健康保険団体連合会 保健事業支援・評価委員会委員
　　　大西　浩文　氏
実践報告：「重症化予防の取り組みについて」
1．  「重症化予防の取り組みに向けて～データヘルス計画策定を通して～」
報告者：苫小牧市 市民生活部 国保課長　吉田　陽輔　氏
2．  「保健所管内で取り組む糖尿病重症化予防の取り組み
　　～南檜山糖尿病重症化予防プロジェクトから～」
報告者：北海道檜山振興局 保健環境部 保健行政室 企画総務課 企画係　
　　　　主査（保健推進）　笠島　総子　氏
3．  「北海道後期高齢者医療広域連合における重症化予防の取組について」
報告者：北海道後期高齢者医療広域連合　事務局 次長　向井　泰子　氏
講義Ⅲ：「医療機関と連携した重症化予防の取り組み」
講師：静岡県富士市 国保年金課　主幹　水野　澄子　氏

生活習慣病予防対策担当
者研修会

講義：「保健指導に必要な栄養学の基礎知識」
講義・演習：「効果の出る食習慣改善指導
　　　～栄養指導のアセスメントと優先順位の導き方～」
講師：クオリティライフサービス　代表取締役　小島　美和子　氏

国保データベース（KDB）
システムブロック別説明
会

演題：「KDBシステム出力帳票等を用いた医療費分析の見方とその流れについて」
講師：本会職員

青森

データヘルスにおける国
保・保健担当職員合同研
修会

・保健事業支援・評価委員会による保険者支援について
・データヘルス計画策定に向けて
・個別保健事業計画と評価について

国保連合会理事会 ・平成 27年度事業報告の件の中で事務局より説明。
国保連合会通常総会 ・平成 27年度事業報告の件の中で事務局より説明。

平成 28年度国保連合会による保険者向け説明会・研修の開催
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青森

国保連合会理事会 ・平成 29年度事業計画の件の中で事務局より説明。

国保問題調査委員会
・ 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業の平成 28年度支援内容等について事務
局より説明。

国保連合会通常総会 ・平成 29年度事業計画の件の中で事務局より説明。

岩手 事前打ち合わせ（2回）

①支援・評価委員会の進め方
②提出資料について
③その他（保険者が行う保健事業について）
　※①は事務局から説明。②③は情報交換。

宮城
平成 28年度
データヘルス推進会議
（5回）

・ 支援・評価委員会委員による講演「データヘルス計画策定における個別保健事
業の評価について」
・ 国保保険者単位で KDB帳票を活用して量的データ、質的データ等から保険者
の健康課題を確認し、現在の個別保健事業とあっているかどうかワークショッ
プを行った。

秋田
保健事業の実施計画
（データヘルス計画）
策定のための研修会

県から情報提供　「保険者努力支援制度について」
委員から情報提供　「平成 27年度保健事業支援・評価委員会の状況について」
連合会から情報提供「KDBシステムの概要及び留意点について」
講演：「KDBシステムを活用したデータヘルス計画の策定について」
講師：国立保健医療科学院　医療・福祉サービス研究部　部長　福田　敬　氏

山形 「保健事業従事者研修会」

国立保健医療科学院　生涯健康研究部 部長 横山 徹爾 氏を講師に招き、次の内容
で研修会を開催した。
「生活習慣病対策の PDCAサイクルとデータ活用の基礎」（講義）
「健診・医療情報の分析に基づく健康課題の把握」（演習）
健診・医療・介護データ活用マニュアル第 2章の事例１に沿ってサンプルデータ
の読み取り演習
「保健事業の評価計画作成」（講義と演習）
各保険者のデータヘルス計画の個別保健事業のうち 1～ 2事業について
評価計画の作成

福島

平成 28年度
福島県国民健康保険団体
連合会保健事業支援・
評価委員会研修会

1．  情報提供
　「福島県国民健康保険団体連合会保健事業支援・評価委員会活動状況
　及び福島県内保険者のデータヘルス計画策定状況」
　福島県国民健康保険団体連合会

2．  講演
　「急性心筋梗塞の治療と予防～福島県の現状から～」
　講師：福島県立医科大学　医学部　循環器内科学講座
　講師：中里　和彦　氏（福島県国保連合会保健事業支援・評価委員会　委員）

茨城
平成 28年度
特定健診・特定保健指導
担当者会議

（ヘルスサポート事業申請・個別保健事業計画策定について）
①申請書の記入方法について説明した。
②個別保健事業計画策定において、事業の評価時期、評価方法、評価視点等
（ストラクチャー評価、プロセス評価、アウトプット評価、アウトカム評価）
について説明した。

栃木 第１回保健事業専門研修

1．  保険者努力支援制度の概要等について
　　栃木県国保医療課による概要説明
2．  保険者における保健事業の取組みについての事例説明
　　大田原市「特定健診受診率向上の取り組みについて」
　　小山市「生活習慣病重症化予防事業（慢性腎臓病対策）について
3．  情報交換会
　　「保険者における保健事業の取組実施状況及び課題について」
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栃木 第 2回保健事業専門研修

1．  各種健診（検診）受診率向上施策について
①講演：「検（健）診を受けない人の、受けない本当の理由」
講師：株式会社キャンサースキャン　代表取締役社長　福吉　潤　氏
②平成 29年度特定健診受診率向上支援事業の概要について

群馬

平成 28年度
国保・後期高齢者
ヘルスサポート事業研修
会

研修会テーマ「特定保健指導事業の評価～利用率向上のための PDCAの実践」
講師：国立保健医療科学院　横山　徹爾　氏
①講義「評価の考え方」
②演習「評価の実践」（グループワーク）

埼玉

データヘルス計画策定に
係る担当者研修会

1．  講演：「データヘルス計画への取組について」
講師：国民健康保険中央会　常勤参与　鎌形　喜代実　氏

2．  説明：「保健事業支援・評価委員会によるデータヘルス計画策定支援について」
本会　保健課

データヘルス計画策定に
係る担当者勉強会（第 1
回）

1．  講演：「保健事業実施計画（データヘルス計画）の策定方法について」
講師：合同会社生活習慣病予防研究センター　代表　岡山　明　氏

2．  グループ討議：「保健事業実施計画（データヘルス計画）の策定方法について」
助言者：保健事業支援・評価委員会　委員

データヘルス計画策定に
係る担当者勉強会（第 2
回）

1．  講演：「データヘルス計画における評価の考え方」
講師：合同会社生活習慣病予防研究センター代表  岡山　明　氏

2．  グループ討議・演習：「データヘルス計画における評価について～実践編～」
助言者：保健事業支援・評価委員会　委員

千葉
データヘルス計画に関す
る保険者説明会

「PDCAサイクルに基づく保健事業の展開～評価から次年度の方向性をつかむ～」
と題し、千葉大学大学院　看護学研究科　准教授　杉田　由加里氏による講演を
実施。
講演後は、助言者 1名、ファシリテーター 6名を設け、グループワークを実施。
グループワークでは、データヘルス計画を策定するうえでの課題や
困難に感じていることについて、解決策を協議した。

東京

平成 28年度
医療費分析研修会

テーマ：「健診・医療費等データの分析」～効果的な保健事業への活用～
目的： 平成 26年に国民健康保険におけるデータヘルス計画の策定が始まり、各

保険者は医療費分析を活用した保健事業の運営が求められている。しかし、
医療費等データは多種多様であり、活用するにはデータを読み解く力が必
要である。そこで、医療費等データから健康課題を導く視点を学び、事業
運営に活かしてもらうことを目的として、研修会を開催した。

平成 28年度
生活習慣病予防対策に
関する講演会

テーマ：「保健事業における評価を考える」
　　　　～特定健康診査からデータヘルス計画まで～
目的： データヘルス計画がすすめられており、各保険者は効果的な保健事業の運

営が求められている。しかし疾病予防対策に深慮した事業を実施している
保険者は少なく、評価方法についても保険者は苦慮しており、学ぶ場が欲
しいという要望がきかれる。そこで好事例の紹介を含め、生活習慣病予防
対策に効果的な保健事業について学ぶことを目的として講演会を開催した。

平成 28年度
保健事業支援研修会

研修会
テーマ：「事業評価の手法と実際」～評価することで次の一手がわかる～
目的： 平成 26年から実施している事業「国保・後期高齢者ヘルスサポート事業」

において、支援・評価委員会の開催（事務局運営）や保険者への直接支援
（データヘルス計画策定などの援助）、研修会の開催等を行っている。
事業を実施していく中で、保険者から「評価の仕方のノウハウがわからな
い」、「評価について学びたい」という要望が数多く寄せられており、保険
者のスキルの向上に寄与するため、評価についての研修会を開催した。
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神奈川

ヘルスサポート事業に関
する説明会

事務局から平成 28年度の事業内容、事業スケジュールの説明。
岡山委員長による講演「データヘルス計画を核にした保健事業の展開」
安部委員による説明「国特別調整交付金（保健事業分）を活用した事業実施例に
ついて」

事業の振り返りについて
の研修会
（保健福祉事務所：鎌倉・三
崎・小田原・厚木・大和・平
塚・秦野・茅ヶ崎・足柄上）

参加保険者がワークシートにこれまで実施してきた保健事業を記載し、各自発表
のうえ、実施内容や効果等を参加保険者同士で共有して、事務局、県職員（委員）
及び県保健福祉事務所から振り帰りとして記載すべき内容や、事業内容として
把握すべき事項についてアドバイスを行った。
既に計画を策定している保険者も出席していただくことで、その保険者からのア
ドバイスをもらうこともでき、参考にする事もできた。

課題把握と対策について
研修会
（保健福祉事務所：小田原・
厚木・大和・平塚・秦野・茅ヶ
崎・足柄上・鎌倉・三崎）

事務局から提供されたデータ（KDBから作成した医療費や健診状況等）の読み
取りからその対策をワークシートを事前にまとめ、そのワークシートを参加した
保険者、事務局、県職員（委員）及び県保健福祉事務所で共有し、読み取りから
課題への関連づけや対策等についてアドバイスを行った。

個別保健事業の評価に
関する事前説明会

平成 27年度までにヘルスアップ事業に申請した保険者の個別保健事業の評価に
ついて、実施状況を「個別保健事業評価のための進捗管理シート」にまとめた。

データヘルス研修会
（保健事業の評価指標の
設定等）

荒木田副委員長による講演「データヘルス計画における保健事業の評価と実際の
評価」として、事業目的との整合性のある評価指標の設定や、指標の達成状況に
応じた事業改善の考え方について説明。

計画策定状況についての
情報交換会
（小田原・足柄上保健福
祉事務所）

今年度策定中のデータヘルス計画における事業内容や評価指標等について、
委員（村田委員）を交え質疑、情報交換を行った。

新潟

国保・後期高齢者
ヘルスサポート研修会

講演：データヘルス計画個別保健事業計画の策定・実施・評価の視点
講師：合同会社生活習慣病予防センター代表　岡山明氏
事例発表：データヘルス計画における CKD予防対策の実践
　　　　　福島市

第 1回
市町村国保・保健担当者
研修会

講演：個別保健事業の評価指標についての考え方
講師：支援・評価委員会　委員
事例発表：個別保健事業計画策定について
　　　　　県内保険者（2）

第 2回
市町村国保・保健担当者
研修会

講演：個別保健事業計画に実施内容に沿った事業目標設定～評価の再確認
講師：支援・評価委員会　委員
事例発表：個別保健事業計画・評価について
　　　　　県内保険者（2）

石川
石川県版糖尿病性腎症
重症化予防プログラム研
修会

わが国においては、高齢化が進む中で生活習慣と社会環境の変化に伴う糖尿病患
者数の増加が課題となっている。糖尿病は放置すると網膜症・腎症・神経障害な
どの合併症を引き起こし、患者の QOLを著しく低下させるのみならず、医療経
済的にも大きな負担を社会に強いることになる。
国では、健康日本 21（第 2次）において、糖尿病性腎症による年間新規透析導
入患者数の減少等を数値目標として掲げ、また、平成 27年 7月 10日に開催さ
れた日本健康会議で採択された「健康なまち・職場づくり宣言 2020」の中でも、
生活習慣病の重症化予防に取り組む自治体数の増加が目標とされ、
保険者努力支援制度における評価指標の候補の中にも糖尿病重症化予防の
取組が掲げられた。
このような中で、石川県版糖尿病性腎症重症化予防プログラムが策定され、今後、
本プログラムを踏まえながら、医師会等と連携し、本プログラムの目標の実現、
各保険者の取り組み支援に向けて研修会を開催する。
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石川
国民健康保険保健事業
担当者・保健師等
合同研修会

KDBのデータを活用し、地域の医師会と連携を図りつつ、保健活動を実践し、
実際に医療費が減少している徳島県の取り組みを紹介してもらい、石川県での保
健活動の実効性を高めるための研修会を開催。  

福井

第 1回
データヘルス計画
モニタリング研修会

【事前課題】福井県オリジナル「PDCAサイクルシート」の P・D欄を記入する
【研修内容】テーマ別研修：健診受診勧奨　重症化予防　ポピュレーションアプ
ローチ
※保険者が希望するテーマに分かれて研修  
1．  テーマ別グループ討議（各市町の事前課題をポスター掲示）
①講義「介入策→中間目標→上位目標の波及経路に沿って指標を立てる」
②テーマ別講師から事前課題に対する添削・解説をもらう
③講師からの解説を受けて事前課題の修正

2．  全体まとめ
　　3名の講師からグループの講評をいただく

第 2回
データヘルス計画
モニタリング研修会

【事前課題】福井県オリジナル「PDCAサイクルシート」の P・D欄、さらに現
段階での C・A欄を記入する
【研修内容】

1．  講義「波及経路に沿って立てておいた指標を使って評価する」
2．  新「標準データセット」の提示
3．  テーマ別グループ討議
　　テーマ別講師から事前課題に対する添削・解説をもらう
4．  全体まとめ
　　3名の講師からグループの講評をいただく

第 3回
データヘルス計画
モニタリング研修会

【事前課題】福井県オリジナル「PDCAサイクルシート」を完成させる
【研修内容】

1．  講義:「PDCAシートを使って PDCAサイクルを回す」
2．  テーマ別グループ討議:
　　テーマ別講師から事前課題に対する添削・解説をもらう
3．  全体まとめ
　　3名の講師からグループの講評をいただく

データヘルス計画新任
担当者研修会

1．  講義：「データヘルス計画概要」と「福井県オリジナル標準データセット」説明
　　　　　福井県国保連合会
2．  演習：「保健事業の企画立案プロセスについて」
3．  講師：福井大学 医学部 北出講師

第 1回
特定健診受診率向上 
研修会

1．  講義：「ポピュレーションアプローチとハイリスクアプローチの連動による
生活習慣予防」

  講師：福井保健所　所長　四方　啓裕 氏
2．  講義・グループディスカッション：
  「受診率を上げる！行動変容マーケティングの科学的アプローチによる先進
事例」講師：㈱キャンサースキャン　代表　福吉 潤　氏

第 2回
特定健診受診率向上 
研修会

講義・グループディスカッション：
　　　 「受診率を上げる！行動変容マーケティングの科学的アプローチによる先進

事例Ⅱ」　
講師：㈱キャンサースキャン　代表　福吉 潤　氏

第 3回
特定健診受診率向上 
研修会

講義・グループディスカッション：
　　　「受診率を上げる！未受診者をセグメント化して受診勧奨プランを策定する」
講師：㈱キャンサースキャン　代表　福吉 潤　氏
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福井

「医療・健診・介護　新
標準データセット」読み
取り研修会

1．  H27年度「医療・健診・介護　新標準データセット」の提供　福井県国保連合会
2．  演習：「新標準データセット」を読み解く
①講義：「医療費をどう捉えるか」
　講師：福井保健所　所長　四方　啓裕　氏
②演習：シートを使って、自市町のデータを読み解く
　講師：福井保健所　所長　四方　啓裕　氏
　　　　㈱キャンサースキャン 代表　福吉 潤　氏
③演習内容発表
④総評

市町担当課長協議会
H28年度「国保・後期高齢者ヘルスサポート事業」の進捗状況及び、今後の
日程等について説明

市町担当課長協議会
・H28年度「国保・後期高齢者ヘルスサポート事業」の事業報告
・H29年度「国保・後期高齢者ヘルスサポート事業」計画

保健事業推進委員会
・H28年度「国保・後期高齢者ヘルスサポート事業」の事業報告
・H30年度「国保・後期高齢者ヘルスサポート事業」計画

山梨
保健事業実施計画
（データヘルス計画）策定・
評価に関する研修会

・講演：保健事業の評価の進め方　
・演習：特定保健指導の定量評価の実際
・個別保健事業計画及び評価の様式について

長野

個別保健事業の評価に
関する研修会

・支援・評価委員長による講演 【テーマ】保健事業の評価について
・連合会保健事業専門員による事例報告
　「C（評価）から始まる保健事業（国保ヘルスアップ事業から）」
・支援・評価委員長による事例報告に対する講評
　「これまでの評価・助言内容を踏まえて」

KDBデータを活用した
保健事業に関する研修会

・国立保健医療科学院の方の講師による講演・ワークショップ
　 【テーマ】「自治体における生活習慣病対策推進のための健診・医療・介護等デー
タ活用マニュアル」

（市町村への訪問支援）
・ 保健事業専門員・事務職員による、データヘルス計画策定・個別保健事業策定
等に関する相談・支援および KDB操作等関連の相談・説明

岐阜

平成 28年度
国保・後期高齢者
ヘルスサポート事業に
おける支援保険者説明会

1．  岐阜県国保・後期高齢者ヘルスサポート事業ガイドラインの概要
2．  支援・評価委員会の支援について
3．  平成28年度支援・評価委員会運営スケジュール
4．  支援・評価委員会の役割
  国保・後期高齢者ヘルスサポート事業の全体について
5．  保険者支援努力制度について

特定健診・特定保健指導
実践者研修会（事業企画
編）

講義・演習： 「KDBシステム及び健康情報データバンクシステムの活用について
（操作研修含む）」

講師：岐阜県国民健康保険団体連合会健康推進課
講義・演習：データの見方、評価方法について
講師：中部学院大学 看護リハビリテーション学部 教授　田中　耕　先生

保健事業担当者研修会
（継続受講 2回）

講義・演習：「データヘルス計画を核にした保健事業の展開に向けて」
講師：生活習慣病予防研究センター　岡山　明　先生

国保・後期高齢者等
ヘルスサポート事業
データ活用研修会
（単独受講 3回）

講義・演習：「データヘルス計画のための地域診断・事業の評価」
講師：浜松医科大学　教授　尾島　俊之　先生
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静岡

保健事業研修会

・講演：「データヘルス計画における個別保健事業の策定・評価の視点」
・ 保健事業事例紹介：富士市「富士市 CKDネットワーク体制
　～重症化予防事業計画～」、
　熱海市「あたみ減塩作戦について」
・ 静岡県国民健康保険団体連合会　「特定健診受診者のフォローアップ等家庭訪
問事業（モデル事業）」
・「しずおか茶っとシステム」新規機能の追加について

保健事業研修会

・グループディスカッション
　「国保連合会から提供する資料の読み取りについて」
・講演：「データヘルス計画に基づいた効果的な保健事業とその評価」
・医療費分析システムについて

愛知

平成 28年度愛知県
国民健康保険団体連合会
保健事業支援・評価委員
会研修会

講義： 「保健事業支援・評価委員の役割と計画策定・個別事業計画・評価の支援
の流れについて」

平成 28年度愛知県
国民健康保険団体連合会
保健事業支援・評価委員
会研修会

1．  計画策定・事業企画・評価に向けての講演及び意見交換
2．  事例報告 2保険者
3．  28年度の支援評価委員会の進め方

三重
平成 28年度
ヘルスサポート研修会

「データヘルス計画策定及び評価のための統計的見方・考え方」
講師：鈴鹿医療科学大学　看護学部公衆衛生看護学　教授　中野 正孝　氏

データヘルス計画策定のためには、疫学及び統計学の知識・技術が必要で
あるため、保健（衛生）統計で用いる健康指標について、データ解析方法
の基礎、疫学調査方法の基礎、既存データの活用等について、具体的に講
演いただいた。

京都 保健事業推進研修会

説明：「データヘルス計画策定状況について」
講義：「個別保健事業の計画及び評価シートの作成について」
説明：「個別保健事業の計画及び評価シートの記載例について」
演習：「自保険者の個別保健事業の計画及び評価シートの作成」

大阪

国保・後期高齢者
ヘルスサポート事業研修
会

保健事業における KDBの活用
（特定健診未受診者対策・糖尿病重症化予防対策を中心とした実践）
KDBシステムを保健事業により活用してもらうことを目的に、特定健診未受診
者対策、糖尿病重症化予防対策を例に一人一台のパソコンを使用しながら対象者
抽出等の作業を行った。
また、作成したデータをもとに、講師からデータの読み取り方や活用方法等につ
いて説明した。

国保・後期高齢者
ヘルスサポート事業研修
会

事務局支援として作成した第 2期データヘルス計画のひな形の使用方法について
KDBシステム 5年超過データ削除及び機能改善対応について
平成 29年度の国保連合会ヘルスサポート事業について

兵庫

データヘルス計画策定に
向けた研修会

講演：「データヘルス計画」及び演習
講師：京都大学大学院 医学研究科 公衆衛生学 准教授
　　　（保健事業支援・評価委員会 副委員長）里村　一成　氏

データを活用した保健事
業の企画・実施に向けた
研修会

講演： 「KDBシステム等の医療費データ等に基づく保健事業の分析・評価につい
て」及び演習

講師：国立保健医療科学院　医療・福祉サービス研究部　部長　福田　敬 氏   

データヘルス計画策定に
向けた分析内容等相談会
（3回）

「保健事業支援・評価委員会」委員によるデータヘルス計画案への助言及び
個別相談
対応者：神戸大学大学院 保健学研究科 教授
　　　　（保健事業支援・評価委員会委員長）　塩谷　英之 氏
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奈良

平成 28年度
個別保健事業の評価に
関する研修会

策定されたデータヘルス計画の下、28年度における個別保健事業の実施手順、
スケジュール等の説明及び個別保健事業の評価について講演を行った。
講師：城島 哲子氏（支援・評価委員会 委員長）

国保データベース（KDB）
システム活用研修会

データヘルス計画の策定・実施により各保健事業が進められ、また見直しや評価
が図られる中で、国保データベース（KDB）システムから得られる医療費データ
等に関する見方等について講演等を行った。
講師：福田 敬　氏（国立保健医療科学院）

平成 28年度
奈良県市町村看護職員
協議会全体研修会

「生活習慣病の重症化予防に向けた効果的な健康施策の展開について
～データヘルス計画をどう活かすか」をテーマにデータヘルス計画における
保健事業の実施と評価について講演を行った。
講師：岡山 明　氏（ヘルスサポート事業運営委員）

和歌山
国保・後期高齢者
ヘルスサポート事業研修
会

保健事業の評価計画（講演・演習）

鳥取

国保事務担当者及び
保健専門技術職員等研修
会

講演：「KDBを用いた地域の健康課題把握のための分析」
講師：国立保健医療科学院　生涯健康研究部　部長　横山　徹爾　氏　
演習： KDBより抽出した CSVから国立保健医療科学院のツールにて作成した 

「演習用データ集」を見ながら、グループで生活習慣病対策のための現状
分析と課題設定を行った。

国保事務担当者及び保健
専門技術職員等研修会

1．  特定健診に関すること
①平成 27年度全国の速報値
②平成 27年度特定健診有所見者状況
③平成 26年度特定健診標準化該当比から見る市町村別課題について
④第 3期特定健診に関する情報提供

2．  「データで見る鳥取県の国保」冊子について
3．  平成29年度国保連合会事業について
・保健事業・支援評価委員会等の申請について

4．  保険者努力支援制度についてグループで情報交換

島根

データヘルスの推進に 
係る研修会

1．  講演：「データヘルスの推進に係る取り組み
　　　　　－全国の状況からみえたデータヘルスの大切さ－」
　　講師：国民健康保険中央会　常勤参与　鎌形　喜代実　氏
2．  報告：「平成 27年度保健事業支援・評価委員会の取り組み
　　　　　－島根県の状況からみえた共通課題と対策のヒント－」
　　報告：保健事業支援・評価委員会　委員　大城　等　氏
　　　　　（島根県保健環境科学研究所長）　
3．  情報交換：「データヘルスの推進に係る情報交換
　　　　　　　－計画策定に向けた取り組み状況と、事業評価の難しさ－」
　　司会：保健事業支援・評価委員会　委員　大城　等　氏
　　助言：国民健康保険中央会　常勤参与　鎌形　喜代実　氏

市町村保健活動協議会
隠岐地区会

1．  説明：「国保と保健師」
　　説明：島根県国民健康保険団体連合会　事業課　保健事業専門員　長岡　奈美
2．  情報交換：「特定健診・保健指導の取り組みについて」

市町村保健活動協議会
西部地区会

1．  講演：「生活習慣病予防対策をめぐる動向と、今後のすすめ方のポイント」
　　講師：島根県健康福祉部健康推進課　課長　村下　伯　氏
　　　　　（保健事業支援・評価委員会委員）
2．  情報交換（グループ討議・全体討議）：
　　「生活習慣病予防対策について」
　　「地区活動の取り組みについて」
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島根 市町村保健師等研修会

1．  講演：「国保保健事業におけるデータとの付き合い方
  －医療費適正化に向けて－」
  講師：国立保健医療科学院　医療・福祉サービス研究部　部長　　福田　敬　氏
2．  説明：「国保保健事業のこれから　－わかっていること、検討中のこと－」
  説明：島根県健康福祉部　健康推進課　課長　村下　伯　氏
3．  説明：「知っておきたいレセプトの基礎知識」
  説明：島根県国民健康保険団体連合会　事業課　保健事業専門員　長岡　奈美
4．  説明：「Focusシステムのさらなる効果的な活用を目指して」
  説明：株式会社　両備システムズ

岡山

平成 28年度
KDBデータを活用した
課題分析と評価研修会

KDBデータを活用した演習を行い、データの見方・考え方を学び、従来の保健
事業の見直し及びデータヘルス計画策定を目指す。

国保における保健事業
（データヘルス）研修会

健診・レセプトデータを活用した地域健康課題の捉え方、保健事業における国保
の必要性役割について学び、保健事業（データヘルス）を効果的に推進する。

広島

データヘルス計画の 
進め方と次年度のための
定量評価
研修会

講師：国立保健医療科学院　統括研究官　今井　博久　氏
テーマ：データヘルス計画の進め方と次年度のための定量評価
目標： データヘルス計画の進捗管理方法を理解し、個別保健事業の定量評価を行

い、翌年度の事業に活かすことを学ぶ｡
この研修会の到達目標：データヘルス計画を説明でき，現状を把握できる。
評価の必要性を説明できる。PDCAサイクルの手法を活用できる。
個別保健事業の定量評価を実施できる。工程表を作成できる。

内容：①データヘルスの現状
②評価の基礎事項
③定量評価の方法
④典型事例と具体的な評価
⑤自立した評価に向けて

山口

国保・後期高齢者
ヘルスサポート事業打合
せ会

平成 28年度にデータヘルス計画の策定を予定する保険者に対して、支援内容及
びスケジュールの確認を行う。

国保・後期高齢者
ヘルスサポート事業研修
会

講演：「データヘルス計画の評価・見直しのためのデータ分析」
講師：国立保健医療科学院　横山 徹爾 氏

徳島

KDBを活用した保健活動
支援事業
（1）重症化予防プログラ
ムの策定・実践・評価の
研修
（第 1回）

重症化予防を行っていくために、情勢を確認するとともに、基本的な考え方、
具体的な保健指導について研修会を行った。」
指導：飯田女子短期大学非常勤講師　熊谷 勝子 先生
1．  徳島の医療費はどこまできたか
2．  今年度の方針について
3．  情勢からデータヘルスの課題設定をどのように考えていくか
4．  どのように評価していくか
5．  保険者インセンティブの動き
6．  第 3期特定健診の動き
7．  糖尿病性腎症重症化予防プログラム
8．  対象者の明確化 -CKD重症度分類 -
9．  CKD重症化予防の流れをどのように考えていくか
10． 事例から腎の多様性を学ぶ

徳島県保険者協議会
第 3回実務担当者部会

保険者インセンティブを取り巻く情勢について事務局が説明した後、糖尿病の重
症化予防の取組みについて、委員会でも高い評価のあった美馬市から取組み報告
をしていただいた。
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徳島

KDBを活用した保健活動
支援事業
（1）重症化予防プログラ
ムの策定・実践・評価の
研修
（第 2回）

未受診者対策、重症化予防の取組みのレポートをもとに実践的な研修を行った。
指導：飯田女子短期大学　非常勤講師　熊谷　勝子　先生

・未受診者対策をフローチャートで考える
・高血糖で腎機能低下者の事例を作成し、医療との連携や保健指導を考える

第 2回
阿波吉野川地区
保健師連絡協議会

「インセンティブ改革を主とした国の動向と保健師の働き方について」、情勢や現
状説明するよう講師依頼いただいていた。あわせて第 8回委員会で課題となった、
国保組合の重症化予防について、事務局が市町村に出向く中で、市町村側の意向
を聞くとしていたことから資料を準備し、説明する時間をいただいた。
その際、2市を所管する保健所長である湯浅委員も出席され、保健所としても支援 
していくとお話しくださった。

徳島県保険者協議会
第 4回
実務担当者部会

糖尿病重症化予防の取り組み状況について、10月 13日開催の
徳島県医師会糖尿病対策班（腎症対策および治療中断者対策）と
郡市医師会糖尿病担当理事連絡協議会への提出資料、検討内容の報告を行った。

徳島県市町村・国保組合
国保担当主管課長会議

保険者インセンティブの指標、徳島県医師会糖尿病対策班の動き、第 3期特定健
診等実施計画と第 2期データヘルス計画、KDB活用について、資料を用いて説明・
現状報告を行った。

市町村保健師連絡協議会
市町村保健師研修会
（第 3回）

平成 27・28年度委員会で報告された市町村の取り組み状況について、事例発表
いただいた。
・健診未受診者訪問から考える健康課題（那賀町）
・重症化予防 -医療連携における市町村の役割 -（美馬市）
○健康課題の共通認識のためのポピュレーションアプローチ（海陽町）

吉野川保健所地域 ･
職域連携推進協議会

吉野川保健所（所長　湯浅委員）開催の会議に事務局が出席。
第 8回保健事業支援・評価委員会で意見のあった徳島建設産業国保組合の重症化
予防の課題も報告され、平成 29年度吉野川保健所で糖尿病腎症を含めた CKD
研修会や糖尿病連携を推進していくこととなった。

徳島県国民健康保険運営
協議会会長連絡協議会

データから見る保険者インセンティブと市町村国保の現状について、説明した。

KDBを活用した保健活動
支援事業
（1）重症化予防プログラ
ムの策定・実践・評価の
研修
（第 3回）

委員会で助言いただいた内容をレポート課題に盛り込み、糖尿病腎症重症化予防
プログラムの具体化に向けた研修を行った。
指導：飯田女子短期大学　非常勤講師　熊谷　勝子　先生
　　・受診率向上に向けた取組みの経年評価
　　・重症化予防に対する取組みの個別評価
　　・29年度に向けどう課題設定するか

徳島建設産業国保組合
国保組合会

建設産業国保組合の要請により、組合会に先立ち 10分程度、保健指導の重要性
についてお話しする時間をいただいた。その際、委員会に提出した資料を出席者
にみていただいた。

市町村保健師連絡協議会
市町村保健師研修会
（第 4回）

医療との連携において、市町村と郡市医師会との連携構築が重要である。
徳島県の糖尿病対策の中心的役割を担っている糖尿病対策班の取組みについて、
県医師会に講師派遣をお願いし、班長、副班長（松久委員長）から講演いただいた。
演題「糖尿病の早期介入・重症化予防に向けて～医療連携における保健師の役割～」

第 24回
徳島県保険者協議会

平成 29年度事業計画に、委員会で課題となっていた専門職のいない保険者の重
症化予防として、「データヘルス推進事業」により、市町村と共同実施していく
方針を報告し、承認いただいた。

健康保険組合連合会
保健師・看護師等
連絡協議会研修会

徳島県における糖尿病の現状と対策、データヘルス計画におけるとりくみについ
て、企業の産業保健部門の保健師・看護師、健保組合役員を対象に、説明する機
会を設けていただいた。
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香川

香川県東讃事務担当者・
保健師合同研修会

1．  説明：「データヘルス事業の推進に向けて」　国保連合会　保険者支援課
2．  実践報告：

①「東かがわ市国保データヘルス計画策定物語
　～データに基づく既存事業の再確認　とその整理～」
　東かがわ市　保健課　
②「データヘルス計画から見えた健康課題とその取り組みについて
　～事業の見直しから～」
　土庄町　健康増進課

3．  情報交換・グループワーク

香川県西讃事務担当者・
保健師合同研修会

1．  説明：「データヘルス事業の推進に向けて」　国保連合会　保険者支援課
2．  実践報告：

①「健康づくりのための地域・職域連携を目指して」
　宇多津町　健康増進課　
②「データヘルス計画・ 健康増進計画の策定をとおして」
　多度津町　福祉保健課

3．  情報交換・グループワーク

香川県国保保健事業担当
者研修会

1．  国保連合会保有データの情報提供に係るシステム説明
2．  実践報告：

「次年度計画策定に向けたデータヘルス事業取り組みの再考について」
① PDCAサイクルに沿った事業改善を次期計画に反映するための取組
　（土庄町）
②次年度計画策定に向けたデータヘルス事業の整理について
　（善通寺市）

3．  情報提供：「事業展開のためのアプローチ法を考える
（ポピュレーションアプローチとハイリスクアプローチの理解）」
事例報告：高松市健康チャレンジの取組　高松市保健センター

4．  グループワーク

愛媛

データヘルス推進研修会

医療費等分析
・健康課題解決のために必要な分析の視点
・厚生労働省様式紹介
　県内市町報告（久万高原町）
・メカニズムの視点で実践した保健指導報告
　重症化予防対策について

データヘルス推進トップ
セミナー

・健康課題における情報共有と共通認識の必要性
・生活習慣病の重症化予防における専門職の職能と役割
・保険者努力支援制度に伴う組織目標達成のための体制づくり

保健事業推進・データ活用
研修会①

データヘルス計画の目標達成に向けた実践
・糖尿病性腎症におけるデータ分析
・CKD重症度分類による市町別データの活用方法
・メタボ、糖尿病等における保健指導事例

特定健診受診率向上・
KDB活用説明会

・データヘルス計画における評価に関する KDBデータ活用
・重症化予防のための KDB活用方法
・KDB新帳票について
・市町ヒアリング結果報告
・県内市町受診率向上・保健指導実施率向上の取り組み報告

保健事業推進・データ活用
研修会②

健診・医療データ活用を踏まえた透析予防のための保健指導に向けて
・CKD重症度分類に基づいた健診データからの対象者抽出方法
・データヘルス計画における短期目標の評価方法について
・メカニズムに基づいた保健指導の実際
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愛媛

保健事業担当課（部）長・
担当者研修会

データヘルスの推進で後追い事業から先行投資事業への転換へ
・データヘルス計画における中長期目標の指標、評価方法について
・各市町における健診データの 5カ年突合による分析、評価
・生活習慣病予防を軸とした保健事業への切り替えの転機・経過
・保健事業に従事する専門職の配置・体制

保健事業推進・データ活用
研修会③

糖尿病性腎症重症化予防プログラムの実践に向けて
・糖尿病治療中対象者の健診データ分析
・KDBシステムを活用した治療中断者の把握方法
・重症化予防事業評価にかかるデータ活用
・2次検査項目の検討

高知

平成 28年度
第 1回医療費分析研修会

1．  講義：「保健事業の評価計画について」　
　　　　　国立保健医療科学院　横山 徹爾 先生
2．  情報提供：「評価手段におけるツールの活用について」　
　　　　　　　国保連合会
3．  演習：「平成 27年度の個別保健事業評価作成」
　　　　　支援評価委員 3人出席

平成 28年度
第 2回医療費分析研修会

1．  事例報告：「高知市における個別保健事業と事業評価計画」
2．  講義：「高知市事例報告の解説」「事前質問について」　
　　　　　国立保健医療科学院　横山 徹爾 先生
3．  演習：「平成 28年度の個別保健事業計画の修正・
　　　　　平成 28年度の評価計画作成」
　　　　　支援評価委員 1人出席

福岡
国保・後期ヘルスサポート
事業研修会

シンポジウム
今後の効率的・効果的な保健事業の実施を目指して
～国保・後期ヘルスサポート事業を通してみえてきた成果と課題～
第 1部
講演：社会保障施策における KPIと期待される保健事業
　　　～保健事業支援・評価委員会の活動を振り返って～
第 2部
パネルディスカッション：
（1）特定健診受診率向上対策の成果と課題
　　～勧奨通知のアウトソーシングを通して～
（2）既存事業の振り返りと事業の見直しについて
　　～個別アプローチへの転換と実践～
（3）有機的な連携推進のための関係機関との役割分担及び調整①
　　～糖尿病重症化予防のために今やるべきことは～
（4）有機的な連携推進のための関係機関との役割分担及び調整②
　　～データヘルス計画を円滑に実施していくための成果と課題～

佐賀 データヘルス推進研修会

講師：支援・評価委員会 委員
内容：①テーマ「データヘルス計画における PDCAサイクルの実践
　　　　～糖尿病性腎症重症化予防にどう取り組んでいくか～」
　　　② 支援対象 4保険者に保健事業支援・評価委員会での取組について紹介し

ていただいた。



413

平
成
28
年
度
国
保
連
合
会
に
よ
る
保
険
者
向
け
説
明
会
・
研
修
の
開
催

都道府県名 説明会等の名称 内容

長崎
データヘルスの推進にか
かる研修会

説明事項（20分）：
　　「本県の支援評価委員会の事業状況」
　　「全国の支援評価委員会の状況報告」
講演（60分）：
　　「個別保健事業計画の目的・目標・評価指標の設定や見直しについて」
講演（30分）：
　　「ここが肝心　Checkと Action　～次年度に向けた仕掛けと段取り～」
グループワーク（130分）

1） 事例提供者の P-D-C（A）サイクルを一緒に辿り、気づきを「ストラク
チャー」、「プロセス」、「アウトプット」、「アウトカム」に分類します。

2） 「ストラクチャー」を取り上げて、次年度の新たな目標、評価指標と方法・
内容を検討。

熊本
データヘルス計画の効果
的な実施に向けた学習会

糖尿病の重症化予防に係る国の動きやその重要性を理解し、取組推進に向けた
関係者間の意識の共有を図るとともに、地域と医療との連携促進に向けた具体的
な方策を学ぶことを目的として開催。
講師：評価委員会 委員（医師：3人）
活動報告：国保ヘルスアップ事業実施市町等　3市町

大分

国保・保健事業担当者
研修会（1回目）

事業説明：
・国保連合会が行う保健事業について　
・特定健診等データ管理システムについて
・KDBシステム等データを活用した保険者支援について
・保険者協議会における医療・健診データ分析について

講演：「保健活動の計画策定とその評価について」　
　　　帝京大学大学院 公衆衛生学研究科 教授 福田　吉治 氏
事例発表：「別府市データヘルス計画完成への道のり」
グループワーク：「事業評価等における各保険者の取り組みについて」

平成 28年度
医療・健診データ等の活
用における保険者個別支
援研修

目的： 各保険者がデータヘルス計画に沿った保健事業を展開するうえで、 
国保連合会の各システムを活用することにより事業評価ができるように、
システム操作研修を交え必要な健診・医療等の情報提供を行った。

目標：①国保連合会システムの概要を理解できる
　　　②保健事業に必要な情報を各システムから抽出することができる
　　　③抽出したデータ等を保健事業において活用することができる

平成 28年度　
先進県現地研修

静岡県
掛川市・藤枝市

目的： 市町村保健活動に従事する主管課長及び保健師等が一堂に会し、先進県の
状況を把握し、県内市町村間および自市町村内での情報共有や連携の強化、
保健事業を効率的かつ効果的に推進するために必要な知識・技術の向上を
図ることを目的とする。

内容：①掛川市（予防～介護まで地域包括ケアとして） の取り組みについて
・住み慣れた地域で最後まで暮らせる支援拠点「ふくしあ」
　（地域健康医療支援センター）の取り組み

　　　②藤枝市の保健事業（健康・予防　日本一　ふじえだ）の取り組みについて
・データヘルス計画の考え方　
・ソーシャルキャピタルの活用
・ふじえだ健康マイレージの展開状況

国保・保健事業担当者
研修会（2回目）

保険者個別支援研修の結果、保健事業支援・評価委員会で助言を受けた保険者の
発表、ワールドカフェ方式でのグループワークを行い、情報の共有を図った。
結果、支援・評価委員会への理解が深まった。
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都道府県名 説明会等の名称 内容

宮崎
保健事業支援・評価委員
会研修会

演題：「循環器疾患と慢性腎臓病（CKD）の実態と今後の課題～透析導入や心疾患、
脳血管疾患を発症させないための取り組みや市町村の役割～」
講師：医療法人名越内科　院長　名越 敏郎　氏

鹿児島

データヘルス計画に係る
個別訪問
（湧水町・和泊町・伊仙町・
天城町・徳之島町・霧島
市・南さつま市・いちき
串木野市・歯科医師国保・
西之表市・日置市・鹿児
島市・瀬戸内町・宇険村・
大和村・与論町）

・保健事業計画（データヘルス計画）の目指す方向性
・保健事業計画（データヘルス計画）の内容

沖縄

平成 28年度
国保・後期・保健・福祉・
介護担当課長及び
保健師合同会議

データヘルス推進による成果を出す保健活動の実践へ向けて
①基本とする法律の変遷
②新たなインセンティブ制度の創設
③保険者努力支援制度における評価指標の候補の提示
④糖尿病性腎症重症化予防プログラム

平成 28年度
第 1回データヘルス推進
事業

保険者努力支援制度について
重症化予防の取組の実施状況
糖尿病性腎症重症化予防プログラム
糖尿病性腎症の標準的な保健指導プログラムの試み

平成 28年度
第 2回データヘルス推進
事業

保険者支援制度の評価指標の算定方法
糖尿病性腎症重症化予防対象者の実態（市町村別）
糖尿病性腎症重症化予防プログラム実践に向けてのプロセス
タイプ別の保健指導
①未受診者に対する受診勧奨
②受診後に服薬治療になった人の保健指導



本書（PDF）は、国民健康保険中央会ホームページよりダウンロード可能
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国保・後期高齢者ヘルスサポート事業報告書
（保険者が実施する保健事業に関する第三者による支援評価事業）

― 平成 26 ～ 28 年度総括報告書 ―

平成29年7月　発行
　公益社団法人　国民健康保険中央会

〒100 ―0014
東京都千代田区永田町１丁目11番35号　全国町村会館
TEL 03―3581―6821
FAX 03―3581―0002
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